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有価証券届出書提出日 ： 平成 17 年 4 月 11 日 

発行者名 ： 日興アセットマネジメント株式会社 

代表者の役職氏名 ： 取締役社長 ビリー・ウェード・ワイルダー 

本店の所在の場所 ： 東京都千代田区有楽町一丁目 1番 3号 
 

届出の対象とした募集 

募集内国投資信託受益証券に係る 
ファンドの名称 

： 日本トレンド・セレクト 

ハイパー・ウェイブ 

リバース･トレンド・オープン 

日本トレンド・マネーポートフォリオ 

募集内国投資信託受益証券の金額 ： 募集額 各ファンド毎に上限 1兆円 

有価証券届出書の写しを縦覧に供 
する場所 

： 該当事項はありません。 

 

１．この目論見書により行なう「日本トレンド・セレクト」の募集については、委託

会社は、証券取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を平

成17年4月11日に関東財務局長に提出しており、平成17年4月12日にその効力が発

生しております。 

２．当該有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の内容を記載した投資信託

説明書（請求目論見書）については、販売会社にご請求いただければ当該販売会

社を通じて交付いたします。なお、投資信託説明書（請求目論見書）をご請求さ

れた場合は、その旨をご自身で記録しておくようにしてください。 

３．「日本トレンド・セレクト」は、主に短期公社債に投資するとともに、株価指数先

物取引等も積極的に活用するため、基準価額は大きく変動します。したがって、

元金を割り込むことがあります。 

投資信託は、金融機関の預金や保険契約とは商品性が異なります。  
 投資信託は、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ

ん。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対

象とはなりません。 
 投資信託は、元金および利回り保証のいずれもありません。 
 投資信託をご購入されたお客様は、投資した資産の価値の減少を含むリスクを負い

ます。 



   ファンドの概要             

日本トレンド・セレクト 
＜ハイパー・ウェイブ＞＜リバース･トレンド・オープン＞ 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

商品分類 追加型株式投資信託／派生商品型／自動けいぞく投資専用 

ハイパー・ウェイブ 
有価証券を組入れつつ株価指数先物取引を積極的
に活用し、株式市場全体の値動きを上回る収益の
変動をめざした運用を行ないます。 

リバース・トレンド・
オープン 

有価証券を組入れつつ株価指数先物取引を積極的
に活用し、株式市場全体の値動きと反対の収益の
変動をめざした運用を行ないます。 

ファンドの目的 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

信託財産の着実な成長をはかることを目標として
安定運用を行ないます。 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・
オープン 

短期公社債を主要投資対象とします。なお、わが国
の証券取引所上場株式に投資することができます。 

主な投資対象 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

わが国の公社債を主要投資対象とします。 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・
オープン 

・株式への投資割合には制限を設けません。 

・外貨建資産への投資は行ないません。 

主な投資制限 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

・株式への投資は、信託財産の純資産総額の 30％以
下とします。 

・外貨建資産への投資は、信託財産の純資産総額の
50％以下とします。 

主なリスク 
・価格変動リスク     ・流動性リスク 

・信用リスク       ・為替変動リスク 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・
オープン 

平成 7 年 1 月 17 日から平成 22 年 1 月 12 日までと
します。ただし、約款の規定に基づき、信託契約を
解約し、信託を終了させることがあります。 

信託期間 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

平成 8 年 12 月 2 日から平成 22 年 1 月 12 日までと
します。ただし、約款の規定に基づき、信託契約を
解約し、信託を終了させることがあります。 

決算日 毎年 1月 11 日（休業日の場合は翌営業日） 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・
オープン 

毎決算時に、利子・配当収入は原則として全額を
分配します。売買益からの分配金額は委託会社が
基準価額水準、市況動向等を勘案して決定しま
す。 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

毎決算時に、分配金額は委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定します。 収益分配 

・収益分配金額は 1 万口当たり 10 円以上 10 円単位とします。ただし、分配
対象額が 1万口当たり 10 円未満の場合には分配を行ないません。 

・原則として、収益分配金は税金を差し引いた後、無手数料で自動的に再投
資されます。 



 

信託報酬 
純資産総額に対し年率 0.966％（税抜 0.92％） 

※日本トレンド・マネーポートフォリオの信託報酬は別料率です。 

申込価額 取得申込受付日の基準価額とします。 

申込単位 
申込単位につきましては、販売会社ないしは委託会社の照会先にお問い合わ
せください。 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・
オープン 

販売会社が定めるものとします。お申込手数料につ
きましては、販売会社ないしは委託会社の照会先に
お問い合わせください。 

・販売会社におけるお申込手数料率は 2.1％（税抜
2％）が上限となっております。 

申込手数料 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

ありません。 

（他のポートフォリオからのスイッチングのみ） 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・
オープン 

販売会社が定めるものとします。スイッチング手数
料につきましては、販売会社ないしは委託会社の照
会先にお問い合わせください。 

・販売会社におけるスイッチング手数料率は
0.21％（税抜 0.2％）が上限となっております。

スイッチング 

手数料 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

ありません。 

途中換金 原則として、いつでも換金が可能です。 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・
オープン 

解約請求受付日の基準価額から信託財産留保額を
控除した価額とします。 

解約価額 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

解約請求受付日の基準価額とします。 

換金単位 
１口単位 
※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売

会社にお問い合わせください。 

換金手数料 ありません。 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・
オープン 

換金時の基準価額に 1％の率を乗じて得た額 

（1口当たり） 
信託財産留保額 

日本トレンド・マネー
ポートフォリオ 

ありません。 

解約代金の支払い 原則として、解約請求受付日から起算して 4営業日目からお支払いします。 

※ 商品内容を充分にご理解のうえ、お申込みいただきますようお願い申しあげます。 

     照会先 
 日興アセットマネジメント株式会社 

ホームページ 
アドレス http://www.nikko-am.co.jp 

コールセンター 
電話番号 0120－25－1404 

（9：00～17：00 土、日、祝日は除く。 
ただし、半休日となる場合は 9：00～12：00） 
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第一部 証券情報 

（１）ファンドの名称 

日本トレンド・セレクト 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・オープン 

日本トレンド・マネーポートフォリオ 

※上記を総称して、または各々を称して「日本トレンド・セレクト」、「ファンド」または

「ポートフォリオ」といいます。 

（２）内国投資信託受益証券の形態等 

・無記名式の追加型証券投資信託受益証券です。（以下「受益証券」といいます。） 

・格付は取得しておりません。 

（３）発行（売出）価額の総額 

各ファンド毎に、1 兆円を上限とします。 

（４）発行（売出）価格 

取得申込受付日の基準価額とします。 

・直近の基準価額につきましては、販売会社ないしは「（８）申込取扱場所」の照会先にお

問い合わせください。 

（５）申込手数料 

販売会社が定めるものとします。お申込手数料およびスイッチング手数料につきましては、

販売会社ないしは「（８）申込取扱場所」の照会先にお問い合わせください。 

① 申込手数料 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

・販売会社におけるお申込手数料率は 2.1％（税抜 2％）が上限となっております。 

・お申込手数料の額（1 口当たり）は、取得申込受付日の基準価額にお申込手数料率を乗じ

て得た額とします。 

・収益分配金の再投資により取得する口数については、お申込手数料はかかりません。 

・償還乗換、乗換優遇に関わる手数料の取扱いについては、販売会社にお問い合わせくださ

い。 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

日本トレンド・マネーポートフォリオのお申込みは、他のファンドからのスイッチングの

場合に限ります。 

② スイッチング手数料 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

・販売会社におけるスイッチング手数料率は 0.21％(税抜 0.2％）が上限となっております。 

・スイッチング手数料の額（1 口当たり）は、取得するファンドの取得申込受付日の基準価

額にスイッチング手数料率を乗じて得た額とします。 

・なお、換金するファンドには、換金時の基準価額に 1％の率を乗じて得た額の信託財産留

保額（1 口当たり）が差し引かれます。ただし、日本トレンド・マネーポートフォリオに

は、信託財産留保額はかかりません。 
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＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

他のファンドから日本トレンド・マネーポートフォリオへのスイッチングには手数料はか

かりません。 

（６）申込単位 

申込単位につきましては、販売会社ないしは「（８）申込取扱場所」の照会先にお問い合わ

せください。 

（７）申込期間 

平成 17 年 4 月 12 日から平成 18 年 4 月 11 日とします。 

・平成 18 年 4 月 12 日以降のお申込期間については、あらたに有価証券届出書を提出するこ

とによって更新されます。 

（８）申込取扱場所 

販売会社名につきましては、下記にお問い合わせください。 

日興アセットマネジメント株式会社 

ホームページ 

アドレス http://www.nikko-am.co.jp 

コールセンター 

電話番号 0120-25-1404 

（9：00～17：00 土、日、祝日は除く。 

ただし、半休日となる場合は 9：00～12：00） 

（９）払込期日 

・取得申込者は、お申込金額を販売会社が指定する期日までにお支払いいただきます。お申込

金額には利息は付利されません。 

・お申込期間における各取得申込受付日の発行価額の総額（設定総額）は、追加設定を行なう

日に販売会社より委託会社の口座に払い込まれます。 

・委託会社は、発行価額の総額（設定総額）を、追加設定を行なう日に受託会社のファンドの

口座に振り込みます。 

（10）払込取扱場所 

お申込金額は、販売会社にお支払いいただきます。 

（11）振替機関に関する事項 

該当事項はありません。 

（12）その他 

該当事項はありません。 
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第二部 ファンド情報 

第１ ファンドの状況 

１ ファンドの性格 

（１）ファンドの目的及び基本的性格 

① ファンドの目的 

ファンド 分類 基  本  方  針 

ハイパー・ウェイブ 

有価証券を組入れつつ株価指数先物取引を積極

的に活用し、株式市場全体の値動きを上回る収

益の変動をめざした運用を行ないます。 

リバース・トレンド・ 

オープン 

派生 

商品型 有価証券を組入れつつ株価指数先物取引を積極

的に活用し、株式市場全体の値動きと反対の収

益の変動をめざした運用を行ないます。 

日本トレンド・ 

マネーポートフォリオ 
－ 

信託財産の着実な成長をはかることを目標とし

て安定運用を行ないます。 

② ファンドの基本的性格 

追加型株式投資信託／派生商品型 

※「派生商品型」とは、社団法人投資信託協会が定める分類方法において、「派生商品を

積極的に活用するファンドでヘッジ目的以外に用いるもの」として分類されるファン

ドをいいます。 

③ ファンドの特色 

１）「日本トレンド・セレクト」は 3 本のファンドで構成されています。 

株式市場全体の値動きの 2 倍程度の投資成果をめざすハイパー・ウェイブ、概ね反

対の投資成果をめざすリバース・トレンド・オープンと、投資資金を一時的に待機

させる機能をもつ日本トレンド・マネーポートフォリオの 3 本で構成されています。 

２）積極的に株価指数先物取引を活用します。 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

株式市場全体の値動きの 2 倍程度の投資成果をめざします。 

・株式市場全体の値動きの 2 倍程度の投資成果をめざすため、原則として、株式組入

総額と株価指数先物取引の買建総額の組入合計額が純資産総額に対して 2 倍程度に

なるように日々調整を行ないますが、委託証拠金率の水準等によっては 2 倍以下と

することがあります。 

・先物取引の売買高などを勘案して、主として日経平均株価（225 種）先物取引を行な

います。売買高など市場状況の変化に応じて日経株価指数 300 先物取引、ＴＯＰＩ

Ｘ先物取引を活用することもあります。 

結果として、当ファンドの基準価額は、株式市場全体が上昇する際には大きく値

上がりし、株式市場全体が下落する際には大きく値下がりします。非常に値動き

の大きなファンドですので、ご投資の際には慎重にご判断ください。 
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＜リバース・トレンド・オープン＞ 

株式市場全体の値動きの概ね反対の投資成果をめざします。 

・株式市場全体の値動きの概ね反対の投資成果をめざすため、原則として株価指数先

物取引の売建総額が純資産総額に対してほぼ同額になるように日々調整を行ないま

す。 

・先物取引の売買高などを勘案して、主として日経平均株価（225 種）先物取引を行な

います。売買高など市場状況の変化に応じて日経株価指数 300 先物取引、ＴＯＰＩ

Ｘ先物取引を活用することもあります。 

結果として、当ファンドの基準価額は、株式市場全体が上昇する際には値下が

りし、株式市場全体が下落する際には値上がりします。当ファンドは特殊な値

動きをするファンドですので、ご投資の際には慎重にご判断ください。 

 

株価指数先物取引とは・・・ 

投資家があらかじめ約定する株価指数の数値と将来の特定の期日における現実の

株価指数の数値との差に相当する金銭の授受を約する取引です。また、将来の特

定の期日までは転売または買戻しにより決済することができ、期限の到来による

決済もすべて差金決済となります。先物取引の場合は現物の取引と異なり、約定

額よりも少ない金額で取引ができます。 

 

３）原則として、いつでもスイッチング（乗換え）ができます。 

・当ファンドは、ご投資家の皆様のご判断により、原則として、いつでもファンド間

のスイッチング（乗換え）を行なうことができます。 

・スイッチング手数料の額（1 口当たり）は、取得するファンドの取得申込受付日の基

準価額にスイッチング手数料率を乗じた額です。 

・ただし、日本トレンド・マネーポートフォリオへのスイッチングは無手数料で行な

うことができます。なお、日本トレンド・マネーポートフォリオのお申込みは、他

のファンドからのスイッチングの場合に限ります。 

・換金するファンドには信託財産留保額がかかります。換金時に、基準価額に 1％の率

を乗じて得た額の信託財産留保額（1 口当たり）が差し引かれます。ただし、日本ト

レンド・マネーポートフォリオには信託財産留保額はありません。 

 

 
ハ イ パ ー ・ ウ ェ イ ブ

リバース・トレンド・オープン

日本トレンド・マネーポートフォリオ

新
規
・
追
加
の
お
買
付 

ス
イ
ッ
チ
ン
グ
の
ご
指
示
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４）基準価額は大きく変動します。 

株式など値動きのある証券に投資し、積極的に株価指数先物取引を活用しますので

基準価額は大きく変動します。 

 

 

基準価額の変動について（Ｑ＆Ａ） 
 

Ｑ1 ハイパー・ウェイブでは、常に純資産総額に対して買建額が 2 倍程度にな

るよう組入調整を行なうのですか。 

Ａ1 次のような場合には、2 倍程度とは限りません。 

◎株式市場を取巻く環境の変化に応じて、証券取引所が定める委託証拠金の水準が引き上げ

られていく過程においては、その後の株式市場の下落時に必要となる追加証拠金の差入可

能額を充分に考慮したうえで、純資産総額に対する株価指数先物取引等の組入倍率のメド

を 2 倍以下（例えば 1.8 倍、1.5 倍、1.3 倍等）に引き下げていく等の措置を講じます。

また、ファンドの純資産総額に占める評価損の合計額の状況によっては、あらかじめ上記

と同様の措置を採ることもあります。 

◎追加設定・解約はお申込受付日の翌営業日にファンドに反映されますが、設定金額と解約

金額の差額分の売買に対しては、原則として当日中に株価指数先物取引を行なう方針です。

従って、追加設定が多い場合には組入れは 2 倍を上回り、解約が多い場合には組入れは 2

倍を下回ります。 

◎株式市場の大幅な変動に伴い、株価指数先物取引の売買が成立しない場合等には、組入調

整が出来ないこともあります。 
 

Ｑ2 リバース・トレンド・オープンでは、常に純資産総額に対して売建額がほ

ぼ同額になるよう組入調整を行なうのですか。 

Ａ2 次のような場合には、ほぼ同額とは限りません。 

◎証券取引所の定める委託証拠金率の水準等によっては、純資産総額を下回る組入れにする

こともあります。 

◎追加設定・解約はお申込受付日の翌営業日にファンドに反映されますが、設定金額と解約

金額の差額分の売買に対しては、原則として当日中に株価指数先物取引を行なう方針です。

従って、追加設定が多い場合には売建額は純資産総額を上回り、解約が多い場合には純資

産総額を下回ります。 

◎株式市場の大幅な変動に伴い、株価指数先物取引の売買が成立しない場合等には、組入調

整が出来ないこともあります。 
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価格変動リスク 

ハイパー・ウェイブ、リバース・トレンド・オープンは、積極的に株価指数先物

取引を活用するため、特殊な値動きとなり、日々の基準価額の変動が大きくなり

ます。 

 

Ｑ3 日々の基準価額の値動きが株式市場全体の値動きの 2 倍または正反対の

動きをした場合には、ファンド保有期間中の投資成果も、2 倍または正反

対になるのですか。 

Ａ3 投資家ごとのファンド保有期間中の投資成果は、日々の基準価額の値動

きが株式市場全体の値動きの 2 倍または正反対の動きをした場合であっ

ても、2 日以上離れた日との比較においては、2 倍または正反対の投資成

果を得られるわけではありません。 
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※前記＜例 1＞、＜例 2＞はあくまでも計算例であり、株式市場全体の動きと基準価額の関係

をわかりやすく、強調して表わしたものです。実際の値動きを示唆したものではありませ

ん。 

-7-



 

Ｑ4 株式市場全体が一方的に動く場合と、上昇・下落をしながら動く場合と

では、ハイパー・ウェイブ、リバース・トレンド・オープンの基準価額

の値動きは異なりますか。 

Ａ4 株式市場全体が上昇局面にある場合、下落局面にある場合のいずれの場

合においても、一方的に推移する場合に比べますと、上昇・下落をしな

がら動いた場合には、基準価額は押し下げられることになります。 

 

 

 

 

① ファンドの日々の値動きは、（１）、（２）のいずれの場合も、株式市場全体の値動きに対して 2

倍または正反対になっています（〔表 2,5〕参照）。また、「3 日後」の株式市場全体は、（１）、

（２）のいずれの場合も同じ 127 まで上昇しています（〔表 1,4〕参照）。 

② ところが、「3 日後」において、ハイパー・ウェイブは、（１）では 158（基準日からの騰落率＋

58.1％）まで上昇しているのに対し、（２）では 155（基準日からの騰落率＋54.9％）までしか

上昇しておらず、水準に差が生じています（〔表 1,4〕および〔表 3,6〕参照）。 

③ また、リバース・トレンド・オープンの場合も、「3 日後」において、（１）では 77（基準日か

らの騰落率－23.2％）となっているのに対し、（２）では 75（基準日からの騰落率－25.3％）

となっており、水準に差が生じています（〔表 1,4〕および〔表 3,6〕参照）。 

④ 上記の（２）のように、株式市場全体が、上昇・下落をしながら推移した場合には、基準価額

は押し下げられることになります。 
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① ファンドの日々の値動きは、（１）、（２）のいずれの場合も、株式市場全体の値動きに対して 2

倍または正反対になっています（〔表 8,11〕参照）。また、「3 日後」の株式市場全体は、（１）、

（２）のいずれの場合も同じ 77 まで下落しています（〔表 7,10〕参照）。 

② ところが、「3 日後」において、ハイパー・ウェイブは、（１）では 57（基準日からの騰落率－

42.9％）まで下落しているのに対し、（２）では 55（基準日からの騰落率－45.4％）まで下落

しており、水準に差が生じています（〔表 7,10〕および〔表 9,12〕参照）。 

③ また、リバース・トレンド・オープンの場合は、「3 日後」において、（１）では 127（基準日か

らの騰落率＋27.0％）となっているのに対し、（２）では 123（基準日からの騰落率＋23.0％）

となっており、水準に差が生じています（〔表 7,10〕および〔表 9,12〕参照）。 

④ 上記の（２）のように、株式市場全体が、上昇・下落をしながら推移した場合には、基準価額は

押し下げられることになります。 

 

※前記の例はあくまでも計算例であり、株式市場全体の動きと基準価額の関係をわかりやすく、

強調して表わしたものです。実際の基準価額とは直接関係ありません。 

 

④ 信託金限度額 

・各ファンド毎に 1,000 億円を限度として信託金を追加することができます。 

・委託会社は受託会社と合意のうえ、当該限度額を変更することができます。 
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（２）ファンドの仕組み 

① ファンド運営の仕組み 

 

※1 累積投資業務において取扱う有価証券について、金銭の払込方法、有価証券の買付

及び保管の方法等を投資家と販売会社の間で規定したもの。基本的に収益分配金は

再投資され、有価証券は販売会社において混蔵保管されます。「自動けいぞく投資

契約」、「自動積立投資契約」等の名称が用いられることがあります。 

※2 投資信託を販売するルールを委託会社と販売会社の間で規定したもの。販売会社が

行なう受益証券の募集、収益分配金・償還金の支払い、解約請求の受付等の業務範

囲の取り決め等の内容が含まれています。 

※3 投資信託を運営するルールを委託会社と受託会社の間で規定したもの。投資信託の

資産運用や運営方法、委託会社と受託会社および受益者との権利義務関係、受益者

の権利、募集方法等の取り決め等の内容が含まれています。 

 

② 関係法人の名称および役割 

１）販売会社 

  ・受益証券の募集および販売の取扱い 

  ・解約金、収益分配金および償還金の取扱い 

  ・目論見書および運用報告書の交付 等 

２）委託会社 

   日興アセットマネジメント株式会社 

  ・信託財産の運用指図 

  ・受益証券の発行 

  ・目論見書および運用報告書の作成 等 

３）受託会社 

住友信託銀行「ハイパー・ウェイブ」 

（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社) 

収益分配金
解　約　金
償　還　金

お申込金投　

資　

家　

《　

受　

益　

者　

》

投　

資　

家　

《　

受　

益　

者　

》

　
　
　

販　

売　

会　

社

　
　
　

販　

売　

会　

社

窓口

収益分配金
解　約　金
償　還　金

お申込金
　
　
　

委　

託　

会　

社

　
　
　

委　

託　

会　

社

運用

収益分配金
解　約　金
償　還　金

信 託 金
　
　
　

受　

託　

会　

社

　
　
　

受　

託　

会　

社

管理

運用指図

運用損益

投　資 証　

券　

・　

金　

融　

市　

場

証　

券　

・　

金　

融　

市　

場

信託契約受益証券の募
集の取扱い等
に関する契約

累積投資契約

※1 ※2 ※3

受益証券の募
集の取扱い等
に関する契約

再　信　託　受　託　会　社
再　信　託　受　託　会　社

資産管理業務の委託
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※再信託受託会社は、受託会社から当ファンドの資産管理業務の委託を受けた受託銀行

です。 

三菱信託銀行株式会社「リバース・トレンド・オープン」 

（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 

※再信託受託会社は、受託会社から当ファンドの資産管理業務の委託を受けた受託銀行

です。 

日興シティ信託銀行株式会社「日本トレンド・マネーポートフォリオ」 

  ・信託財産の管理・保管 

  ・信託財産の計算 等 

③ 委託会社の概況（平成 17 年 2 月末日現在） 

１）資本金 

16,174 百万円 

２）沿革 

昭和 34 年：日興證券投資信託委託株式会社として設立 

昭和 35 年：「証券投資信託法」（当時）に基づく免許を受けて営業を開始 

昭和 60 年：投資顧問業開始 

平成 11 年：日興国際投資顧問株式会社と合併し「日興アセットマネジメント株式会

社」に社名変更 

３）大株主の状況 

名  称 住  所 所有株数 所有比率

株式会社 

日興コーディアルグループ 
東京都中央区日本橋兜町 6 番 5 号 1,128,425 株 55.23％

ＮＡＭホールディングス 

株式会社 
東京都千代田区内幸町一丁目 2 番 2 号 691,700 株 33.86％

日興アセットマネジメント 

株式会社 
東京都千代田区有楽町一丁目 1 番 3 号 223,000 株 10.91％

 

２ 投資方針 

（１）投資方針 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

・信託財産の 50％以上短期公社債を組入れます。株式市場全体の値動きの 2 倍程度の投資成

果をめざすため、原則として株式組入総額と株価指数先物取引の買建総額の組入合計額が

純資産総額に対して約 2 倍程度になるように調整を行ないます。 

・設定・解約がある場合、設定金額と解約金額の差額分に対して、既存受益者と新規受益者

の公平性を維持するために、原則として、当日中に株価指数先物取引を買建てもしくは転

売するものとします。 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

・信託財産の 50％以上短期公社債を組入れます。株式市場全体の値動きの概ね反対の投資成

果をめざすため、原則として株価指数先物取引の売建額が純資産総額に対してほぼ同額に

なるように調整を行ないます。 

・設定・解約がある場合、設定金額と解約金額の差額分に対して、既存受益者と新規受益者

の公平性を維持するために、原則として、当日中に株価指数先物取引の売建てもしくは買

戻しするものとします。 
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＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

・主としてわが国の公社債に投資を行ない利息等収益の確保をはかります。 

（２）投資対象 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

短期公社債を主要投資対象とします。なお、わが国の証券取引所上場株式に投資する

ことができます。また、有価証券を組入れつつ株価指数先物取引を積極的に活用しま

す。 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

わが国の公社債を主要投資対象とします。 

※その他の投資対象に関しましては「約款」をご覧ください。 

 

（３）運用体制 

 

※上記体制は有価証券届出書提出日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

 

  

運用部門

◎投資環境見通し

 

◎株式、公社債等の 
売買執行 

  

◎法令遵守状況の監視 

◎運用状況の管理・分析 
◎各種リスク管理 等 

  

１．ファンドの具体的な運用計画を決定します。

各運用セクションは、投資環境見通しに基づき、ファンドの具体的な運用計画を決定します。 

＜運用の流れ＞   

２   ．運用の実行を指図します。

ファンドマネージャーは、ファンドの運用計画に基づき、組入有価証券の売買を指図し、運用を実行します。 

投資委員会 

調査部門 

海外現地法人 

トレーディング部門 

運用管理部門 

◎内外経済情勢の分析 

◎個別企業の調査・分析 
◎調査資料の作成 

運用分析会議 

◎海外の金融証券市場等

の調査・分析、 

投資助言 等 

◎運用実績の評価 

◎リスク要因の検討 
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（４）分配方針 

① 収益分配方針 

毎決算時に、原則として次の通り収益分配を行なう方針です。 

１）分配対象額の範囲 

経費控除後の利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

２）分配対象額についての分配方針 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

利子・配当収入は原則として全額を分配します。売買益からの分配金額は、委託会社が

基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。なお、収益分配金額は 1 万口当たり

10 円以上 10 円単位とします。ただし、分配対象額が 1 万口当たり 10 円未満の場合に

は分配を行ないません。 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。なお、収益

分配金額は 1 万口当たり 10 円以上 10 円単位とします。ただし、分配対象額が 1 万口当

たり 10 円未満の場合には分配を行ないません。 

３）留保益の運用方針 

収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、約款に定める運用の基本方針

に基づき運用を行ないます。 

② 収益分配金の支払い 

原則として、収益分配金は税金を差し引いた後、無手数料で自動的に再投資されます。 

（５）投資制限 

① 約款に定める投資制限 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

１）株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合には制限を設

けません。 

２）同一銘柄の株式への投資は、取得時において信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

３）外貨建資産への投資は行ないません。 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

１）株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資は、信託財産の純

資産総額の 30％以下とします。 

２）同一銘柄の株式への投資は、信託財産の純資産総額の 5％以下とします。 

３）外貨建資産への投資は、信託財産の純資産総額の 50％以下とします。 

※その他の投資制限に関しましては「約款」をご覧ください。 

② 法令による投資制限 

１）同一法人の発行する株式（投資信託及び投資法人に関する法律） 

委託会社は、同一法人の発行する株式を、その運用の指図を行なうすべての委託者指図

型投資信託につき投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が、当該株式

に係る議決権の総数に 100 分の 50 を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、

投資信託財産をもって当該株式を取得することを受託会社に指図しないものとします。 
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２）先物取引等の評価損の制限（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則） 

委託会社は、投資信託財産の純資産総額に 100 分の 50 を乗じて得られる額が当該投資

信託財産に係る次のイ）およびロ）に掲げる額（これに係る取引のうち当該取引が評価

損を生じたのと同じ事由により評価益を生じた取引がある場合には当該評価益の合計額

を控除した額とします。）並びにハ）およびニ）に掲げる額の合計額を下回ることとな

るにもかかわらず、当該投資信託財産に係る有価証券先物取引等を行なうことまたは継

続することを受託会社に指図しないものとします。 

イ）当該投資信託財産に係る先物取引等評価損（有価証券オプション取引等および有価

証券店頭オプション等の売付約定に係るものを除きます。） 

ロ）当該投資信託財産に係る有価証券オプション取引等および有価証券店頭オプション

取引等のうち売付約定に係るものにおける原証券等の時価とその行使価格との差額

であって当該オプションの行使に伴い発生すると見込まれる損失の額から当該オプ

ションに係る帳簿価額を控除した金額であって評価損となるもの 

ハ）当該投資信託財産をもって取得し現在保有している新株予約権を表示する証券また

は証書に係る時価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの 

ニ）当該投資信託財産をもって取得し現在保有しているオプションを表示する証券また

は証書に係る時価との差額であって評価損となるもの 

 

３ 投資リスク 

（１）ファンドのリスク 

・当ファンドは、主に短期公社債に投資するとともに、株価指数先物取引等も積極的に活用す

るため、基準価額は大きく変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。 

・当ファンドは、預金保険機構あるいは保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。ま

た、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりませ

ん。 

・信託財産に生じた利益および損失はすべて受益者に帰属します。取得申込者は、ファンドの

投資目的およびリスクを充分に認識することが求められます。 

 

当ファンドの主なリスクは以下の通りです。 

① 価格変動リスク   

・一般に株式および株価指数先物取引の価格は、国内および国外の経済・政治情勢などの影

響を受け変動します。ファンドにおいては、株式および株価指数先物取引の価格変動また

は流動性の予想外の変動があった場合、重大な損失が生じるリスクがあります。 

・一般に金利が上昇した場合には、債券の価格は下落し、ファンドの基準価額が下がる要因

となります。 

・一般に公社債および短期金融資産にデフォルト（債務不履行）が生じた場合またはそれが

予想される場合には、当該公社債および短期金融資産の価格は下落（価格がゼロになるこ

ともあります。）し、ファンドの基準価額が下がる要因となります。 

② 流動性リスク 

一般に市場規模や取引量が少ない場合、組入銘柄を売却する際に市場実勢から期待される

価格で売買できず、不測の損失を被るリスクがあります。 
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③ 信用リスク 

一般に投資した企業の経営等に重大な危険が生じた場合には、ファンドにも重大な損失が

生じるリスクがあります。 

④ 為替変動リスク 

外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合

には、ファンドの基準価額が下がる要因となります。 

⑤ ＜ハイパー・ウェイブ＞は株式市場全体の値動きの 2 倍の連動、＜リバース・トレンド・

オープン＞は株式市場全体の値動きと正反対の連動をお約束するものではありません。ま

た、ともにあらかじめ一定の投資成果をお約束するものではありません。 

⑥ ＜ハイパー・ウェイブ＞、＜リバース・トレンド・オープン＞は、株式市場全体の値動き

に対して次のような要因により狙い通りの投資成果が得られない場合があります。 

・株式市場全体の値動きと株価指数先物の値動きの差。 

株価指数が大きく変動し、先物が制限値幅によりストップ高、またはストップ安などした

場合には、当初予想していた投資成果とは特に大きくカイ離することがあります。 

・追加設定・解約の発生による運用資金の大幅な変動。 

・日々の追加設定・解約等に対応した株価指数先物取引の約定価格と終値の差。 

・売買の際の売買委託手数料等の負担。 

・先物市場の流動性が不足した時の売買対応や必要な取引数量のうち全部または一部取引不

成立の影響。 

※＜ハイパー・ウェイブ＞については、レバレッジの高い（2 倍）分だけ影響が大きくな

ります。 
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（２）リスク管理体制 

 
■ＰＬＡＮ（運用方針の策定） 

国内外の経済見通しおよび市況見通しを決定し、全社的な資産配分（含 通貨配分）および

資産別運用方針の策定を行ないます。 

１ 投資環境検討会議にて、国内外のアナリスト、ファンドマネージャー、エコノミスト、

マーケットアナリストによるリサーチに基づき、マクロ経済環境、市況環境に関する分

析・検討を行ないます。 

２ 投資委員会にて、投資環境検討会議での検討結果を基に国内外の経済見通し、市況見通

し、資産配分戦略の決定を行ないます。 

３ 投資委員会の決定を受け、資産別運用方針の策定を行ないます。 

（１）投信株式運用会議 

投信株式運用会議において、運用チームが運用する投信に関して、具体的運用方針

（チームストラテジー、運用チーム別コア銘柄、調査ユニバース）を決定します。 

（２）投信債券運用会議 

投信債券運用会議において、運用チーム別に担当ファンドに関する具体的運用方針

（デュレーション、残存期間構成、種別構成、クレジット戦略、キャッシュフローマ

ネジメント）を決定します。 

コンプライアンス

≪ＰＬＡＮ≫運用方針の策定

≪ＤＯ≫運用実行

≪ＣＨＥＣＫ≫運用分析・評価

運用分析会議

クレジット分析会議

投信株式運用会議 投信債券運用会議

投資環境
検討会議

海外拠点

運 用方針 決定

■クオンツ運用
（インデックス運用）

売買執行

■国内債券運用
■外国債券／
　為替運用

■国内株式運用
■転換社債運用
■外国株式運用

投資委員会

コンプライアンス

≪ＰＬＡＮ≫運用方針の策定

≪ＤＯ≫運用実行

≪ＣＨＥＣＫ≫運用分析・評価

運用分析会議

クレジット分析会議

投信株式運用会議投信株式運用会議 投信債券運用会議投信債券運用会議

投資環境
検討会議

海外拠点海外拠点

運 用方針 決定運 用方針 決定

■クオンツ運用
（インデックス運用）

売買執行

■国内債券運用
■外国債券／
　為替運用

■国内株式運用
■転換社債運用
■外国株式運用

投資委員会投資委員会
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※デュレーションとは、金利がある一定の割合で変動した場合、債券の価格がどの程

度変化するかを示す指標です。即ちこの値が大きいほど金利変動に対する債券価格

の変動率が大きくなります。 

■ＤＯ（運用実行） 

組織的に決定された具体的運用方針に基づき、各チームにおける運用方針、個別ファンドの

ガイドラインに沿って運用を実行します。 

売買執行では、運用チームとトレーディング部門を分離・専門化し、それぞれが明確な責任

のもと、利益相反等の発生しない体制を整備しています。売買執行時には、トレーダーがフ

ァンドマネージャーに対して最適な執行方法を助言、裁量権の範囲内でトレーダーの判断に

より執行方法を決定します。 

なお、発注に関しては発注政策委員会にて取引金融機関の社会的信用力、情報提供力、執行

対応力を総合的に評価し、発注業者、発注方針等を決定します。 

■ＣＨＥＣＫ（運用分析・評価） 

運用分析会議において、運用ガイドラインの遵守状況および運用スタイルの一貫性のチェッ

クを多面的（リスク・リターン分析、要因分析、対ベンチマーク運用実績分析など）に行な

い、必要に応じて指導・勧告を行ないます。また、組織運用を重視する観点から、ファンド

マネージャーの投資行動が許容された裁量の範囲内のものであるかどうかのチェックを行な

います。 

また、クレジット分析会議にて個別債券に関する信用リスク分析および評価を行ないます。 

■コンプライアンス 

当社の業務に係る法令諸規則の遵守状況の管理・監査を行ない、必要に応じて指導を行ない

ます。また、リスク監督委員会コンプライアンス分科会において法令遵守を推進していくた

め、社内の現状と問題点の報告に基づき、効果的な改善策を決定し、社内管理体制の充実・

強化を図ります。 

 

※上記体制は有価証券届出書提出日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

 

４ 手数料等及び税金 

（１）申込手数料 

販売会社が定めるものとします。お申込手数料およびスイッチング手数料につきましては、

販売会社ないしは委託会社の照会先にお問い合わせください。 

① 申込手数料 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

・販売会社におけるお申込手数料率は 2.1％（税抜 2％）が上限となっております。 

・お申込手数料の額（1 口当たり）は、取得申込受付日の基準価額にお申込手数料率を乗じ

て得た額とします。 

・収益分配金の再投資により取得する口数については、お申込手数料はかかりません。 

・販売会社は、受益者が償還金額（手取額）の範囲内（単位型証券投資信託については、償

還金額（手取額）とその元本額のいずれか大きい額とします。）で取得する口数に係る申
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込手数料を徴収しないことができます。この償還乗換優遇措置を採用するか否かの選択は

販売会社に任せられておりますので、販売会社により対応が異なります。詳しくは、販売

会社にお問い合わせください。この措置の適用を受ける受益者は、販売会社から、償還金

の支払いを受けたことを証する書類の提示を求められることがあります。 

・販売会社は、受益者が信託期間終了日の 1 年前以内等の一定の要件を満たした証券投資信

託を解約または買取請求により換金した際の代金をもって、換金を行なった販売会社にお

いて、受益証券の取得申込みをする場合の手数料率を独自に定めることができます。この

乗換優遇措置を採用するか否かの選択は販売会社に任せられておりますので、販売会社に

より対応が異なります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

・償還乗換、乗換優遇に関わる手数料の取扱いについては、販売会社にお問い合わせくださ

い。 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

日本トレンド・マネーポートフォリオのお申込みは、他のファンドからのスイッチングの

場合に限ります。 

② スイッチング手数料 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

・販売会社におけるスイッチング手数料率は 0.21％(税抜 0.2％）が上限となっております。 

・スイッチング手数料の額（1 口当たり）は、取得するファンドの取得申込受付日の基準価

額にスイッチング手数料率を乗じて得た額とします。 

・なお、換金には、換金時の基準価額に 1％の率を乗じて得た額の信託財産留保額（1 口当

たり）が差し引かれます。 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

他のファンドから日本トレンド・マネーポートフォリオへのスイッチングには手数料はか

かりません。 

（２）換金（解約）手数料 

① 換金手数料 

  ありません。 

② 信託財産留保額 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

換金時に、基準価額に 1％の率を乗じて得た額の信託財産留保額（1 口当たり）が差し引か

れます。 

※「信託財産留保額」とは、投資信託を中途解約される受益者の解約代金から差し引いて、

残存受益者の信託財産に繰り入れる金額のことをいいます。 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

ありません。 
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（３）信託報酬等 

① 信託報酬 

信託報酬の総額は、各ファンドの信託財産の純資産総額に以下の率を乗じて得た金額とし、

計算期間を通じて毎日、費用計上されます。 

ファンド名 信託報酬率（年率） 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・オープン 
0.966％（税抜 0.92％） 

日本トレンド・マネーポートフ

ォリオ 

各月の最終営業日の翌日から、翌月の最終営業日

までに係る信託報酬率は、当該各月の最終 5 営業

日間のこの信託の基準価額算出に用いるコール・

ローンのオーバーナイト物レートの平均値に応

じ、次の率とします。 

平均値が、 

0.6％以上のとき ････････････0.5775％（0.55％）

0.4％以上 0.6％未満のとき･･･0.3150％（0.30％）

0.2％以上 0.4％未満のとき･･･0.1575％（0.15％）

0.1％以上 0.2％未満のとき･･･0.0630％（0.06％）

0.1％未満のとき ････････････当該コールレート平

均値に 0.63（0.6）

を乗じて得た率 

※括弧内は税抜です。 

② 信託報酬の配分 

信託報酬の配分は、以下の通りとします。 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

信託報酬の総額 委託会社 販売会社 受託会社 

0.966％ 

（0.92％） 

0.441％ 

（0.42％） 

0.420％ 

（0.40％） 

0.105％ 

（0.10％） 

※括弧内は税抜です。 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

コールレートの平均値 
信託報酬年率

（％） 
委託会社 販売会社 受託会社

0.6％以上のとき 
0.5775 

（0.550） 

0.2100 

（0.200）

0.31500 

（0.300） 

0.05250 

（0.050）

0.4％以上 0.6％未満のとき 
0.3150 

（0.300） 

0.1050 

（0.100）

0.15750 

（0.150） 

0.05250 

（0.050）

0.2％以上 0.4％未満のとき 
0.1575 

（0.150） 

0.0525 

（0.050）

0.07875 

（0.075） 

0.02625 

（0.025）

0.1％以上 0.2％未満のとき 
0.0630 

（0.060） 

0.0210 

（0.020）

0.03150 

（0.030） 

0.01050 

（0.010）

0.1％未満のとき 

当該コールレート

平均値に0.63

（0.6）を乗じて

得た率 

委託会社：販売会社：受託会社 

＝2：3：1 の配分とする。 

※括弧内は税抜です。 
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③ 支払時期 

信託報酬（信託報酬に係る消費税等相当額を含みます。）は、毎計算期間の最初の 6 ヵ月

終了日（当該終了日が休業日の場合はその翌営業日とします。）および毎計算期末または

信託終了のときに、信託財産から支払います。 

（４）その他の手数料等 

信託財産に関する以下の費用およびそれに付随する消費税等相当額は、受益者の負担とし、

信託財産から支払います。 

① 売買委託手数料等 

組入有価証券の売買時の売買委託手数料等および先物・オプション取引に要する費用等。 

② 監査費用 

信託財産の財務諸表の監査に要する費用は、信託期間を通じて毎日、信託財産の純資産総

額に対し下記の率を乗じて得た金額が費用計上されます。 

ファンド 料率（年率） 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・オープン 
0.0084％（0.008％）以内 

日本トレンド・マネーポートフォリオ 0.002772％（0.00264％）以内 

※括弧内は税抜です。 

③ 租税等 

信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、外貨建資産の保管等に要する費

用、借入金の利息および立替金の利息。 

（５）課税上の取扱い 

＜公募株式投資信託の税制＞ 

個人受益者および内国法人である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとな

ります。 

＜個人受益者の場合＞ 

 
平成 16 年 1 月 1 日以降 

平成 20 年 3 月 31 日まで 
平成 20 年 4 月 1 日以降 

収益分配金 

普通分配金に対し 

10％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

普通分配金に対し 

20％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

解約金 

償還金 

個別元本超過額に対し 

10％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

個別元本超過額に対し 

20％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

解約損 

償還損 
解約損または償還損と株式等の譲渡益との損益通算可 

譲渡損益 申告分離課税（株式等の譲渡損益との損益通算可） 

※確定申告を行ない、総合課税（配当控除の適用なし）を選択することもできます。 

※法人の場合、平成 16 年 1 月 1 日以降平成 20 年 3 月 31 日までの間は 7％（所得税のみ）、

平成 20 年 4 月 1 日以降は 15％（所得税のみ）の源泉徴収となります。 

※上場株式等に限られている特定口座の利用が平成 16 年 10 月より可能となりました。な

お販売会社によって対応時期等が異なる場合がありますので、詳しくは、販売会社にお
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問い合わせください。 

① 個人受益者の場合 

１）収益分配金、解約金、償還金を受取るとき 

イ）平成 16 年 1 月 1 日以降平成 20 年 3 月 31 日まで 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還時の個別元本

超過額については、軽減税率が適用され、10％（所得税 7％および地方税 3％）の税

率による源泉徴収（申告不要）となります。なお、特別分配金は課税されません。確

定申告を行ない、総合課税（配当控除の適用なし）を選択することもできます。 

解約時および償還時に損失が生じた時には、確定申告を行なうことで、株式等（上場

投資信託（ETF）、上場不動産投資信託（REIT）のほか、未上場の株式投資信託の受益

証券を含みます。以下同じ。）の譲渡益との損益通算が可能となります。また、上場

株式等（公募株式投資信託、上場投資信託（ETF）、上場不動産投資信託（REIT）を含

みます。以下同じ。）に係る譲渡損失の 3 年間の繰越控除の対象となります。 

ロ）平成 20 年 4 月 1 日以降 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還時の個別元本

超過額については、20％（所得税 15％および地方税 5％）の税率による源泉徴収（申

告不要）となります。なお、特別分配金は課税されません。確定申告を行ない、総合

課税（配当控除の適用なし）を選択することもできます。 

解約時および償還時に損失が生じた時には、確定申告を行なうことで、株式等の譲渡

益との損益通算が可能となります。また、上場株式等に係る譲渡損失の 3 年間の繰越

控除の対象となります。 

２）買取請求の取扱い 

イ）平成 16 年 1 月 1 日以降平成 19 年 12 月 31 日までの間に公募株式投資信託を譲渡（買

取請求）した場合の譲渡益は、譲渡所得等とみなされ、譲渡益に対し 10％（所得税

7％および地方税 3％）の申告分離課税の対象となり、確定申告を行なうことが必要

です。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

譲渡損益は、確定申告を行なうことで、株式等の譲渡損益との損益通算が可能となり

ます。また、上場株式等に係る譲渡損失の 3 年間の繰越控除の対象となります。 

ロ）平成 20 年 1 月 1 日以降に公募株式投資信託を譲渡（買取請求）した場合の譲渡益は、

譲渡所得等とみなされ、譲渡益に対し 20％（所得税 15％および地方税 5％）の申告

分離課税の対象となり、確定申告を行なうことが必要です。詳しくは、販売会社にお

問い合わせください。 

譲渡損益は、確定申告を行なうことで、株式等の譲渡損益との損益通算が可能となり

ます。また、上場株式等に係る譲渡損失の 3 年間の繰越控除の対象となります。 

② 法人受益者の場合 

１）収益分配金、解約金、償還金を受取るとき 

イ）平成 16 年 1 月 1 日以降平成 20 年 3 月 31 日まで 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還時の個別元本

超過額については、軽減税率が適用され、7％（所得税のみ）の税率による源泉徴収

となります。なお、特別分配金は課税されません。 

ロ）平成 20 年 4 月 1 日以降 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還時の個別元本
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超過額については、15％（所得税のみ）の税率による源泉徴収となります。なお、特

別分配金は課税されません。 

なお、源泉徴収された税金は、所有期間に応じて法人税から控除される場合があります。 

２）益金不算入制度の適用 

益金不算入制度は適用されません。 

③ 個別元本 

１）各受益者の買付時の基準価額（お申込手数料および当該手数料に係る消費税等相当額は

含まれません。）が個別元本になります。 

２）受益者が同一ファンドを複数回お申込みの場合、1 口当たりの個別元本は、申込口数で

加重平均した値となります。ただし、個別元本は、受益証券を保護預りとしない場合、

複数支店で同一ファンドをお申込みの場合等により把握方法が異なる場合がありますの

で、販売会社にお問い合わせください。 

３）受益者がすでに発行された受益証券を譲受けた場合等の個別元本は、受益証券を設定に

より取得した受益者の個別元本がそのまま引継がれます。 

④ 個別元本超過額 

１）償還金・解約金を受取る場合、1 口当たりの課税前の受取金額（解約金については、信

託財産留保額がある場合は、信託財産留保額を差し引いた額）が前記の 1 口当たりの個

別元本を上回る金額をいいます。 

２）この個別元本超過額が所得税および地方税の課税の対象となります。 

⑤ 普通分配金と特別分配金 

１）収益分配金には課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる「特別分配金」（元

本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 

２）受益者が収益分配金を受取る際 

イ）収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の 1 口当たりの個別元本と同額かまたは上回

っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となります。 

ロ）収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の 1 口当たりの個別元本を下回っている場合

には、収益分配金の範囲内でその下回っている部分の額が特別分配金となり、収益分

配金から特別分配金を控除した金額が普通分配金となります。 

ハ）収益分配金発生時に、その個別元本から特別分配金を控除した額が、その後の受益者

の個別元本となります。 

 

※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になる場合があります。 
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５ 運用状況 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

以下の運用状況は平成 17 年 1 月 31 日現在です。 

・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

・有価証券指数等先物取引契約残高の金額は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場

で評価しています。 

 

（１）投資状況 

投資資産の種類 時価（千円） 投資比率（％） 

国債証券 5,199,799 53.93 

  日本 5,199,799 53.93 

有価証券指数等先物取引契約残高（買建） （19,283,520） （199.99）

  日本 （19,283,520） （199.99）

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 4,442,430 46.07 

純資産総額 9,642,230 100.00 

 

（２）投資資産 

①投資有価証券の主要銘柄 

イ 評価額上位銘柄明細 

＜国債証券＞ 

利率（％） 券面総額 簿価額（円） 評価額（円） 投資比率
発行地 銘柄名 種別 

償還期限 （円） 単価 金額 単価 金額 （％）

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３６７回 

国債

証券 2005-12-20
1,300,000,000 100.00 1,299,953,472 100.00 1,299,953,472 13.48

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３５３回 

国債

証券 2005-5-20
600,000,000 100.00 599,973,673 100.00 599,973,673 6.22

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３４７回 

国債

証券 2005-2-21
500,000,000 100.00 499,996,445 100.00 499,996,445 5.19

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３５５回 

国債

証券 2005-6-20
500,000,000 100.00 499,994,108 100.00 499,994,108 5.19

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３６１回 

国債

証券 2005-9-20
500,000,000 99.99 499,974,170 99.99 499,974,170 5.19

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３５９回 

国債

証券 2005-8-22
500,000,000 99.99 499,938,558 99.99 499,938,558 5.18

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３６３回 

国債

証券 2005-10-20
400,000,000 100.00 399,993,936 100.00 399,993,936 4.15

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３５７回 

国債

証券 2005-7-20
400,000,000 99.99 399,962,517 99.99 399,962,517 4.15

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３５1 回 

国債

証券 2005-4-20
300,000,000 100.00 299,989,560 100.00 299,989,560 3.11

0.1000 
日本 

利付国庫債券（２年）

第２０６回 

国債

証券 2005-3-20
200,000,000 100.01 200,023,476 100.01 200,023,476 2.07

 

ロ 種類別及び業種別の投資比率 

種類別及び業種別 投資比率（％） 

国債証券 53.93 

合計 53.93 

 

②投資不動産物件 

該当事項はありません。 
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③その他投資資産の主要なもの 

＜有価証券指数等先物取引＞ 

契約額等 評価額 投資比率
発行地 銘柄名 種類 数量

（円） （円） （％）

日本 日経平均株価先物 ２００５‐０３ 買建 1,696 18,537,667,064 19,283,520,000 199.99

 

（３）運用実績 

①純資産の推移 

1 口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円） 
期別 

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き 

設定時           (1995 年 01 月 17 日） 1.0000 1.0000 500 500 

第 1 計算期間末   (1996 年 01 月 11 日） 1.0351 1.0371 10,426 10,446 

第 2 計算期間末   (1997 年 01 月 13 日） 0.7767 0.7817 30,774 30,972 

第 3 計算期間末   (1998 年 01 月 12 日） 0.4688 0.4738 22,833 23,076 

第 4 計算期間末   (1999 年 01 月 11 日） 0.3593 0.3663 16,657 16,982 

第 5 計算期間末   (2000 年 01 月 11 日） 0.6726 0.6866 18,796 19,187 

第 6 計算期間末   (2001 年 01 月 11 日） 0.3079 0.3139 9,327 9,508 

第 7 計算期間末   (2002 年 01 月 11 日） 0.1731 0.1761 7,434 7,563 

第 8 計算期間末   (2003 年 01 月 14 日） 0.1090 0.1090 5,475 5,475 

第 9 計算期間末   (2004 年 01 月 13 日） 0.1668 0.1678 8,102 8,151 

第 10 計算期間末   (2005 年 01 月 11 日） 0.1846 0.1846 10,108 10,108 

 

 
    

  1 口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円） 

2004 年 01 月末日 0.1644 8,018 

2004 年 02 月末日 0.1720 8,930 

2004 年 03 月末日 0.1963 9,656 

2004 年 04 月末日 0.1945 9,235 

2004 年 05 月末日 0.1773 9,437 

2004 年 06 月末日 0.1975 10,628 

2004 年 07 月末日 0.1777 9,883 

2004 年 08 月末日 0.1712 10,188 

2004 年 09 月末日 0.1653 9,909 

2004 年 10 月末日 0.1606 9,741 

2004 年 11 月末日 0.1642 9,526 

2004 年 12 月末日 0.1825 10,178 

2005 年 01 月末日 0.1788 9,642 

 

②分配の推移 

  １口当たり税込み分配金（円）

第 1 期  0.0020 

第 2 期  0.0050 

第 3 期  0.0050 

第 4 期  0.0070 

第 5 期  0.0140 

第 6 期  0.0060 

第 7 期  0.0030 

第 8 期  0 

第 9 期  0.0010 

第 10 期  0 
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③収益率の推移 

  収益率（％） 

第 1 期  3.71 

第 2 期  △ 24.48 

第 3 期  △ 39.00 

第 4 期  △ 21.86 

第 5 期  91.09 

第 6 期  △ 53.33 

第 7 期  △ 42.81 

第 8 期  △ 37.03 

第 9 期  53.94 

第 10 期  10.67 

（注）各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期末

の基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で

除して得た数に 100 を乗じた数です。 
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＜リバース・トレンド・オープン＞ 

以下の運用状況は平成 17 年 1 月 31 日現在です。 

・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

・有価証券指数等先物取引契約残高の金額は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場

で評価しています。 

 

（１）投資状況 

投資資産の種類 時価（千円） 投資比率（％） 

国債証券 279,991 63.75 

  日本 279,991 63.75 

有価証券指数等先物取引契約残高（売建） （443,430） （100.96）

  日本 （443,430） （100.96）

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 159,239 36.25 

純資産総額 439,231 100.00 

 

（２）投資資産 

①投資有価証券の主要銘柄 

イ 評価額上位銘柄明細 

＜国債証券＞ 

利率（％） 券面総額 簿価額（円） 評価額（円） 投資比率
発行地 銘柄名 種別 

償還期限 （円） 単価 金額 単価 金額 （％）

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３６７回 
国債証券 

2005-12-20
40,000,000 100.00 39,998,915 100.00 39,998,915 9.11

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３５1 回 
国債証券 

2005-4-20
40,000,000 100.00 39,998,200 100.00 39,998,200 9.11

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３５３回 
国債証券 

2005-5-20
40,000,000 100.00 39,998,027 100.00 39,998,027 9.11

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３５９回 
国債証券 

2005-8-22
30,000,000 100.00 29,999,820 100.00 29,999,820 6.83

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３６９回 
国債証券 

2006-1-20
30,000,000 100.00 29,999,406 100.00 29,999,406 6.83

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３４７回 
国債証券 

2005-2-21
20,000,000 100.00 19,999,740 100.00 19,999,740 4.55

-- 
日本 

割引短期国庫債券  

第３６３回 
国債証券 

2005-10-20
20,000,000 100.00 19,999,692 100.00 19,999,692 4.55

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３６１回 
国債証券 

2005-9-20
20,000,000 100.00 19,999,587 100.00 19,999,587 4.55

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３６５回 
国債証券 

2005-11-21
20,000,000 100.00 19,999,463 100.00 19,999,463 4.55

-- 
日本 

割引短期国庫債券 

第３５７回 
国債証券 

2005-7-20
20,000,000 100.00 19,999,005 100.00 19,999,005 4.55

 

ロ 種類別及び業種別の投資比率 

種類別及び業種別 投資比率（％） 

国債証券 63.75 

合計 63.75 

 

②投資不動産物件 

該当事項はありません。 
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③その他投資資産の主要なもの 

＜有価証券指数等先物取引＞ 

契約額等 評価額 投資比率
発行地 銘柄名 種類 数量

（円） （円） （％） 

日本 日経平均株価先物 ２００５‐０３ 売建 39 434,587,889 443,430,000 100.96 

 

（３）運用実績 

①純資産の推移 

1 口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円） 
期別 

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き 

設定時           (1995 年 01 月 17 日） 1.0000 1.0000 1,000 1,000 

第 1 計算期間末   (1996 年 01 月 11 日） 0.9427 0.9447 2,082 2,086 

第 2 計算期間末   (1997 年 01 月 13 日） 1.0859 1.0979 1,083 1,095 

第 3 計算期間末   (1998 年 01 月 12 日） 1.2438 1.2538 455 458 

第 4 計算期間末   (1999 年 01 月 11 日） 1.2393 1.2533 254 257 

第 5 計算期間末   (2000 年 01 月 11 日） 0.8618 0.8688 317 320 

第 6 計算期間末   (2001 年 01 月 11 日） 1.2141 1.2201 269 271 

第 7 計算期間末   (2002 年 01 月 11 日） 1.4599 1.4669 299 300 

第 8 計算期間末   (2003 年 01 月 14 日） 1.7811 1.7831 291 291 

第 9 計算期間末   (2004 年 01 月 13 日） 1.3885 1.3885 514 514 

第 10 計算期間末   (2005 年 01 月 11 日） 1.2944 1.2944 402 402 

 

 
    

  1 口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円） 

2004 年 01 月末日 1.3962 561 

2004 年 02 月末日 1.3645 442 

2004 年 03 月末日 1.2737 510 

2004 年 04 月末日 1.2777 467 

2004 年 05 月末日 1.3336 386 

2004 年 06 月末日 1.2595 385 

2004 年 07 月末日 1.3228 402 

2004 年 08 月末日 1.3536 236 

2004 年 09 月末日 1.3738 256 

2004 年 10 月末日 1.3925 283 

2004 年 11 月末日 1.3756 276 

2004 年 12 月末日 1.3029 356 

2005 年 01 月末日 1.3161 439 

 

②分配の推移 

  １口当たり税込み分配金（円）

第 1 期  0.0020 

第 2 期  0.0120 

第 3 期  0.0100 

第 4 期  0.0140 

第 5 期  0.0070 

第 6 期  0.0060 

第 7 期  0.0070 

第 8 期  0.0020 

第 9 期  0 

第 10 期  0 
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③収益率の推移 

  収益率（％） 

第 1 期  △  5.53 

第 2 期  16.46 

第 3 期  15.46 

第 4 期  0.76 

第 5 期  △ 29.90 

第 6 期  41.58 

第 7 期  20.82 

第 8 期  22.14 

第 9 期  △ 22.04 

第 10 期  △  6.78 

（注）各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期末

の基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で

除して得た数に 100 を乗じた数です。 
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＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

以下の運用状況は平成 17 年 1 月 31 日現在です。 

・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 

（１）投資状況 

投資資産の種類 時価（千円） 投資比率（％） 

現先取引勘定 319,999 50.01 

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 319,928 49.99 

純資産総額 639,928 100.00 

 

（２）投資資産 

①投資有価証券の主要銘柄 

該当事項はありません。 

 

②投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

③その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 

 

（３）運用実績 

①純資産の推移 

1 口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円） 
期別 

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き 

設定時           (1996 年 12 月 02 日） 1.0000 1.0000 10 10 

第 1 計算期間末   (1997 年 01 月 13 日） 1.0000 1.0000 273 273 

第 2 計算期間末   (1998 年 01 月 12 日） 1.0008 1.0018 300 300 

第 3 計算期間末   (1999 年 01 月 11 日） 1.0008 1.0018 369 370 

第 4 計算期間末   (2000 年 01 月 11 日） 1.0009 1.0009 543 543 

第 5 計算期間末   (2001 年 01 月 11 日） 1.0017 1.0017 221 221 

第 6 計算期間末   (2002 年 01 月 11 日） 1.0019 1.0019 368 368 

第 7 計算期間末   (2003 年 01 月 14 日） 1.0019 1.0019 226 226 

第 8 計算期間末   (2004 年 01 月 13 日） 1.0019 1.0019 601 601 

第 9 計算期間末   (2005 年 01 月 11 日） 1.0019 1.0019 637 637 

 

 
    

  1 口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円） 

2004 年 01 月末日 1.0019 580 

2004 年 02 月末日 1.0019 463 

2004 年 03 月末日 1.0019 715 

2004 年 04 月末日 1.0019 896 

2004 年 05 月末日 1.0019 524 

2004 年 06 月末日 1.0019 547 

2004 年 07 月末日 1.0019 434 

2004 年 08 月末日 1.0019 396 

2004 年 09 月末日 1.0019 410 

2004 年 10 月末日 1.0019 446 
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2004 年 11 月末日 1.0019 472 

2004 年 12 月末日 1.0019 570 

2005 年 01 月末日 1.0019 639 

 

②分配の推移 

  １口当たり税込み分配金（円）

第 1 期  0 

第 2 期  0.0010 

第 3 期  0.0010 

第 4 期  0 

第 5 期  0 

第 6 期  0 

第 7 期  0 

第 8 期  0 

第 9 期  0 

 

③収益率の推移 

  収益率（％） 

第 1 期  0.00 

第 2 期  0.18 

第 3 期  0.10 

第 4 期  0.01 

第 5 期  0.08 

第 6 期  0.02 

第 7 期  0 

第 8 期  0 

第 9 期  0 

（注）各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期末

の基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で

除して得た数に 100 を乗じた数です。 
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６ 手続等の概要 

（１）申込（販売）手続等 

① 取得の申込み 

・取得申込者は、販売会社において取引口座を開設のうえ、取得のお申込みを行なっていただ

きます。 

・原則として、午後 2 時（わが国の証券取引所が半休日となる場合は午前 10 時）までに、販

売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、上記時刻を過ぎた

場合は、翌営業日の取扱いとなります。 

・証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得な

い事情があるときは、取得のお申込みの受付（スイッチングを含みます。以下同じ。）を中

止すること、および既に受付けた取得のお申込みの受付を取り消すことがあります。 

・日本トレンド・マネーポートフォリオのお申込みは、他のファンドからのスイッチングの場

合に限ります。 

・次のような場合で、委託会社が追加設定を行なわない措置をとったときは、当日を取得申込

受付日とせず、翌営業日以降の日を取得申込受付日として取り扱わせていただくことがあり

ます。この場合、受益者はお申込みを取り消すことができます。 

当ファンドが行なう株価指数先物取引のうち、主として取引を行なうものについて、 

1．当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会（半休日においては午前立会）が行な

われないとき、もしくは停止されたとき。 

2．当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会終了時における当該先物取引の呼値が

当該証券取引所が定める呼値の値幅の限度の値段とされる等やむを得ない事情が発生した

ことから、当ファンドの当該先物取引にかかる呼値の取引数量の全部もしくは一部につい

てその取引が成立しないとき。 

② 申込単位 

申込単位につきましては、販売会社ないしは委託会社の照会先にお問い合わせください。 

③ 自動けいぞく（累積）投資契約 

・お申込みの際に、販売会社との間で「自動けいぞく（累積）投資契約」を結んでいただきま

す。なお、販売会社によっては、別の名称で当該契約と同様の権利義務関係を規定する契約

または規定が用いられることがあります。 

・受益証券は、すべて保護預りとなります。 

・収益分配金は、原則として各計算期間終了日の基準価額で再投資されます。手数料はかかり

ません。 

④ 申込金額 

・取得申込受付日の基準価額に取得申込口数を乗じて得た額に、お申込手数料と当該手数料に

係る消費税等相当額を加算した額です。 

・お申込金額は、販売会社にお支払いいただきます。 

⑤ 償還乗換 

・受益者は、償還金額（手取額）の範囲内（単位型証券投資信託については、償還金額（手取

額）とその元本額のいずれか大きい額とします。）で取得する口数に係る申込手数料を徴収

されない措置の適用を受けることができる場合があります。この償還乗換優遇措置を採用す

るか否かの選択は販売会社に任せられておりますので、販売会社により対応が異なります。

詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 
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・この措置の適用を受ける受益者は、販売会社から、償還金の支払いを受けたことを証する書

類の提示を求められることがあります。 

⑥ 乗換優遇 

受益者は、信託期間終了日の 1 年前以内等の一定の要件を満たした証券投資信託を解約また

は買取請求により換金した際の代金をもって、換金を行なった販売会社において、受益証券

の取得申込みをする場合の手数料率が割引となる措置の適用を受けることができる場合があ

ります。この乗換優遇措置を採用するか否かの選択は販売会社に任せられておりますので、

販売会社により対応が異なります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

⑦ スイッチング 

・スイッチングとは、保有しているファンドを売却し、その売却代金をもって他のファンドを

取得することで、売却するファンドと取得するファンドを同時にお申込みいただきます。 

・お申込みの際に、「スイッチング」の旨をご指示ください。 

⑧ 申込手数料 

販売会社が定めるものとします。お申込手数料につきましては、販売会社ないしは委託会社

の照会先にお問い合わせください。 

 

（２）換金（解約）手続等 

① 換金の請求 

・原則として、いつでも換金（スイッチングを含みます。）が可能です。 

・原則として、午後 2 時（わが国の証券取引所が半休日となる場合は午前 10 時）までに、販

売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、上記時刻を過ぎた

場合は、翌営業日の取扱いとなります。 

② 換金制限 

ファンドの規模および商品性格等に基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、大

口の解約には受付時間制限および金額制限を行なう場合があります。詳しくは、販売会社に

お問い合わせください。 

 

＜解約請求による換金＞ 

① 換金単位 

1 口単位 

※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合

わせください。 

② 解約価額 

解約請求受付日の基準価額から信託財産留保額（当該基準価額に 1％の率を乗じて得た額）

を控除した価額とします。ただし、日本トレンド・マネーポートフォリオには、信託財産留

保額はかかりません。 

③ 手取額 

1 口当たりのお手取額は、解約価額から所得税および地方税（当該解約価額が受益者毎の個

別元本を超過した額に対し 10％（内国法人は所得税のみの 7％））を差し引いた金額となり

ます。 

※税法が改正された場合等には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合があります。詳

しくは、「課税上の取扱い」をご参照ください。 
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④ 支払開始日 

お手取額は、原則として、解約請求受付日から起算して 4 営業日目からお支払いします。 

⑤ 受付中止 

・委託会社は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その

他やむを得ない事情があるときは、解約請求の受付（スイッチングを含みます。以下同

じ。）を中止すること、および既に受付けた解約請求の受付を取り消すことができます。 

・解約請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日の解約請求を撤回できま

す。ただし、受益者がその解約請求を撤回しない場合には、当該受付中止を解除した後の最

初の基準価額の計算日に解約請求を受付けたものとして取扱います。 

 

＜買取請求による換金＞ 

① 換金単位 

1 口単位 

※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合

わせください。 

② 買取価額 

買取請求受付日の解約価額から、当該買取りを行なう販売会社に係る源泉徴収税額に相当す

る金額を控除した価額となります。なお、受益証券を販売会社等において保護預りにしてい

る等、一定の要件の下では、買取請求受付日の解約価額となります。詳しくは、販売会社に

お問い合わせください。 

※税法が改正された場合等には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合があります。詳

しくは、「課税上の取扱い」をご参照ください。 

③ 手取額 

1 口当たりのお手取額は、当該買取価額となります。 

④ 受付中止 

・次のような場合は、当日を換金請求受付日とせず、翌営業日以降の日を換金請求受付日とし

て取り扱わせていただくことがあります。この場合は、ご換金の請求を撤回することができ

ます。なお、日本トレンド・マネーポートフォリオのご換金は、原則として随時可能です。 

当ファンドが行なう株価指数先物取引のうち、主として取引を行なうものについて、 

1．当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会（半休日においては午前立会）が行

なわれないとき、もしくは停止されたとき。 

2．当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会終了時における当該先物取引の呼値

が当該証券取引所が定める呼値の値幅の限度の値段とされる等やむを得ない事情が発生

したことから、当ファンドの当該先物取引にかかる呼値の取引数量の全部もしくは一部

についてその取引が成立しないとき。 

・委託会社の指定する証券会社は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、そ

の他やむを得ない事情があるときは、買取請求の受付を中止することができます。 

・買取請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日の買取請求を撤回できま

す。ただし、受益者がその買取請求を撤回しない場合には、当該受付中止を解除した後の最

初の基準価額の計算日に買取請求を受付けたものとして取扱います。 
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７ 管理及び運営の概要 

（１）資産管理等の概要 

① 資産の評価 

１）基準価額の算定 

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を評価し

て得た信託財産の総額から負債総額を控除した金額（純資産総額）を、計算日における受

益権総口数で除した金額をいいます。ファンドは便宜上、1 万口当たりに換算した価額で

表示することがあります。 

２）有価証券の評価基準 

・信託財産に属する資産については、法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評

価します。 

・外貨建資産（外国通貨表示の有価証券、預金その他の資産をいいます。）の円換算につい

ては、原則としてわが国における当日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。 

 

 

３）基準価額の算出頻度と公表 

・基準価額は委託会社の営業日において日々算出され、委託会社および販売会社等で入手す

ることができます。 

・直近の基準価額につきましては、販売会社ないしは下記にお問い合わせください。 

日興アセットマネジメント株式会社 

ホームページ 

アドレス http://www.nikko-am.co.jp 

コールセンター 

電話番号 0120-25-1404 

（9：00～17：00 土、日、祝日は除く。 

ただし、半休日となる場合は 9：00～12：00） 

② 保管 

受益証券は、「自動けいぞく（累積）投資契約」等に基づき、販売会社等において保護預り

とさせていただきます。 

基準価額＝純資産総額を

計算日の受益権総口数で

割った金額

＜ 基準価額算出の流れ ＞

（ａ）信託財産の総額＝ファンドに

組入れられている株式や公社債等全

てを時価等により評価したもの 純資産総額＝（ａ）信託財産の総額から

（ｂ）負債総額（ファンドの運用に必要

な費用等のコスト）を控除したもの

（ａ）信託財産

　　　　の総額

基準価額純資産総額

（ａ） （ｂ）

（ｂ）負債総額

基準価額＝純資産総額を

計算日の受益権総口数で

割った金額

＜ 基準価額算出の流れ ＞

（ａ）信託財産の総額＝ファンドに

組入れられている株式や公社債等全

てを時価等により評価したもの 純資産総額＝（ａ）信託財産の総額から

（ｂ）負債総額（ファンドの運用に必要

な費用等のコスト）を控除したもの

（ａ）信託財産

　　　　の総額

基準価額純資産総額

（ａ） （ｂ）

（ｂ）負債総額
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③ 信託期間 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・オープン 

平成 7 年 1 月 17 日から 

平成 22 年 1 月 12 日まで 

日本トレンド・マネー・ポートフォリオ 
平成 8 年 12 月 2 日から 

平成 22 年 1 月 12 日まで 

ただし、約款の規定に基づき、信託契約を解約し、信託を終了させることがあります。 

④ 計算期間 

毎年 1 月 12 日から翌年 1 月 11 日までとします。ただし、各計算期間の末日が休業日のとき

はその翌営業日を計算期間の末日とします。 

⑤ その他 

１）信託の終了（繰上償還） 

イ）委託会社は、次のいずれかの場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し繰上償

還させることができます。 

ａ）受益者の解約により各ファンドの受益権の口数が 10 億口を下回ることとなった場

合、または各ファンドの受益権の口数の合計が 20 億口を下回ることとなった場合 

ｂ）繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき 

ｃ）やむを得ない事情が発生したとき 

ロ）この場合、あらかじめ、その旨およびその理由等を公告し、かつ知られたる受益者に書

面を交付します。公告は日本経済新聞に掲載します。ただし、全ての受益者に書面を交

付した場合は、原則として公告を行ないません。 

ハ）この繰上償還に異議のある受益者は、一定の期間内（1 ヵ月以上で委託会社が定めます。

以下同じ。）に異議を述べることができます。 

ニ）委託会社は、次のいずれかの場合には、後記「異議の申立て」の規定は適用せず、信託

契約を解約し繰上償還させます。 

ａ）信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合で、一定の期間

を設けてその公告および書面の交付が困難な場合 

ｂ）監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき 

ｃ）委託会社が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止

したとき（監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の委託会社に引継

ぐことを命じ、異議申立の結果、信託約款の変更が成立の場合を除きます。） 

ｄ）受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合に、委託会社が新受託

会社を選任できないとき 

ホ）繰上償還を行なう際には、委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 

２）信託約款の変更 

イ）委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託会社と合意の上、この信託約款を変更することができます。信託約款の変

更を行なう際には、委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 

ロ）この変更事項のうち、その内容が重大なものについては、あらかじめ、その旨およびそ

の内容等を公告し、かつ知られたる受益者に書面を交付します。公告は日本経済新聞に

掲載します。ただし、全ての受益者に書面を交付した場合は、原則として公告を行ない

ません。 

ハ）この信託約款の変更に異議のある受益者は、一定の期間内に異議を述べることができま
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す。 

ニ）委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、後記

「異議の申立て」の規定を適用します。 

３）異議の申立て 

イ）繰上償還または信託約款の重大な変更に対して、受益者は一定の期間内に委託会社に対

して所定の手続きにより異議を述べることができます。一定の期間内に、異議を述べた

受益者の受益権口数が受益権総口数の二分の一を超えるときは、繰上償還または信託約

款の変更は行ないません。 

ロ）委託会社は、繰上償還または信託約款の変更を行なわない場合は、その旨およびその理

由等を公告し、かつ知られたる受益者に書面を交付します。公告は日本経済新聞に掲載

します。ただし、全ての受益者に書面を交付した場合は、原則として公告を行ないませ

ん。 

ハ）なお、一定の期間内に、異議を述べた受益者の受益権口数が受益権総口数の二分の一以

下で、繰上償還、信託約款の変更を行なう場合は、異議を述べた受益者は受託会社に対

し、自己の有する受益証券を信託財産をもって買取るべき旨を請求できます。 

 

 

４）償還金について 

・償還金は、信託終了日後 1 ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（償還日

が休業日の場合は翌営業日）から起算して 5 営業日目）から受益者に支払われます。 

・償還金の支払いは、販売会社において行なわれます。 

５）運用報告書の作成 

委託会社は、毎期決算後および償還後に期中の運用経過、組入有価証券の内容および有価

証券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、あらかじめ届出を受けた住所に販売

会社よりお届けします。 

６）関係法人との契約について 

販売会社との受益証券の募集の取扱い等に関する契約の有効期間は契約日より 1 年間とし

ます。ただし、期間満了の 3 ヵ月前までに、販売会社、委託会社いずれからも別段の意思

表示がないときは、自動的に 1 年間延長されるものとし、以後も同様とします。 

　　

異議申立受付期間
（１ヵ月以上）

書
面
の
交
付

新
聞
公
告

　　

＜ 繰上償還、信託約款の重大な変更を行なう場合の手続きの流れ ＞

異
議
申
立
期
間
終
了

監
督
官
庁
へ
届
出

買
取
請
求
受
付
開
始

買
取
請
求
受
付
終
了

繰
上
償
還
の
実
施

約
款
変
更
の
実
施

不
成
立

書
面
の
交
付

新
聞
公
告

異議申立者が

二分の一以下

（受益権口数ベース）

異議申立者が

二分の一超

（受益権口数ベース）

　　

異議申立受付期間
（１ヵ月以上）
異議申立受付期間
（１ヵ月以上）

書
面
の
交
付

新
聞
公
告

　　

＜ 繰上償還、信託約款の重大な変更を行なう場合の手続きの流れ ＞

異
議
申
立
期
間
終
了

異
議
申
立
期
間
終
了

監
督
官
庁
へ
届
出

監
督
官
庁
へ
届
出

買
取
請
求
受
付
開
始

買
取
請
求
受
付
開
始

買
取
請
求
受
付
終
了

買
取
請
求
受
付
終
了

繰
上
償
還
の
実
施

約
款
変
更
の
実
施

繰
上
償
還
の
実
施

約
款
変
更
の
実
施

不
成
立

書
面
の
交
付

新
聞
公
告

不
成
立

書
面
の
交
付

新
聞
公
告

異議申立者が

二分の一以下

（受益権口数ベース）

異議申立者が

二分の一以下

（受益権口数ベース）

異議申立者が

二分の一超

（受益権口数ベース）

異議申立者が

二分の一超

（受益権口数ベース）
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（２）受益者の権利等 

受益者の有する主な権利は次の通りです。 

・収益分配金・償還金受領権 

・解約請求権 

・受益権均等分割 

・帳簿閲覧権 
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第２ 財務ハイライト情報 

（１）以下の情報は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報 第４ ファンドの経理状

況」に記載されている「財務諸表」から抜粋して記載したものです。 

（２）「財務諸表」については、中央青山監査法人による監査を受けております。また、当該監査

法人による監査報告書は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報 第４ ファンド

の経理状況」に記載されている「財務諸表」に添付されています。 

 

ハイパー・ウェイブ 

１ 貸借対照表 

    (単位:円)

   第 9 期 第 10 期 

 期 別  平成 16 年 1月 13 日現在 平成 17 年 1月 11 日現在 

 
科 目 

注記 

番号 
金 額 金 額 

資産の部    

Ⅰ流動資産    

 金銭信託              57,345,275                 8,016,868    

 コール・ローン           3,639,309,924             4,294,996,142    

 国債証券           4,699,480,324             5,799,779,046    

 派生商品評価勘定           1,187,461,367             1,095,728,818    

 未収利息                       -                    61,811    

流動資産合計           9,583,596,890            11,198,582,685    

資産合計           9,583,596,890            11,198,582,685    

負債の部    

Ⅰ流動負債    

 派生商品評価勘定                 366,094                    23,284    

 前受金           1,293,320,000               957,930,000    

 未払金                 995,782                         -    

 未払収益分配金              48,588,390                         -    

 未払解約金             101,666,181                84,092,448    

 未払受託者報酬               3,879,272                 5,187,773    

 未払委託者報酬              31,810,560                42,540,242    

 その他未払費用                 310,286                   412,344    

流動負債合計           1,480,936,565             1,090,186,091    

負債合計           1,480,936,565             1,090,186,091    

純資産の部    

Ⅰ元本    

 元本          48,588,390,103            54,746,712,947    

Ⅱ剰余金    

 期末欠損金          40,485,729,778            44,638,316,353    

 （うち分配準備積立金）            ( 45,566,319 )            ( 24,278,432 )  

剰余金合計        △40,485,729,778          △44,638,316,353    

純資産合計           8,102,660,325            10,108,396,594    

負債・純資産合計           9,583,596,890            11,198,582,685    
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２ 損益及び剰余金計算書 

    (単位:円)

   第 9 期 第 10 期 

 期 別  自 平成 15 年 1月 15 日 自 平成 16 年 1月 14 日 

   至 平成 16 年 1月 13 日 至 平成 17 年 1月 11 日 

 
科 目 

注記

番号
金 額 金 額 

経常損益の部    

営業損益の部    

Ⅰ営業収益    

 受取利息              66,644,809                   981,897    

 有価証券売買等損益            △63,454,696                 △138,294    

 派生商品取引等損益           2,909,189,250             1,177,326,515    

営業収益合計           2,912,379,363             1,178,170,118    

Ⅱ営業費用    

 受託者報酬               6,603,924                 9,905,908    

 委託者報酬              54,153,194                81,229,427    

 その他費用                 528,207                   789,020    

営業費用合計              61,285,325                91,924,355    

営業利益           2,851,094,038             1,086,245,763    

経常利益           2,851,094,038             1,086,245,763    

当期純利益           2,851,094,038             1,086,245,763    

Ⅲ当期一部解約に伴う当期純利益分配額             618,357,358               356,828,214    

Ⅳ期首欠損金          44,742,329,334            40,485,729,778    

Ⅴ欠損金減少額          28,284,936,551            29,406,970,865    

（当期一部解約に伴う欠損金減少額）        ( 28,284,936,551 )        ( 29,406,970,865 )  

（当期追加信託に伴う欠損金減少額）                      (-)                       (-)   

Ⅵ欠損金増加額          26,212,485,285            34,288,974,989    

（当期一部解約に伴う欠損金増加額）                      (-)                       (-)   

（当期追加信託に伴う欠損金増加額）        ( 26,212,485,285 )        ( 34,288,974,989 )  

Ⅶ分配金              48,588,390                         -    

Ⅷ期末欠損金          40,485,729,778            44,638,316,353    
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重要な会計方針 

  第 9 期 第 10 期 

 期 別 自 平成 15 年 1月 15 日 自 平成 16 年 1月 14 日 

 項 目 至 平成 16 年 1月 13 日 至 平成 17 年 1月 11 日 

1. 有価証券の評価基準及び 

評価方法 

国債証券は個別法に基づき、以下のとお

り原則として時価で評価しております。

国債証券は個別法に基づき、以下のとお

り原則として時価で評価しております。

  

(1) 証券取引所に上場されている有価証

券 

(1) 証券取引所に上場されている有価証

券 

  

 証券取引所に上場されている有価証

券は、原則として証券取引所におけ

る計算期間末日の最終相場（外貨建

証券の場合は計算期間末日において

知りうる直近の日の最終相場）で評

価しております。 

 証券取引所に上場されている有価証

券は、原則として証券取引所におけ

る計算期間末日の最終相場（外貨建

証券の場合は計算期間末日において

知りうる直近の日の最終相場）又は

証券取引所が発表する基準値で評価

しております。 

  

(2) 証券取引所に上場されていない有価

証券 

(2) 証券取引所に上場されていない有価

証券 

  

 当該有価証券については、原則とし

て、日本証券業協会等発表の店頭売

買参考統計値（平均値）等、金融機

関の提示する価額（ただし、売気配

相場は使用しない）又は価格提供会

社の提供する価額のいずれかから入

手した価額で評価しております。 

 

同左 

  (3) 時価が入手できなかった有価証券 (3) 時価が入手できなかった有価証券 

  

 適正な評価額を入手できなかった場

合又は入手した評価額が時価と認定

できない事由が認められた場合は、

投資信託委託業者が忠実義務に基づ

いて合理的な事由をもって時価と認

めた価額もしくは受託者と協議のう

え両者が合理的事由をもって時価と

認めた価額で評価しております。 

 

同左 

2. デリバティブ等の評価基準及

び評価方法 

デリバティブ取引 デリバティブ取引 

  

 個別法に基づき原則として時価で評

価しております。 

 
同左 

3. その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

当ファンドの計算期間は原則として、毎

年 1 月 12 日から翌年 1 月 11 日までとな

っております。ただし、各計算期間終了

日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終了

日は、該当日以降の営業日である日のう

ち、該当日に最も近い日とし、その翌日

より次の計算期間が始まるものといたし

ますので、当計算期間は平成 15 年 1 月

15 日から平成 16 年 1 月 13 日までとなっ

ております。 

当ファンドの計算期間は原則として、毎

年 1 月 12 日から翌年 1 月 11 日までとな

っております。ただし、各計算期間終了

日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終

了日は、該当日以降の営業日である日の

うち、該当日に最も近い日とし、その翌

日より次の計算期間が始まるものといた

しますので、当計算期間は平成 16 年 1

月 14 日から平成 17 年 1 月 11 日までと

なっております。 
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リバース・トレンド・オープン 

 

（１）貸借対照表 

    (単位:円)

   第 9 期 第 10 期 

 期 別  平成 16 年 1月 13 日現在 平成 17 年 1月 11 日現在 

 
科 目 

注記

番号
金 額 金 額 

資産の部    

Ⅰ流動資産    

 金銭信託              34,944,792                 3,695,251    

 コール・ローン             276,356,004               205,402,447    

 国債証券             319,981,508               219,991,570    

 前払金              32,100,000                14,300,000    

流動資産合計             663,382,304               443,389,268    

資産合計             663,382,304               443,389,268    

負債の部    

Ⅰ流動負債    

 派生商品評価勘定              28,960,544                17,224,689    

 未払金                       -                19,999,620    

 未払解約金             117,729,720                 1,969,576    

 未払受託者報酬                 251,086                   160,503    

 未払委託者報酬               2,059,443                 1,316,652    

 その他未払費用                  20,034                    12,780    

流動負債合計             149,020,827                40,683,820    

負債合計             149,020,827                40,683,820    

純資産の部    

Ⅰ元本    

 元本             370,450,542               311,116,703    

Ⅱ剰余金    

 期末剰余金             143,910,935                91,588,745    

 （うち分配準備積立金）                ( 25,150 )                   ( 544 )  

剰余金合計             143,910,935                91,588,745    

純資産合計             514,361,477               402,705,448    

負債・純資産合計             663,382,304               443,389,268    
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（２）損益及び剰余金計算書 

    (単位:円)

   第 9 期 第 10 期 

 期 別  自 平成 15 年 1月 15 日 自 平成 16 年 1月 14 日 

   至 平成 16 年 1月 13 日 至 平成 17 年 1月 11 日 

 
科 目 

注記

番号
金 額 金 額 

経常損益の部    

営業損益の部    

Ⅰ営業収益    

 受取利息               1,935,425                    23,621    

 有価証券売買等損益             △1,909,354                     6,359    

 派生商品取引等損益           △230,371,735              △32,963,292    

営業収益合計           △230,345,664              △32,933,312    

Ⅱ営業費用    

 受託者報酬                 559,162                   401,316    

 委託者報酬               4,586,122                 3,291,798    

 その他費用                  44,628                    31,986    

営業費用合計               5,189,912                 3,725,100    

営業損失             235,535,576                36,658,412    

経常損失             235,535,576                36,658,412    

当期純損失             235,535,576                36,658,412    

Ⅲ当期一部解約に伴う当期純損失分配額             204,757,451                23,459,478    

Ⅳ期首剰余金             127,718,645               143,910,935    

Ⅴ剰余金増加額           1,636,113,243               391,693,693    

（当期一部解約に伴う剰余金増加額）                      (-)                       (-)   

（当期追加信託に伴う剰余金増加額）         ( 1,636,113,243 )           ( 391,693,693 )  

Ⅵ剰余金減少額           1,589,142,828               430,816,949    

（当期一部解約に伴う剰余金減少額）         ( 1,589,142,828 )           ( 430,816,949 )  

（当期追加信託に伴う剰余金減少額）                      (-)                       (-)   

Ⅶ分配金                       -                         -    

Ⅷ期末剰余金             143,910,935                91,588,745    
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重要な会計方針 

  第 9 期 第 10 期 

 期 別 自 平成 15 年 1月 15 日 自 平成 16 年 1月 14 日 

 項 目 至 平成 16 年 1月 13 日 至 平成 17 年 1月 11 日 

1. 有価証券の評価基準及び評価 

方法 

国債証券は個別法に基づき、以下のとお

り原則として時価で評価しております。

国債証券は個別法に基づき、以下のとお

り原則として時価で評価しております。

  

(1) 証券取引所に上場されている有価

証券 

(1) 証券取引所に上場されている有価

証券 

  

 証券取引所に上場されている有価

証券は、原則として証券取引所に

おける計算期間末日の最終相場

（外貨建証券の場合は計算期間末

日において知りうる直近の日の最

終相場）で評価しております。 

 証券取引所に上場されている有価

証券は、原則として証券取引所に

おける計算期間末日の最終相場

（外貨建証券の場合は計算期間末

日において知りうる直近の日の最

終相場）又は証券取引所が発表す

る基準値で評価しております。 

  

(2) 証券取引所に上場されていない有

価証券 

(2) 証券取引所に上場されていない有

価証券 

  

 当該有価証券については、原則と

して、日本証券業協会等発表の店

頭売買参考統計値（平均値）等、

金融機関の提示する価額（ただ

し、売気配相場は使用しない）又

は価格提供会社の提供する価額の

いずれかから入手した価額で評価

しております。 

 

同左 

  (3) 時価が入手できなかった有価証券 (3) 時価が入手できなかった有価証券

  

 適正な評価額を入手できなかった

場合又は入手した評価額が時価と

認定できない事由が認められた場

合は、投資信託委託業者が忠実義

務に基づいて合理的な事由をもっ

て時価と認めた価額もしくは受託

者と協議のうえ両者が合理的事由

をもって時価と認めた価額で評価

しております。 

 

同左 

2. デリバティブ等の評価基準及び

評価方法 

デリバティブ取引 デリバティブ取引 

  

 個別法に基づき原則として時価で

評価しております。 

 
同左 

3. その他財務諸表作成のための 

基本となる重要な事項 

当ファンドの計算期間は原則として、毎

年 1 月 12 日から翌年 1 月 11 日までとな

っております。ただし、各計算期間終了

日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終

了日は、該当日以降の営業日である日の

うち、該当日に最も近い日とし、その翌

日より次の計算期間が始まるものといた

しますので、当計算期間は平成 15 年 1

月 15 日から平成 16 年 1 月 13 日までと

なっております。 

当ファンドの計算期間は原則として、毎

年 1 月 12 日から翌年 1 月 11 日までとな

っております。ただし、各計算期間終了

日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終

了日は、該当日以降の営業日である日の

うち、該当日に最も近い日とし、その翌

日より次の計算期間が始まるものといた

しますので、当計算期間は平成 16 年 1

月 14 日から平成 17 年 1 月 11 日までと

なっております。 
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日本トレンド・マネーポートフォリオ 

 

（１）貸借対照表 

    (単位:円)

   第 8 期 第 9 期 

 期 別  平成 16 年 1月 13 日現在 平成 17 年 1月 11 日現在 

 
科 目 

注記

番号
金 額 金 額 

資産の部    

Ⅰ流動資産    

 金銭信託              99,969,501                64,266,103    

 コール・ローン             337,194,718               290,197,056    

 現先取引勘定             199,999,000               319,999,680    

流動資産合計             637,163,219               674,462,839    

資産合計             637,163,219               674,462,839    

負債の部    

Ⅰ流動負債    

 未払解約金              35,165,330                36,521,454    

 未払受託者報酬                     347                       441    

 未払委託者報酬                   2,283                     2,794    

 その他未払費用                     178                       194    

流動負債合計              35,168,138                36,524,883    

負債合計              35,168,138                36,524,883    

純資産の部    

Ⅰ元本    

 元本             600,851,045               636,721,308    

Ⅱ剰余金    

 期末剰余金               1,144,036                 1,216,648    

 （うち分配準備積立金）                 ( 2,469 )                 ( 6,965 )  

剰余金合計               1,144,036                 1,216,648    

純資産合計             601,995,081               637,937,956    

負債・純資産合計             637,163,219               674,462,839    
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（２）損益及び剰余金計算書 

    (単位:円)

   第 8 期 第 9 期 

 期 別  自 平成 15 年 1月 15 日 自 平成 16 年 1月 14 日 

   至 平成 16 年 1月 13 日 至 平成 17 年 1月 11 日 

 
科 目 

注記

番号
金 額 金 額 

経常損益の部    

営業損益の部    

Ⅰ営業収益    

 受取利息                   7,556                    12,547    

営業収益合計                   7,556                    12,547    

Ⅱ営業費用    

 受託者報酬                     550                     1,053    

 委託者報酬                   3,836                     6,598    

 その他費用                     319                       451    

営業費用合計                   4,705                     8,102    

営業利益                   2,851                     4,445    

経常利益                   2,851                     4,445    

当期純利益                   2,851                     4,445    

Ⅲ当期一部解約に伴う当期純利益分配額                     385                         -    

Ⅲ当期一部解約に伴う当期純損失分配額                       -                     2,496    

Ⅳ期首剰余金                 428,162                 1,144,036    

Ⅴ剰余金増加額               3,832,763                 5,195,852    

（当期一部解約に伴う剰余金増加額）                      (-)                       (-)   

（当期追加信託に伴う剰余金増加額）             ( 3,832,763 )             ( 5,195,852 )  

Ⅵ剰余金減少額               3,119,355                 5,130,181    

（当期一部解約に伴う剰余金減少額）             ( 3,119,355 )             ( 5,130,181 )  

（当期追加信託に伴う剰余金減少額）                      (-)                       (-)   

Ⅶ分配金                       -                         -    

Ⅷ期末剰余金               1,144,036                 1,216,648    
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重要な会計方針 

  第 8 期 第 9 期 

 期 別 自 平成 15 年 1 月 15 日 自 平成 16 年 1 月 14 日 

 項 目 至 平成 16 年 1 月 13 日 至 平成 17 年 1 月 11 日 

 その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

当ファンドの計算期間は原則として、毎

年 1 月 12 日から翌年 1 月 11 日までとな

っております。ただし、各計算期間終了

日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終

了日は、該当日以降の営業日である日の

うち、該当日に最も近い日とし、その翌

日より次の計算期間が始まるものといた

しますので、当計算期間は平成 15 年 1

月 15 日から平成 16 年 1 月 13 日までと

なっております。 

当ファンドの計算期間は原則として、毎

年 1 月 12 日から翌年 1 月 11 日までとな

っております。ただし、各計算期間終了

日に該当する日（以下「該当日」といい

ます。）が休業日のとき、各計算期間終

了日は、該当日以降の営業日である日の

うち、該当日に最も近い日とし、その翌

日より次の計算期間が始まるものといた

しますので、当計算期間は平成 16 年 1

月 14 日から平成 17 年 1 月 11 日までと

なっております。 
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第３ 内国投資信託受益証券事務の概要 

（１）名義書換 

・受益証券は無記名式です。 

・名義書換に関する手続きはありません。 

（２）受益者に対する特典 

該当事項はありません。 

（３）譲渡制限の内容 

譲渡制限はありません。 

 

第４ ファンドの詳細情報の項目 

有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」（投資信託説明書（請求目論見書））の記載項

目は以下の通りです。 

 

第１ 【ファンドの沿革】 

第２ 【手続等】 

 １ 【申込（販売）手続等】 

 ２ 【換金（解約）手続等】 

第３ 【管理及び運営】 

 １ 【資産管理等の概要】 

 （１）【資産の評価】 

 （２）【保管】 

 （３）【信託期間】 

 （４）【計算期間】 

 （５）【その他】 

 ２ 【受益者の権利等】 

第４ 【ファンドの経理状況】 

 １ 【財務諸表】 

 （１）【貸借対照表】 

 （２）【損益及び剰余金計算書】 

 （３）【附属明細表】 

 ２ 【ファンドの現況】 

   【純資産額計算書】 

第５ 【設定及び解約の実績】 
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約 款 

 

 

 

 

追加型証券投資信託 

 

日本トレンド・セレクト 

 

ハイパー・ウェイブ 

リバース･トレンド・オープン 

日本トレンド・マネーポートフォリオ 
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＜追加型証券投資信託 ハイパー・ウェイブ＞ 

 

運 用 の 基 本 方 針 

 

 

約款第15条の規定に基づき、委託者が別に定める運用の基本方針は次のものとします。 

 

基 本 方 針 

この投資信託は、有価証券を組入れつつ株価指数先物取引を積極的に活用し、株式市場全体の値動きを上

回る収益の変動をめざした運用を行ないます。 

 

運 用 方 法 

(1)投資対象 

短期公社債を主要投資対象とします。なお、わが国の証券取引所上場株式に投資することができます。 

(2)投資態度 

信託財産の50％以上短期公社債を組入れます。株式市場全体の値動きの２倍程度の投資成果をめざすため、

原則として株式組入総額と株価指数先物取引の買建総額の組入合計額が純資産総額に対して約２倍程度にな

るように調整を行ないます。 

設定・解約がある場合、設定金額と解約金額の差額分に対して、既存受益者と新規受益者の公平性を維持

するために、原則として、当日中に株価指数先物取引を買建てもしくは転売するものとします。 

 

運 用 制 限 

(1)株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合には制限を設けません。 

(2)同一銘柄の株式への投資は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

 

収益分配方針 

毎決算時に、原則として次の通り収益分配を行なう方針です 

①分配対象額の範囲 

経費控除後の利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

②分配対象額についての分配方針 

利子・配当収入は原則として全額を分配します。売買益からの分配金額は投信会社が基準価額水準、市

況動向等を勘案して決定します。なお、収益分配金額は１万口当り10円以上10円単位とします。ただし、

分配対象額が１万口当り10円未満の場合には分配を行ないません。 

③留保益の運用方針 

収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、運用の基本方針に基づき運用を行ないます。 
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追加型証券投資信託 ハイパー・ウェイブ 約款 

 

（信託の種類、委託者および受託者） 

第１条  この信託は証券投資信託であり、日興アセットマネジメント株式会社を委託者とし、住友信託銀行

を受託者とします。 

（信託事務の委託） 

第１条の2 受託者は、信託法第26条第１項に基づく信託事務の委任として、この信託に関する信託事務の処理

の一部について、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の規定による信託業務の兼

営の認可を受けた一の金融機関と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

（信託の目的、金額および追加信託の限度額） 

第２条  委託者は、金５億円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者は、これを引き受けます。 

  ②  委託者は、受託者と合意の上、金1,000億円を限度として信託金を追加できるものとし、追加信託を

行なったときは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付します。 

  ③  委託者は、受託者と合意の上、前項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 

第３条  この信託の期間は、信託契約締結日から平成22年１月12日までとします。 

（受益証券の取得申込の勧誘の種類） 

第３条の2 この信託にかかる受益証券の取得申込の勧誘は、証券取引法第２条第３項第１号に掲げる場合に該

当する勧誘のうち投資信託及び投資法人に関する法律第２条第13項で定める公募により行なわれます。 

（当初の受益者） 

第４条  この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益証券取得申込者とし、

第５条により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

（受益権の分割および再分割） 

第５条  委託者は、第２条第１項による受益権については５億口に、追加信託によって生じた受益権につい

ては、これを追加信託のつど第６条第１項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

  ②  委託者は、受託者と協議の上、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第６条  追加信託金は、追加信託を行なう日の前営業日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数

を乗じた額とします。 

  ②  この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除く）を法令

および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除

した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいい

ます。 

（追加日時の異なる受益権の内容） 

第７条  この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

（受益証券の発行および種類） 

第８条  委託者は、第５条の規定により分割された受益権を表示する無記名式の受益証券を発行します。 

  ②  委託者が発行する受益証券は、１口の整数倍の口数を表示したものとすることができます。 

（受益証券の発行についての受託者の認証） 

第９条  委託者は、受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合する旨の受託

者の認証を受けなければなりません。 

  ②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行ない

ます。 

（受益証券の申込単位および価額） 

第10条  委託者は、第８条の規定により発行される受益証券の取得申込者に対し、受益証券の価額に取得申

込口数を乗じて得た金額について１万円以上１口単位をもって、当該受益証券の取得の申込に応ずる

ものとします。ただし、第40条第３項に規定する収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込

に限り、１口の整数倍をもって当該取得の申込に応ずることができます。 

  ②  委託者の指定する証券会社（証券取引法第２条第９項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に

関する法律第２条第２号に規定する外国証券会社を含みます。以下同じ。）および委託者の指定する

登録金融機関（証券取引法第65条の２第３項に規定する登録金融機関をいいます。以下同じ。）は、

第８条の規定により発行された受益証券を、別に定める日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約

款（以下「自動けいぞく投資約款」といいます。）にしたがって契約（以下「別に定める契約」とい
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います。）を結んだ取得申込者に対し、１口の整数倍をもって取得の申込に応ずることができるもの

とします。 

  ③  前２項の受益証券の価額は、次に定める日（以下「取得申込受付日」といいます。）の基準価額に、

手数料および当該手数料に係る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）に相当す

る金額を加算した価額とします。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる受益証券の価額

は１口につき１円とします。 

1.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が取得の申込を午後

２時（日本証券業協会諸規則に規定する半休日においては午前10時とします。以下本項におい

て同じ。）以前に受け付けた場合        ……… 取得申込日 

2.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が取得の申込を午後

２時を過ぎて受け付けた場合    ……… 取得申込日の翌営業日 

  ④  前項の手数料は、委託者、委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関がそれ

ぞれ独自に定めるものとします。 

  ⑤  第３項の規定にかかわらず、証券投資信託の受益証券を信託終了時まで保有した受益者（信託期間

を延長した証券投資信託（追加型証券投資信託にあっては、延長前の信託終了日（以下「当初の信託

終了日」といいます。）以降、収益分配金の再投資以外の追加信託を行なわないものをいいます。以

下本項において同じ。）にあっては、当初の信託終了日まで当該信託の受益証券を保有した受益者を

いいます。以下本項において同じ。）が、その償還金（信託期間を延長した証券投資信託にあっては、

当初の信託終了日以降における当該信託の受益証券の買取請求にかかる売却代金または一部解約金を

含みます。以下本項において同じ。）をもって、当該信託終了日（信託期間を延長した証券投資信託

にあっては、当初の信託終了日以降における当該信託の受益証券の買取約定日または一部解約請求日

を含みます。）の属する月の翌月の初日から起算して３ヵ月以内に、当該償還金の支払いを受けた委

託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関でこの信託にかかる受益証券

の取得申込をする場合の１口当りの受益証券の価額は、当該償還金額の範囲内（単位型証券投資信託

にあっては、当該償還金額とその元本額とのいずれか大きい額）で取得する口数について取得申込受

付日の基準価額とすることができます。 

     なお、委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関は、当該受益者に

対し、償還金の支払いを受けたことを証する書類の提示を求めることができます。 

  ⑥  第３項の規定にかかわらず、受益者が第40条第３項の規定または別に定める契約に基づいて収益分

配金を再投資する場合の受益証券の価額は、原則として、第34条に規定する各計算期間終了日の基準

価額とします。 

  ⑦  第３項の規定にかかわらず、自動けいぞく投資約款に規定するこの信託以外の信託の受益者が別に

定める契約に基づいて当該信託の受益証券の買取請求にかかる売却金または一部解約金の手取金をも

って委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関に対してこの信託の取得申込を

する場合の受益証券の価額および委託者の自らの募集に関して別に定める各信託（この信託を除きま

す。）の受益者が当該信託の受益証券の一部解約金の手取金をもって委託者に対してこの信託の取得

申込をする場合の受益証券の価額は、原則として、取得申込受付日の基準価額に、手数料および当該

手数料に係る消費税等に相当する金額を加算した価額とします。 

  ⑧  前項の手数料は、第４項で定める手数料とは別に、委託者、委託者の指定する証券会社および委託

者の指定する登録金融機関がそれぞれ独自に定めるものとします。 

  ⑨  第７項において委託者の自らの募集にかかる受益証券の受益者がその有する受益証券の全部につい

ての一部解約金の手取金をもってこの信託の取得申込をする場合には、委託者は、第１項の規定にか

かわらず、受益証券の価額に取得申込口数を乗じて得た金額について、3,000円以上１口単位をもって、

当該取得の申込に応ずるものとします。 

  ⑩  第３項、第５項および第７項の規定にかかわらず、この信託が行なう株価指数先物取引のうち主と

して取引を行なうものについて、次の各号のいずれかに該当する場合は、委託者、委託者の指定する

証券会社または委託者の指定する登録金融機関は、当該取得の申込を、委託者が追加信託（収益分配

金の再投資にかかる追加信託を除きます。以下本項において同じ。）を行なわない措置を解除した後

の最初の基準価額の計算日を取得申込受付日とする取得の申込とみなすものとします。 

1.委託者が、当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会（日本証券業協会諸規則に規定

する半休日においては、午前立会とします。以下本項において同じ。）が行なわれないことも

しくは停止されたことにより、その翌営業日の追加信託を行なわない措置を取ったとき 

2.委託者が、当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会終了時における当該先物取引の
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呼値が当該証券取引所が定める呼値の値幅の限度の値段とされる等やむを得ない事情が発生し

たことから、この信託の当該先物取引にかかる呼値の取引数量の全部もしくは一部についてそ

の取引が成立しないことにより、その翌営業日の追加信託を行なわない措置を取ったとき 

  ⑪  第３項および第５項の規定にかかわらず、別に定める各信託（この信託および日本トレンド・マネ

ーポートフォリオを除きます。以下本項において同じ。）について、委託者がその翌営業日の一部解

約の実行を停止したときは、委託者、委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機

関は、別に定める各信託の一部解約金の手取金をもってするこの信託の取得の申込を、別に定める各

信託について委託者が一部解約の実行の停止を解除した後のこの信託の最初の基準価額の計算日を取

得申込受付日とする取得の申込とみなします。 

  ⑫  追加型証券投資信託の受益証券を保有する者が、当該信託の信託終了日の１年前の日以降に開始す

る、委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が別に定める期間内に、

当該信託の受益証券の買取請求にかかる売却代金または一部解約金をもって、当該売却代金または一

部解約金の支払いを受けた委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関

でこの信託にかかる受益証券の取得申込をする場合の受益証券の価額は、取得申込受付日の基準価額

に、取得申込を行う委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が独自

に定める手数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を加算した価額とします。 

  ⑬  前各項の規定にかかわらず、委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止その他や

むを得ない事情があるときは、受益証券の取得申込の受付を中止することおよび既に受け付けた取得

申込の受付を取消すことができます。 

（受益証券の再交付） 

第11条  委託者は、受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって公示催告による除権判決の

謄本を添え、再交付を請求したときは、受益証券を再交付します。 

（毀損した場合等の再交付） 

第12条  委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、委託者の定める手続によって受益証券を添え

再交付を請求したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、前条の規

定を準用します。 

（受益証券の再交付の費用） 

第13条  委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができます。 

（投資の対象とする資産の種類） 

第13条の2 この信託において投資の対象とする資産の種類（投資信託及び投資法人に関する法律施行令第３条

各号で定める特定資産の種類をいいます。）は、次に掲げるものとします。 

1.有価証券 

2.有価証券指数等先物取引に係る権利 

3.有価証券オプション取引に係る権利 

4.外国市場証券先物取引に係る権利 

5.金銭債権 

6.約束手形 

7.金融先物取引等に係る権利 

8.金融デリバティブ取引に係る権利 

9.金銭、有価証券または金銭債権を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対

する投資として運用することを目的とするものに限ります。）の受益権 

  ②  この信託においては、前項各号に掲げる資産のほか、次に掲げる資産を投資の対象とします。 

1.為替手形 

（運用の指図範囲） 

第14条  委託者は、信託金を、主として次の有価証券（それぞれ証券取引法第２条において定めのあるもの

をいいます。）に投資することを指図します。ただし、私募により発行された有価証券（短期社債等

（社債等の振替に関する法律第66条第１号に規定する短期社債、同法第117条に規定する相互会社の社

債、同法第118条に規定する特定社債および同法第120条に規定する特別法人債をいいます。）を除き

ます。）に投資することを指図しません。 

1.株券または新株引受権証書 

2.国債証券 

3.地方債証券 

4.特別の法律により法人の発行する債券 
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5.社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

6.特定社債券 

7.コマーシャル・ペーパー 

8.新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）およ

び新株予約権証券 

9.外国または外国法人の発行する本邦通貨表示の証券で、第２号から第８号までの証券の性質を

有するもの 

10.オプションを表示する証券または証書 

11.預託証書 

12.貸付債権信託受益権 

     なお、第１号の証券または証書および第11号の証書のうち第１号の証券または証書の性質を有する

ものを以下「株式」といい、第２号から第６号までの証券ならびに第９号および第11号の証券または

証書のうち第２号から第６号までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といいます。 

  ②  前項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が

運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、次に掲げる金融商品により運用することの指図

ができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

（運用の基本方針） 

第15条  委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を行

ないます。 

（投資する株式等の範囲） 

第16条  委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証券取引所が開

設する市場に上場（証券取引所が開設する市場に準ずる市場等において取引されている場合を含みま

す。以下本条において同じ。）されている株式等の発行会社の発行するものとします。ただし、株主

割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、こ

の限りではありません。 

  ②  前項の規定にかかわらず、上場予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論見書等に

おいて上場されることが確認できるものについては、委託者が投資することを指図することができる

ものとします。 

（同一銘柄の株式への投資制限） 

第17条  委託者は、取得時において、信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額が、信託財産の純資産総

額の100分の10を超えることとなる投資の指図をしません。 

（信用取引の指図範囲） 

第18条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図を

することができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しまたは買い戻しにより

行なうことの指図をすることができるものとします。 

  ②  前項の信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行なうこ

とができるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

1.信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

2.株式分割により取得する株券 

3.有償増資により取得する株券 

4.売り出しにより取得する株券 

5.信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（商法第341条の３第１項第７号および

第８号の定めがある新株予約権付社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株

券 

6.信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権行使ならびに信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債の新株予約権（前号に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

（先物取引等の運用指図） 
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第19条  委託者は、わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証

券オプション取引ならびに外国の取引所におけるわが国の有価証券先物取引、有価証券指数等先物取

引および有価証券オプション取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。なお、選

択権取引は、オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。 

  ②  委託者は、わが国の取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引

所におけるわが国の金利に係るこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。 

（スワップ取引の運用指図） 

第20条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取り金利または異なっ

た受取り金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）

を行なうことの指図をすることができます。 

  ②  スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第３条に定める信託期間を

超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの

限りではありません。 

  ③  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算定した価額で評価する

ものとします。 

  ④  委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

（金利先渡取引の運用指図範囲） 

第21条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引を行なうことの指図

をすることができます。 

  ②  金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第３条に定める信託期間を超

えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限

りではありません。 

  ③  金利先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価する

ものとします。 

  ④  委託者は、金利先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

（投資する公社債の範囲） 

第22条  （削 除） 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第23条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の各号

の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1.株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価

合計額の50％を超えないものとします。 

2.公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する

公社債の額面金額の合計額の50％を超えないものとします。 

  ②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

  ③  委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行なうものとし

ます。 

（保管業務の委任） 

第24条  受託者は、委託者と協議の上、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、その業務を行な

うに充分な能力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを委任することができます。 

（有価証券の保管） 

第25条  受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し保管させるこ

とができます。 

（混蔵寄託） 

第26条  金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引

により取得した外国において発行されたコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または証券会社が

保管契約を締結した保管機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託することができるもの

とします。 

（一括登録） 

第27条  （削 除） 
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（信託財産の表示および記載の省略）  

第28条  信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほか、信託の表

示および記載をしません。 

（有価証券の売却等の指図） 

第29条  委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

（再投資の指図） 

第30条  委託者は、前条の規定による売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等

に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 

（資金の借入れ） 

第31条  委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、および再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用

は行なわないものとします。 

  ②  前項の資金借入額は、次の各号に掲げる要件を満たす範囲内の額とします。 

1.一部解約に伴う支払資金の手当てにあたっては、一部解約金の支払資金の手当のために行なっ

た有価証券または金融商品等の売却または解約等ならびに有価証券等の償還による受取りの確

定している資金の額の範囲内 

2.再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てにあたっては、収益分配金の再投資額の範囲内 

3.借入れ指図を行なう日における信託財産の純資産総額の10％以内 

  ③  一部解約に伴う支払資金の手当てのための借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する金融商品の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間としま

す。 

  ④  再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てのための借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁

される日からその翌営業日までとします。 

  ⑤  借入金の利息は信託財産中から支弁します。 

（損益の帰属） 

第32条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 

（受託者による資金の立替え） 

第33条  信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者

の申出があるときは、受託者は、資金の立替えをすることができます。 

  ②  信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の

配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託

者がこれを立替えて信託財産に繰り入れることができます。 

  ③  前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを

定めます。 

（信託の計算期間） 

第34条  この信託の計算期間は、毎年１月12日から翌年１月11日までとすることを原則とします。ただし、

第１計算期間は平成７年１月17日から平成８年１月11日までとします。 

  ②  前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいま

す。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が

開始されるものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、第３条に定める信託期間の終了日とし

ます。 

（信託財産に関する報告） 

第35条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に

提出します。 

  ②  受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託

者に提出します。 

（信託事務等の諸費用） 

第36条  信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受託者の立替えた立替金の利息、信託財

産の財務諸表の監査に要する費用ならびに当該費用に係る消費税等相当額（以下「諸経費」といいま
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す。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

（信託報酬等の額） 

第37条  委託者および受託者の信託報酬の総額は、第34条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純

資産総額に年10,000分の92の率を乗じて得た額とします。 

  ②  前項の信託報酬は、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合はその翌営業日

とします。）および毎計算期末、または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとし、委託者と

受託者との間の配分は別に定めます。 

  ③  第１項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁の時に信託財産中から支弁しま

す。 

（収益分配） 

第38条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

1.配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれ等に類する収益から支払利息を控除した

額（以下「配当等収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費

税等に相当する金額を控除した後、その残額を受益者に分配します。なお、次期以降の分配金

にあてるため、その一部を分配準備積立金として積み立てることができます。 

2.売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、諸経費、信託報

酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、そ

の全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の

分配にあてるため、分配準備積立金として積み立てることができます。 

  ②  毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

（追加信託金および一部解約金の計算処理） 

第39条  （削 除） 

（収益分配金の再投資等） 

第40条  委託者は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金（委託者の自らの募集にかか

る受益証券に帰属する収益分配金を除きます。）を委託者の指定する証券会社および委託者の指定す

る登録金融機関に交付します。 

  ②  委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関は、別に定める契約に基づき、受

益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとします。 

  ③  委託者は、自らの募集にかかる受益証券に帰属する収益分配金をこの信託の受益証券の取得申込金

として、各受益者ごとに当該収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとしま

す。 

  ④  第44条第３項により信託の一部解約が行なわれた場合に、当該受益証券に帰属する収益分配金があ

るときは、前２項の規定にかかわらず、毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から受

益者に支払います。 

  ⑤  収益分配金にかかる収益調整金は、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券の価額等に応じて

計算されるものとします。 

（受益証券の混蔵保管、記名式受益証券への変更ならびに受益証券の返還請求の取扱い） 

第40条の2 保護預りを行なう会社（以下「保護預り会社」といい、この信託においては日興シティ信託銀行株

式会社とします。）は、保護預り会社と受益証券取得申込者との間に結ばれた保護預り契約に基づい

て、委託者の自らの募集にかかる受益証券を大券をもって混蔵保管するものとします。 

  ②  委託者は、別に定める契約または前項の規定に基づいて保管される受益証券については、受益者の

請求に基づく記名式の受益証券への変更を行ないません。 

  ③  保護預り会社、委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関は、受益者から自

己の有する受益証券について返還請求があった場合には、当該受益者から第44条に規定する信託契約

の一部解約の実行の請求があったものとします。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責） 

第41条  受託者は、収益分配金については、第40条第１項に規定する交付開始前に、償還金（信託終了時に

おける信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。）については第42条第

１項に規定する支払開始日の前日までに、一部解約金については第42条第２項に規定する支払日まで

に、その全額を委託者に交付します。 

  ②  受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金、償還金および一部解約金を交付した後は、受益

者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

（償還金および一部解約金等の支払い） 
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第42条  償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から受益証券と引換えに受益者に支払い

ます。 

  ②  一部解約金は、次に定める日（以下「解約請求受付日」といいます。）から起算して、原則として

４営業日目から受益者に支払います。 

1.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が受益者の請求を午

後２時（日本証券業協会諸規則に規定する半休日においては午前10時とします。以下本項にお

いて同じ。）以前に受け付けた場合     ……… 当該請求日 

2.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が受益者の請求を午

後２時を過ぎて受け付けた場合    ……… 当該請求日の翌営業日 

  ③  前２項に規定する償還金および一部解約金の支払いは、委託者の指定する証券会社および委託者の

指定する登録金融機関の営業所等において行なうものとします。ただし、委託者の自らの募集にかか

る受益証券に帰属する償還金および一部解約金の支払いは、委託者において行なうものとします。 

  ④  第44条第３項に規定する信託の一部解約にかかる受益証券に帰属する収益分配金は、原則として、

毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から委託者の指定する証券会社および委託者の

指定する登録金融機関の営業所等において受益者に支払います。ただし、信託の一部解約にかかる受

益証券が委託者の自らの募集にかかる受益証券である場合には、当該受益証券に帰属する収益分配金

は、委託者において支払います。 

  ⑤  償還金および一部解約金にかかる収益調整金は、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券の価

額等に応じて計算されるものとします。 

（償還金の時効） 

第43条  受益者が、信託終了による償還金については前条第１項に規定する支払開始日から10年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属し

ます。 

（一部解約） 

第44条  受益者は、自己の有する受益証券につき、委託者に１口単位をもって一部解約の実行を請求するこ

とができます。 

  ②  受益者が前項の一部解約の実行の請求をするときは、委託者、委託者の指定する証券会社または委

託者の指定する登録金融機関に対し、受益証券をもって行なうものとします。 

  ③  委託者は、第１項の一部解約の実行の請求を受け付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。 

  ④  前項の一部解約の価額は、解約請求受付日の基準価額から当該基準価額に１％の率を乗じて得た額

を信託財産留保額として控除した価額とします。 

  ⑤  第３項の規定にかかわらず、この信託が行なう株価指数先物取引のうち主として取引を行なうもの

について、次の各号に該当する場合は、委託者は、この信託契約の一部解約の実行を停止することが

できます。 

1.当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会（日本証券業協会諸規則に規定する半休日

においては、午前立会とします。以下本項において同じ。）が行なわれないときもしくは停止

されたとき 

2.当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会終了時における当該先物取引の呼値が当該

証券取引所が定める呼値の値幅の限度の値段とされる等やむを得ない事情が発生したことから、

この信託の当該先物取引にかかる呼値の取引数量の全部もしくは一部についてその取引が成立

しないとき 

  ⑥  前項によりこの信託契約の一部解約の実行が停止された場合には、受益者は当該一部解約の実行停

止当日を解約請求受付日とする一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解

約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益証券の一部解約の価額は、当該一部解約の実行停止

を解除した後の最初の基準価額の計算日を一部解約の実行の請求受付日として第４項の規定に準じて

算定した価額とします。 

  ⑦  第３項の規定にかかわらず、別に定める各信託（この信託および日本トレンド・マネーポートフォ

リオを除きます。以下本項において同じ。）について、委託者がその翌営業日の追加信託を行なわな

い措置を取ったときは、委託者は、この信託契約の一部解約金の手取金をもってする別に定める各信

託の取得申込にかかる一部解約の実行を停止することができます。当該一部解約の実行が停止された

ときは、受益者は当該一部解約の実行停止当日を解約請求受付日とする一部解約の実行の請求を撤回

できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、前項の規定にかかわ
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らず、当該受益証券の一部解約の価額は、別に定める各信託について委託者が追加信託を行なわない

措置を解除した後のこの信託の最初の基準価額の計算日を一部解約の実行の請求受付日として第４項

の規定に準じて算定した価額とします。 

  ⑧  委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、

第１項による一部解約の実行の請求の受付を中止することおよび既に受け付けた一部解約の実行の請

求の受付を取消すことができます。 

  ⑨  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日を解約

請求受付日とする一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請

求を撤回しない場合には、当該受益証券の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基

準価額の計算日を一部解約の実行の請求受付日として第４項の規定に準じて算定した価額とします。 

  ⑩  委託者は、信託契約の一部を解約することにより、受益権の口数が10億口を下ることとなった場合、

もしくは委託者の自らの募集に関して別に定める各信託（この信託を含みます。）または自動けいぞ

く投資約款に規定する各信託（この信託を含みます。）の受益権の口数を合計した口数が20億口を下

ることとなった場合には、第45条の規定に従ってこの信託契約を解約し、信託を終了させることがで

きます。 

（信託契約の解約） 

第45条  委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める

とき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意の上、この信託契約を解約し、信託

を終了させることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監

督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の規定に基づいてこの信託契約を解約する場合は、あらかじめ、解約しようとする

旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を

行ないません。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べる

べき旨を付記するものとします。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えると

きは、第１項の信託契約の解約を行ないません。 

  ⑤  委託者は、この信託契約の解約を行なわないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公

告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を

行ないません。 

  ⑥  前３項の規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、第

３項の一定の期間が一月を下らずにその公告および書面の交付を行うことが困難な場合には適用しな

いものとします。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第46条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契

約を解約し信託を終了させます。 

  ②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第50条の規定にし

たがうものとします。 

（委託者の認可取消等に伴う取扱い） 

第47条  委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託

者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

  ②  前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者

に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第50条第４項に該当する場合を除き、当該投資信託委

託業者と受託者との間において存続します。 

（委託者の営業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第48条  委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業

を譲渡することがあります。 

  ②  委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約

に関する営業を承継させることがあります。 

（受託者の辞任に伴う取扱い） 

第49条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委託者は、第50
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条の規定にしたがい新受託者を選任します。 

  ②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

（信託約款の変更） 

第50条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託

者と合意の上、この信託約款を変更することができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、

変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとす

る旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる

受益者に対して交付します。ただし、この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したとき

は、原則として、公告を行ないません。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べる

べき旨を付記するものとします。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えると

きは、第１項の信託約款の変更を行ないません。 

  ⑤  委託者は、前項の規定により信託約款の変更を行なわないこととしたときは、変更しない旨および

その理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる受益者に対

して交付します。ただし、この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則と

して、公告を行ないません。 

（反対者の買取請求権） 

第50条の2 第45条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行なう場合において、第

45条第３項または前条第３項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、

自己の有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

（信託期間の延長） 

第51条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受益者に有利であると認めたときは、受託者と協

議の上、信託期間を延長することができます。 

（公告） 

第52条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第53条  この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 
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附  則 

 

第１条  変更後の第10条の各規定は、平成12年４月３日以降の取得申込について適用します。ただし、第12

項の規定は平成12年11月１日以降の取得申込受付分について適用します。 

第２条  この約款において、「日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」とは、この信託について受

益証券取得申込者と委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関が締結する「日

本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」と別の名称で同様の権利義務関係を規定する契約を含

むものとします。この場合、「日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」は当該別の名称に読

み替えるものとします。 

第３条  変更後の第36条の規定は、平成11年７月１日より適用します。 

第４条  変更後の第６条第１項の規定は、平成12年４月４日以降行なわれる追加信託について適用するもの

とします。 

  ②  変更後の第６条第２項の規定は、平成11年９月28日以降の純資産総額の計算に適用するものとしま

す。 

第５条  変更後の第37条第１項の規定は、平成11年12月１日以降計上される信託報酬より適用します。 

  ②  変更後の第37条第３項の規定は、平成９年４月１日以降計上される信託報酬より適用します。 

第６条  第40条第５項および第42条第５項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第27条の規定によ

るものとし、受益者ごとの信託時の受益証券の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託の

つど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。また、同条同項に規定

する「受益者ごとの信託時の受益証券の価額等」とは、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券

の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとしま

す。なお、平成12年３月31日以前の取得申込にかかる受益権の信託時の受益証券の価額は、委託者が

計算する平成12年３月31日の平均信託金（信託金総額を受益権総口数で除して得た額）とみなすもの

とします。 

 

 

 

 平成７年１月17日 

 

 

 

 東京都千代田区有楽町一丁目１番３号

委託者 日興アセットマネジメント株式会社

 

 

 大阪市中央区北浜４丁目５番33号

受託者 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社
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(1)委託者が自らの募集に関して別に定める各信託 

 

  約款第10条第７項および第44条第10項の「委託者の自らの募集に関して別に定める各信託」とは次のも

のをいいます。 

 

追加型証券投資信託 ハイパー・ウェイブ 

追加型証券投資信託 リバース・トレンド・オープン 

追加型証券投資信託 日本トレンド・マネーポートフォリオ 

 

 

(2)別に定める各信託 

 

  約款第10条第11項および第44条第７項の「別に定める各信託」とは次のものをいいます。 

 

追加型証券投資信託 ハイパー・ウェイブ 

追加型証券投資信託 リバース・トレンド・オープン 

追加型証券投資信託 日本トレンド・マネーポートフォリオ 
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＜追加型証券投資信託 リバース・トレンド・オープン＞ 

 

運 用 の 基 本 方 針 

 

 

約款第15条の規定に基づき、委託者が別に定める運用の基本方針は次のものとします。 

 

基 本 方 針 

この投資信託は、有価証券を組入れつつ株価指数先物取引を積極的に活用し、株式市場全体の値動きと反

対の収益の変動をめざした運用を行ないます。 

 

運 用 方 法 

(1)投資対象 

短期公社債を主要投資対象とします。なお、わが国の証券取引所上場株式に投資することができます。 

(2)投資態度 

信託財産の50％以上短期公社債を組入れます。株式市場全体の値動きの概ね反対の投資成果をめざすため、

原則として株価指数先物取引の売建額が純資産総額に対してほぼ同額になるように調整を行ないます。 

設定・解約がある場合、設定金額と解約金額の差額分に対して、既存受益者と新規受益者の公平性を維持

するために、原則として、当日中に株価指数先物取引を売建てもしくは買戻しするものとします。 

 

運 用 制 限 

(1)株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合には制限を設けません。 

(2)同一銘柄の株式への投資は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

 

収益分配方針 

毎決算時に、原則として次の通り収益分配を行なう方針です 

①分配対象額の範囲 

経費控除後の利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

②分配対象額についての分配方針 

利子・配当収入は原則として全額を分配します。売買益からの分配金額は投信会社が基準価額水準、市

況動向等を勘案して決定します。なお、収益分配金額は１万口当り10円以上10円単位とします。ただし、

分配対象額が１万口当り10円未満の場合には分配を行ないません。 

③留保益の運用方針 

収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、運用の基本方針に基づき運用を行ないます。 
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追加型証券投資信託 リバース・トレンド・オープン 約款 

 

（信託の種類、委託者および受託者） 

第１条  この信託は証券投資信託であり、日興アセットマネジメント株式会社を委託者とし、三菱信託銀行

を受託者とします。 

（信託事務の委託） 

第１条の2 受託者は、信託法第26条第１項に基づく信託事務の委任として、この信託に関する信託事務の処理

の一部について、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の規定による信託業務の兼

営の認可を受けた一の金融機関と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

（信託の目的、金額および追加信託の限度額） 

第２条  委託者は、金10億円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者は、これを引き受けます。 

  ②  委託者は、受託者と合意の上、金1,000億円を限度として信託金を追加できるものとし、追加信託を

行なったときは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付します。 

  ③  委託者は、受託者と合意の上、前項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 

第３条  この信託の期間は、信託契約締結日から平成22年１月12日までとします。 

（受益証券の取得申込の勧誘の種類） 

第３条の2 この信託にかかる受益証券の取得申込の勧誘は、証券取引法第２条第３項第１号に掲げる場合に該

当する勧誘のうち投資信託及び投資法人に関する法律第２条第13項で定める公募により行なわれます。 

（当初の受益者） 

第４条  この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益証券取得申込者とし、

第５条により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

（受益権の分割および再分割） 

第５条  委託者は、第２条第１項による受益権については10億口に、追加信託によって生じた受益権につい

ては、これを追加信託のつど第６条第１項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

  ②  委託者は、受託者と協議の上、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第６条  追加信託金は、追加信託を行なう日の前営業日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数

を乗じた額とします。 

  ②  この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除く）を法令

および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除

した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいい

ます。 

（追加日時の異なる受益権の内容） 

第７条  この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

（受益証券の発行および種類） 

第８条  委託者は、第５条の規定により分割された受益権を表示する無記名式の受益証券を発行します。 

  ②  委託者が発行する受益証券は、１口の整数倍の口数を表示したものとすることができます。 

（受益証券の発行についての受託者の認証） 

第９条  委託者は、受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合する旨の受託

者の認証を受けなければなりません。 

  ②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行ない

ます。 

（受益証券の申込単位および価額） 

第10条  委託者は、第８条の規定により発行される受益証券の取得申込者に対し、受益証券の価額に取得申

込口数を乗じて得た金額について１万円以上１口単位をもって、当該受益証券の取得の申込に応ずる

ものとします。ただし、第40条第３項に規定する収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込

に限り、１口の整数倍をもって当該取得の申込に応ずることができます。 

  ②  委託者の指定する証券会社（証券取引法第２条第９項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に

関する法律第２条第２号に規定する外国証券会社を含みます。以下同じ。）および委託者の指定する

登録金融機関（証券取引法第65条の２第３項に規定する登録金融機関をいいます。以下同じ。）は、

第８条の規定により発行された受益証券を、別に定める日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約

款（以下「自動けいぞく投資約款」といいます。）にしたがって契約（以下「別に定める契約」とい
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います。）を結んだ取得申込者に対し、１口の整数倍をもって取得の申込に応ずることができるもの

とします。 

  ③  前２項の受益証券の価額は、次に定める日（以下「取得申込受付日」といいます。）の基準価額に、

手数料および当該手数料に係る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）に相当す

る金額を加算した価額とします。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる受益証券の価額

は１口につき１円とします。 

1.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が取得の申込を午後

２時（日本証券業協会諸規則に規定する半休日においては午前10時とします。以下本項におい

て同じ。）以前に受け付けた場合        ……… 取得申込日 

2.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が取得の申込を午後

２時を過ぎて受け付けた場合    ……… 取得申込日の翌営業日 

  ④  前項の手数料は、委託者、委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関がそれ

ぞれ独自に定めるものとします。 

  ⑤  第３項の規定にかかわらず、証券投資信託の受益証券を信託終了時まで保有した受益者（信託期間

を延長した証券投資信託（追加型証券投資信託にあっては、延長前の信託終了日（以下「当初の信託

終了日」といいます。）以降、収益分配金の再投資以外の追加信託を行なわないものをいいます。以

下本項において同じ。）にあっては、当初の信託終了日まで当該信託の受益証券を保有した受益者を

いいます。以下本項において同じ。）が、その償還金（信託期間を延長した証券投資信託にあっては、

当初の信託終了日以降における当該信託の受益証券の買取請求にかかる売却代金または一部解約金を

含みます。以下本項において同じ。）をもって、当該信託終了日（信託期間を延長した証券投資信託

にあっては、当初の信託終了日以降における当該信託の受益証券の買取約定日または一部解約請求日

を含みます。）の属する月の翌月の初日から起算して３ヵ月以内に、当該償還金の支払いを受けた委

託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関でこの信託にかかる受益証券

の取得申込をする場合の１口当りの受益証券の価額は、当該償還金額の範囲内（単位型証券投資信託

にあっては、当該償還金額とその元本額とのいずれか大きい額）で取得する口数について取得申込受

付日の基準価額とすることができます。 

     なお、委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関は、当該受益者に

対し、償還金の支払いを受けたことを証する書類の提示を求めることができます。 

  ⑥  第３項の規定にかかわらず、受益者が第40条第３項の規定または別に定める契約に基づいて収益分

配金を再投資する場合の受益証券の価額は、原則として、第34条に規定する各計算期間終了日の基準

価額とします。 

  ⑦  第３項の規定にかかわらず、自動けいぞく投資約款に規定するこの信託以外の信託の受益者が別に

定める契約に基づいて当該信託の受益証券の買取請求にかかる売却金または一部解約金の手取金をも

って委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関に対してこの信託の取得申込を

する場合の受益証券の価額および委託者の自らの募集に関して別に定める各信託（この信託を除きま

す。）の受益者が当該信託の受益証券の一部解約金の手取金をもって委託者に対してこの信託の取得

申込をする場合の受益証券の価額は、原則として、取得申込受付日の基準価額に、手数料および当該

手数料に係る消費税等に相当する金額を加算した価額とします。 

  ⑧  前項の手数料は、第４項で定める手数料とは別に、委託者、委託者の指定する証券会社および委託

者の指定する登録金融機関がそれぞれ独自に定めるものとします。 

  ⑨  第７項において委託者の自らの募集にかかる受益証券の受益者がその有する受益証券の全部につい

ての一部解約金の手取金をもってこの信託の取得申込をする場合には、委託者は、第１項の規定にか

かわらず、受益証券の価額に取得申込口数を乗じて得た金額について、3,000円以上１口単位をもって、

当該取得の申込に応ずるものとします。 

  ⑩  第３項、第５項および第７項の規定にかかわらず、この信託が行なう株価指数先物取引のうち主と

して取引を行なうものについて、次の各号のいずれかに該当する場合は、委託者、委託者の指定する

証券会社または委託者の指定する登録金融機関は、当該取得の申込を、委託者が追加信託（収益分配

金の再投資にかかる追加信託を除きます。以下本項において同じ。）を行なわない措置を解除した後

の最初の基準価額の計算日を取得申込受付日とする取得の申込とみなすものとします。 

1.委託者が、当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会（日本証券業協会諸規則に規定

する半休日においては、午前立会とします。以下本項において同じ。）が行なわれないことも

しくは停止されたことにより、その翌営業日の追加信託を行なわない措置を取ったとき 

2.委託者が、当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会終了時における当該先物取引の
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呼値が当該証券取引所が定める呼値の値幅の限度の値段とされる等やむを得ない事情が発生し

たことから、この信託の当該先物取引にかかる呼値の取引数量の全部もしくは一部についてそ

の取引が成立しないことにより、その翌営業日の追加信託を行なわない措置を取ったとき 

  ⑪  第３項および第５項の規定にかかわらず、別に定める各信託（この信託および日本トレンド・マネ

ーポートフォリオを除きます。以下本項において同じ。）について、委託者がその翌営業日の一部解

約の実行を停止したときは、委託者、委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機

関は、別に定める各信託の一部解約金の手取金をもってするこの信託の取得の申込を、別に定める各

信託について委託者が一部解約の実行の停止を解除した後のこの信託の最初の基準価額の計算日を取

得申込受付日とする取得の申込とみなします。 

  ⑫  追加型証券投資信託の受益証券を保有する者が、当該信託の信託終了日の１年前の日以降に開始す

る、委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が別に定める期間内に、

当該信託の受益証券の買取請求にかかる売却代金または一部解約金をもって、当該売却代金または一

部解約金の支払いを受けた委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関

でこの信託にかかる受益証券の取得申込をする場合の受益証券の価額は、取得申込受付日の基準価額

に、取得申込を行う委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が独自

に定める手数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を加算した価額とします。 

  ⑬  前各項の規定にかかわらず、委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止その他や

むを得ない事情があるときは、受益証券の取得申込の受付を中止することおよび既に受け付けた取得

申込の受付を取消すことができます。 

（受益証券の再交付） 

第11条  委託者は、受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって公示催告による除権判決の

謄本を添え、再交付を請求したときは、受益証券を再交付します。 

（毀損した場合等の再交付） 

第12条  委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、委託者の定める手続によって受益証券を添え

再交付を請求したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、前条の規

定を準用します。 

（受益証券の再交付の費用） 

第13条  委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができます。 

（投資の対象とする資産の種類） 

第13条の2 この信託において投資の対象とする資産の種類（投資信託及び投資法人に関する法律施行令第３条

各号で定める特定資産の種類をいいます。）は、次に掲げるものとします。 

1.有価証券 

2.有価証券指数等先物取引に係る権利 

3.有価証券オプション取引に係る権利 

4.外国市場証券先物取引に係る権利 

5.金銭債権 

6.約束手形 

7.金融先物取引等に係る権利 

8.金融デリバティブ取引に係る権利 

9.金銭、有価証券または金銭債権を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対

する投資として運用することを目的とするものに限ります。）の受益権 

  ②  この信託においては、前項各号に掲げる資産のほか、次に掲げる資産を投資の対象とします。 

1.為替手形 

（運用の指図範囲） 

第14条  委託者は、信託金を、主として次の有価証券（それぞれ証券取引法第２条において定めのあるもの

をいいます。）に投資することを指図します。ただし、私募により発行された有価証券（短期社債等

（社債等の振替に関する法律第66条第１号に規定する短期社債、同法第117条に規定する相互会社の社

債、同法第118条に規定する特定社債および同法第120条に規定する特別法人債をいいます。）を除き

ます。）に投資することを指図しません。 

1.株券または新株引受権証書 

2.国債証券 

3.地方債証券 

4.特別の法律により法人の発行する債券 
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5.社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

6.特定社債券 

7.コマーシャル・ペーパー 

8.新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）およ

び新株予約権証券 

9.外国または外国法人の発行する本邦通貨表示の証券で、第２号から第８号までの証券の性質を

有するもの 

10.オプションを表示する証券または証書 

11.預託証書 

12.貸付債権信託受益権 

     なお、第１号の証券または証書および第11号の証書のうち第１号の証券または証書の性質を有する

ものを以下「株式」といい、第２号から第６号までの証券ならびに第９号および第11号の証券または

証書のうち第２号から第６号までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といいます。 

  ②  前項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が

運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、次に掲げる金融商品により運用することの指図

ができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

（運用の基本方針） 

第15条  委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を行

ないます。 

（投資する株式等の範囲） 

第16条  委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証券取引所が開

設する市場に上場（証券取引所が開設する市場に準ずる市場等において取引されている場合を含みま

す。以下本条において同じ。）されている株式等の発行会社の発行するものとします。ただし、株主

割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、こ

の限りではありません。 

  ②  前項の規定にかかわらず、上場予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論見書等に

おいて上場されることが確認できるものについては、委託者が投資することを指図することができる

ものとします。 

（同一銘柄の株式への投資制限） 

第17条  委託者は、取得時において、信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額が、信託財産の純資産総

額の100分の10を超えることとなる投資の指図をしません。 

（信用取引の指図範囲） 

第18条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図を

することができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しまたは買い戻しにより

行なうことの指図をすることができるものとします。 

  ②  前項の信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行なうこ

とができるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

1.信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

2.株式分割により取得する株券 

3.有償増資により取得する株券 

4.売り出しにより取得する株券 

5.信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（商法第341条の３第１項第７号および

第８号の定めがある新株予約権付社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株

券 

6.信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権行使ならびに信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債の新株予約権（前号に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 
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（先物取引等の運用指図） 

第19条  委託者は、わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証

券オプション取引ならびに外国の取引所におけるわが国の有価証券先物取引、有価証券指数等先物取

引および有価証券オプション取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。なお、選

択権取引は、オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。 

  ②  委託者は、わが国の取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引

所におけるわが国の金利に係るこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。 

（スワップ取引の運用指図） 

第20条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取り金利または異なっ

た受取り金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）

を行なうことの指図をすることができます。 

  ②  スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第３条に定める信託期間を

超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの

限りではありません。 

  ③  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算定した価額で評価する

ものとします。 

  ④  委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

（金利先渡取引の運用指図範囲） 

第21条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引を行なうことの指図

をすることができます。 

  ②  金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第３条に定める信託期間を超

えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限

りではありません。 

  ③  金利先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価する

ものとします。 

  ④  委託者は、金利先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

（投資する公社債の範囲） 

第22条  （削 除） 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第23条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の各号

の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1.株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価

合計額の50％を超えないものとします。 

2.公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する

公社債の額面金額の合計額の50％を超えないものとします。 

  ②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

  ③  委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行なうものとし

ます。 

（保管業務の委任） 

第24条  受託者は、委託者と協議の上、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、その業務を行な

うに充分な能力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを委任することができます。 

（有価証券の保管） 

第25条  受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し保管させるこ

とができます。 

（混蔵寄託） 

第26条  金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引

により取得した外国において発行されたコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または証券会社が

保管契約を締結した保管機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託することができるもの

とします。 
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（一括登録） 

第27条  （削 除） 

（信託財産の表示および記載の省略） 

第28条  信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほか、信託の表

示および記載をしません。 

（有価証券の売却等の指図） 

第29条  委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

（再投資の指図） 

第30条  委託者は、前条の規定による売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等

に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 

（資金の借入れ） 

第31条  委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、および再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用

は行なわないものとします。 

  ②  前項の資金借入額は、次の各号に掲げる要件を満たす範囲内の額とします。 

1.一部解約に伴う支払資金の手当てにあたっては、一部解約金の支払資金の手当のために行なっ

た有価証券または金融商品等の売却または解約等ならびに有価証券等の償還による受取りの確

定している資金の額の範囲内 

2.再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てにあたっては、収益分配金の再投資額の範囲内 

3.借入れ指図を行なう日における信託財産の純資産総額の10％以内 

  ③  一部解約に伴う支払資金の手当てのための借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する金融商品の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間としま

す。 

  ④  再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てのための借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁

される日からその翌営業日までとします。 

  ⑤  借入金の利息は信託財産中から支弁します。 

（損益の帰属） 

第32条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 

（受託者による資金の立替え） 

第33条  信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者

の申出があるときは、受託者は、資金の立替えをすることができます。 

  ②  信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の

配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託

者がこれを立替えて信託財産に繰り入れることができます。 

  ③  前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを

定めます。 

（信託の計算期間） 

第34条  この信託の計算期間は、毎年１月12日から翌年１月11日までとすることを原則とします。ただし、

第１計算期間は平成７年１月17日から平成８年１月11日までとします。 

  ②  前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいま

す。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が

開始されるものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、第３条に定める信託期間の終了日とし

ます。 

（信託財産に関する報告） 

第35条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に

提出します。 

  ②  受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託

者に提出します。 
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（信託事務等の諸費用） 

第36条  信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受託者の立替えた立替金の利息、信託財

産の財務諸表の監査に要する費用ならびに当該費用に係る消費税等相当額（以下「諸経費」といいま

す。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

（信託報酬等の額） 

第37条  委託者および受託者の信託報酬の総額は、第34条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純

資産総額に年10,000分の92の率を乗じて得た額とします。 

  ②  前項の信託報酬は、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合はその翌営業日

とします。）および毎計算期末、または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとし、委託者と

受託者との間の配分は別に定めます。 

  ③  第１項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁の時に信託財産中から支弁しま

す。 

（収益分配） 

第38条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

1.配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれ等に類する収益から支払利息を控除した

額（以下「配当等収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費

税等に相当する金額を控除した後、その残額を受益者に分配します。なお、次期以降の分配金

にあてるため、その一部を分配準備積立金として積み立てることができます。 

2.売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、諸経費、信託報

酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、そ

の全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の

分配にあてるため、分配準備積立金として積み立てることができます。 

  ②  毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

（追加信託金および一部解約金の計算処理） 

第39条  （削 除） 

（収益分配金の再投資等） 

第40条  委託者は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金（委託者の自らの募集にかか

る受益証券に帰属する収益分配金を除きます。）を委託者の指定する証券会社および委託者の指定す

る登録金融機関に交付します。 

  ②  委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関は、別に定める契約に基づき、受

益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとします。 

  ③  委託者は、自らの募集にかかる受益証券に帰属する収益分配金をこの信託の受益証券の取得申込金

として、各受益者ごとに当該収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとしま

す。 

  ④  第44条第３項により信託の一部解約が行なわれた場合に、当該受益証券に帰属する収益分配金があ

るときは、前２項の規定にかかわらず、毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から受

益者に支払います。 

  ⑤  収益分配金にかかる収益調整金は、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券の価額等に応じて

計算されるものとします。 

（受益証券の混蔵保管、記名式受益証券への変更ならびに受益証券の返還請求の取扱い） 

第40条の2 保護預りを行なう会社（以下「保護預り会社」といい、この信託においては日興シティ信託銀行株

式会社とします。）は、保護預り会社と受益証券取得申込者との間に結ばれた保護預り契約に基づい

て、委託者の自らの募集にかかる受益証券を大券をもって混蔵保管するものとします。 

  ②  委託者は、別に定める契約または前項の規定に基づいて保管される受益証券については、受益者の

請求に基づく記名式の受益証券への変更を行ないません。 

  ③  保護預り会社、委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関は、受益者から自

己の有する受益証券について返還請求があった場合には、当該受益者から第44条に規定する信託契約

の一部解約の実行の請求があったものとします。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責） 

第41条  受託者は、収益分配金については、第40条第１項に規定する交付開始前に、償還金（信託終了時に

おける信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。）については第42条第

１項に規定する支払開始日の前日までに、一部解約金については第42条第２項に規定する支払日まで

に、その全額を委託者に交付します。 
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  ②  受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金、償還金および一部解約金を交付した後は、受益

者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

（償還金および一部解約金等の支払い） 

第42条  償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から受益証券と引換えに受益者に支払い

ます。 

  ②  一部解約金は、次に定める日（以下「解約請求受付日」といいます。）から起算して、原則として

４営業日目から受益者に支払います。 

1.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が受益者の請求を午

後２時（日本証券業協会諸規則に規定する半休日においては午前10時とします。以下本項にお

いて同じ。）以前に受け付けた場合     ……… 当該請求日 

2.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が受益者の請求を午

後２時を過ぎて受け付けた場合    ……… 当該請求日の翌営業日 

  ③  前２項に規定する償還金および一部解約金の支払いは、委託者の指定する証券会社および委託者の

指定する登録金融機関の営業所等において行なうものとします。ただし、委託者の自らの募集にかか

る受益証券に帰属する償還金および一部解約金の支払いは、委託者において行なうものとします。 

  ④  第44条第３項に規定する信託の一部解約にかかる受益証券に帰属する収益分配金は、原則として、

毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から委託者の指定する証券会社および委託者の

指定する登録金融機関の営業所等において受益者に支払います。ただし、信託の一部解約にかかる受

益証券が委託者の自らの募集にかかる受益証券である場合には、当該受益証券に帰属する収益分配金

は、委託者において支払います。 

  ⑤  償還金および一部解約金にかかる収益調整金は、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券の価

額等に応じて計算されるものとします。 

（償還金の時効） 

第43条  受益者が、信託終了による償還金については前条第１項に規定する支払開始日から10年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属し

ます。 

（一部解約） 

第44条  受益者は、自己の有する受益証券につき、委託者に１口単位をもって一部解約の実行を請求するこ

とができます。 

  ②  受益者が前項の一部解約の実行の請求をするときは、委託者、委託者の指定する証券会社または委

託者の指定する登録金融機関に対し、受益証券をもって行なうものとします。 

  ③  委託者は、第１項の一部解約の実行の請求を受け付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。 

  ④  前項の一部解約の価額は、解約請求受付日の基準価額から当該基準価額に１％の率を乗じて得た額

を信託財産留保額として控除した価額とします。 

  ⑤  第３項の規定にかかわらず、この信託が行なう株価指数先物取引のうち主として取引を行なうもの

について、次の各号に該当する場合は、委託者は、この信託契約の一部解約の実行を停止することが

できます。 

1.当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会（日本証券業協会諸規則に規定する半休日

においては、午前立会とします。以下本項において同じ。）が行なわれないときもしくは停止

されたとき 

2.当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会終了時における当該先物取引の呼値が当該

証券取引所が定める呼値の値幅の限度の値段とされる等やむを得ない事情が発生したことから、

この信託の当該先物取引にかかる呼値の取引数量の全部もしくは一部についてその取引が成立

しないとき 

  ⑥  前項によりこの信託契約の一部解約の実行が停止された場合には、受益者は当該一部解約の実行停

止当日を解約請求受付日とする一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解

約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益証券の一部解約の価額は、当該一部解約の実行停止

を解除した後の最初の基準価額の計算日を一部解約の実行の請求受付日として第４項の規定に準じて

算定した価額とします。 

  ⑦  第３項の規定にかかわらず、別に定める各信託（この信託および日本トレンド・マネーポートフォ

リオを除きます。以下本項において同じ。）について、委託者がその翌営業日の追加信託を行なわな

い措置を取ったときは、委託者は、この信託契約の一部解約金の手取金をもってする別に定める各信
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託の取得申込にかかる一部解約の実行を停止することができます。当該一部解約の実行が停止された

ときは、受益者は当該一部解約の実行停止当日を解約請求受付日とする一部解約の実行の請求を撤回

できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、前項の規定にかかわ

らず、当該受益証券の一部解約の価額は、別に定める各信託について委託者が追加信託を行なわない

措置を解除した後のこの信託の最初の基準価額の計算日を一部解約の実行の請求受付日として第４項

の規定に準じて算定した価額とします。 

  ⑧  委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、

第１項による一部解約の実行の請求の受付を中止することおよび既に受け付けた一部解約の実行の請

求の受付を取消すことができます。 

  ⑨  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日を解約

請求受付日とする一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請

求を撤回しない場合には、当該受益証券の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基

準価額の計算日を一部解約の実行の請求受付日として第４項の規定に準じて算定した価額とします。 

  ⑩  委託者は、信託契約の一部を解約することにより、受益権の口数が10億口を下ることとなった場合、

もしくは委託者の自らの募集に関して別に定める各信託（この信託を含みます。）または自動けいぞ

く投資約款に規定する各信託（この信託を含みます。）の受益権の口数を合計した口数が20億口を下

ることとなった場合には、第45条の規定に従ってこの信託契約を解約し、信託を終了させることがで

きます。 

（信託契約の解約） 

第45条  委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める

とき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意の上、この信託契約を解約し、信託

を終了させることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監

督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の規定に基づいてこの信託契約を解約する場合は、あらかじめ、解約しようとする

旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を

行ないません。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べる

べき旨を付記するものとします。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えると

きは、第１項の信託契約の解約を行ないません。 

  ⑤  委託者は、この信託契約の解約を行なわないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公

告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を

行ないません。 

  ⑥  前３項の規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、第

３項の一定の期間が一月を下らずにその公告および書面の交付を行うことが困難な場合には適用しな

いものとします。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第46条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契

約を解約し信託を終了させます。 

  ②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第50条の規定にし

たがうものとします。 

（委託者の認可取消等に伴う取扱い） 

第47条  委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託

者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

  ②  前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者

に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第50条第４項に該当する場合を除き、当該投資信託委

託業者と受託者との間において存続します。 

（委託者の営業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第48条  委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業

を譲渡することがあります。 

  ②  委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約
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に関する営業を承継させることがあります。 

（受託者の辞任に伴う取扱い） 

第49条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委託者は、第50

条の規定にしたがい新受託者を選任します。 

  ②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

（信託約款の変更） 

第50条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託

者と合意の上、この信託約款を変更することができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、

変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとす

る旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる

受益者に対して交付します。ただし、この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したとき

は、原則として、公告を行ないません。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べる

べき旨を付記するものとします。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えると

きは、第１項の信託約款の変更を行ないません。 

  ⑤  委託者は、前項の規定により信託約款の変更を行なわないこととしたときは、変更しない旨および

その理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる受益者に対

して交付します。ただし、この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則と

して、公告を行ないません。 

（反対者の買取請求権） 

第50条の2 第45条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行なう場合において、第

45条第３項または前条第３項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、

自己の有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

（信託期間の延長） 

第51条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受益者に有利であると認めたときは、受託者と協

議の上、信託期間を延長することができます。 

（公告） 

第52条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第53条  この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 
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附  則 

 

第１条  変更後の第10条の各規定は、平成12年４月３日以降の取得申込について適用します。ただし、第12

項の規定は平成12年11月１日以降の取得申込受付分について適用します。 

第２条  この約款において、「日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」とは、この信託について受

益証券取得申込者と委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関が締結する「日

本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」と別の名称で同様の権利義務関係を規定する契約を含

むものとします。この場合、「日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」は当該別の名称に読

み替えるものとします。 

第３条  変更後の第36条の規定は、平成11年７月１日より適用します。 

第４条  変更後の第６条第１項の規定は、平成12年４月４日以降行なわれる追加信託について適用するもの

とします。 

  ②  変更後の第６条第２項の規定は、平成11年９月28日以降の純資産総額の計算に適用するものとしま

す。 

第５条  変更後の第37条第１項の規定は、平成11年12月１日以降計上される信託報酬より適用します。 

  ②  変更後の第37条第３項の規定は、平成９年４月１日以降計上される信託報酬より適用します。 

第６条  第40条第５項および第42条第５項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第27条の規定によ

るものとし、受益者ごとの信託時の受益証券の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託の

つど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。また、同条同項に規定

する「受益者ごとの信託時の受益証券の価額等」とは、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券

の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとしま

す。なお、平成12年３月31日以前の取得申込にかかる受益権の信託時の受益証券の価額は、委託者が

計算する平成12年３月31日の平均信託金（信託金総額を受益権総口数で除して得た額）とみなすもの

とします。 

 

 

 

 平成７年１月17日 

 

 

 

 東京都千代田区有楽町一丁目１番３号

委託者 日興アセットマネジメント株式会社

 

 

 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

受託者 三 菱 信 託 銀 行 株 式 会 社
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(1)委託者が自らの募集に関して別に定める各信託 

 

  約款第10条第７項および第44条第10項の「委託者の自らの募集に関して別に定める各信託」とは次のも

のをいいます。 

 

追加型証券投資信託 ハイパー・ウェイブ 

追加型証券投資信託 リバース・トレンド・オープン 

追加型証券投資信託 日本トレンド・マネーポートフォリオ 

 

 

(2)別に定める各信託 

 

  約款第10条第11項および第44条第７項の「別に定める各信託」とは次のものをいいます。 

 

追加型証券投資信託 ハイパー・ウェイブ 

追加型証券投資信託 リバース・トレンド・オープン 

追加型証券投資信託 日本トレンド・マネーポートフォリオ 
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＜追加型証券投資信託 日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

 

運 用 の 基 本 方 針 

 

 

約款第15条の規定に基づき、委託者が別に定める運用の基本方針は次のものとします。 

 

基 本 方 針 

この投資信託は、信託財産の着実な成長をはかることを目標として安定運用を行ないます。 

 

運 用 方 法 

(1)投資対象 

わが国の公社債を主要投資対象とします。 

(2)投資態度 

主としてわが国の公社債に投資を行ない利息等収益の確保をはかります。 

 

運 用 制 限 

(1)株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資は、信託財産の純資産総額の30％以

下とします。 

(2)同一銘柄の株式への投資は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

(3)外貨建資産への投資は、信託財産の純資産総額の50％以下とします。 

(4)有価証券先物取引等は、約款第19条の範囲で行ないます。 

(5)スワップ取引は、約款第20条の範囲で行ないます。 

(6)金利先渡取引および為替先渡取引は、約款第21条の範囲で行ないます。 

 

収益分配方針 

毎決算時に、原則として次の通り収益分配を行なう方針です。 

①分配対象額の範囲 

経費控除後の利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

②分配対象額についての分配方針 

分配金額は委託者が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。なお、収益分配金額は１万口当

り10円以上10円単位とします。ただし、分配対象額が１万口当り10円未満の場合には分配を行ないません。 

③留保益の運用方針 

収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、運用の基本方針に基づき運用を行ないます。 
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追加型証券投資信託 日本トレンド・マネーポートフォリオ 約款 

 

（信託の種類、委託者および受託者） 

第１条  この信託は証券投資信託であり、日興アセットマネジメント株式会社を委託者とし、日興シティ信

託銀行株式会社を受託者とします。 

（信託の目的、金額および追加信託の限度額） 

第２条  委託者は、金1,000万円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者は、これを引き受けま

す。 

  ②  委託者は、受託者と合意の上、金1,000億円を限度として信託金を追加できるものとし、追加信託を

行なったときは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付します。 

  ③  委託者は、受託者と合意の上、前項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 

第３条  この信託の期間は、信託契約締結日から平成22年１月12日までとします。 

（受益証券の取得申込の勧誘の種類） 

第３条の2 この信託にかかる受益証券の取得申込の勧誘は、証券取引法第２条第３項第１号に掲げる場合に該

当する勧誘のうち投資信託及び投資法人に関する法律第２条第13項で定める公募により行なわれます。 

（当初の受益者） 

第４条  この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益証券取得申込者とし、

第５条により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

（受益権の分割および再分割） 

第５条  委託者は、第２条第１項による受益権については1,000万口に、追加信託によって生じた受益権につ

いては、これを追加信託のつど第６条第１項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

  ②  委託者は、受託者と協議の上、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第６条  追加信託金は、追加信託を行なう日の前営業日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数

を乗じた額とします。 

  ②  この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除く）を法令

および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除

した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいい

ます。なお、外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金

その他の資産をいいます。以下同じ。）の円換算については、原則としてわが国における当日の対顧

客電信売買相場の仲値によって計算します。 

  ③  第25条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の

仲値によるものとします。 

（追加日時の異なる受益権の内容） 

第７条  この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

（受益証券の発行および種類） 

第８条  委託者は、第５条の規定により分割された受益権を表示する無記名式の受益証券を発行します。 

  ②  委託者が発行する受益証券は、１口の整数倍の口数を表示したものとすることができます。 

（受益証券の発行についての受託者の認証） 

第９条  委託者は、受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合する旨の受託

者の認証を受けなければなりません。 

  ②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行ない

ます。 

（受益証券の申込単位および価額） 

第10条  委託者は、第８条の規定により発行される受益証券の取得申込者に対し、委託者の自らの募集に関

して別に定める各信託（この信託を除きます。）の受益者が当該信託の受益証券の一部解約金の手取

金をもって取得申込する場合に限り、受益証券の価額に取得申込口数を乗じて得た金額について１万

円以上１口単位をもって、当該受益証券の取得の申込に応ずるものとします。ただし、当該受益者が

その有する受益証券の全部についての一部解約金の手取金をもって取得申込する場合には受益証券の

価額に取得申込口数を乗じて得た金額について3,000円以上１口単位をもって、また、この信託の受益

者の第42条第３項に規定する収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込の場合には１口の整

数倍をもって、当該取得の申込に応ずることができます。 
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  ②  委託者の指定する証券会社（証券取引法第２条第９項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に

関する法律第２条第２号に規定する外国証券会社を含みます。以下同じ。）および委託者の指定する

登録金融機関（証券取引法第65条の２第３項に規定する登録金融機関をいいます。以下同じ。）は、

第８条の規定により発行された受益証券を、別に定める日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約

款（以下「自動けいぞく投資約款」といいます。）にしたがって契約（以下「別に定める契約」とい

います。）を結んだ取得申込者に対し、１口の整数倍をもって取得の申込に応ずることができるもの

とします。 

  ③  前２項の受益証券の価額は、次に定める日（以下「取得申込受付日」といいます。）の基準価額と

します。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる受益証券の価額は１口につき１円としま

す。 

1.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が取得の申込を午後

２時（日本証券業協会諸規則に規定する半休日においては午前10時とします。以下本項におい

て同じ。）以前に受け付けた場合        ……… 取得申込日 

2.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が取得の申込を午後

２時を過ぎて受け付けた場合    ……… 取得申込日の翌営業日 

  ④  前項の規定にかかわらず、受益者が第42条第３項の規定または別に定める契約に基づいて収益分配

金を再投資する場合の受益証券の価額は、原則として、第36条に規定する各計算期間終了日の基準価

額とします。 

  ⑤  第３項の規定にかかわらず、別に定める各信託（この信託を除きます。以下本項において同じ。）

について、委託者がその翌営業日の一部解約の実行を停止したときは、委託者、委託者の指定する証

券会社および委託者の指定する登録金融機関は、別に定める各信託の一部解約金の手取金をもってす

るこの信託の取得の申込を、委託者が別に定める各信託について一部解約の実行の停止を解除した後

のこの信託の最初の基準価額の計算日を取得申込受付日とする取得の申込とみなします。 

  ⑥  前各項の規定にかかわらず、委託者は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決

済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、受益証券の取得申込の受付を中止することおよ

び既に受け付けた取得申込の受付を取消すことができます。 

（受益証券の再交付） 

第11条  委託者は、受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって公示催告による除権判決の

謄本を添え、再交付を請求したときは、受益証券を再交付します。 

（毀損した場合等の再交付） 

第12条  委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、委託者の定める手続によって受益証券を添え

再交付を請求したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、前条の規

定を準用します。 

（受益証券の再交付の費用） 

第13条  委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができます。 

（投資の対象とする資産の種類） 

第13条の2 この信託において投資の対象とする資産の種類（投資信託及び投資法人に関する法律施行令第３条

各号で定める特定資産の種類をいいます。）は、次に掲げるものとします。 

1.有価証券 

2.有価証券指数等先物取引に係る権利 

3.有価証券オプション取引に係る権利 

4.外国市場証券先物取引に係る権利 

5.金銭債権 

6.約束手形 

7.金融先物取引等に係る権利 

8.金融デリバティブ取引に係る権利 

9.金銭、有価証券または金銭債権を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対

する投資として運用することを目的とするものに限ります。）の受益権 

  ②  この信託においては、前項各号に掲げる資産のほか、次に掲げる資産を投資の対象とします。 

1.為替手形 

（運用の指図範囲および株式への投資制限） 

第14条  委託者は、信託金を、主として次の有価証券（それぞれ証券取引法第２条において定めのあるもの

をいいます。）に投資することを指図します。 
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1.株券または新株引受権証書 

2.国債証券 

3.地方債証券 

4.特別の法律により法人の発行する債券 

5.社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

6.特定社債券 

7.コマーシャル・ペーパー 

8.新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）およ

び新株予約権証券 

9.外国または外国法人の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するも

の 

10.外国貸付債権信託受益証券 

11.オプションを表示する証券または証書 

12.預託証書 

13.外国法人が発行する譲渡性預金証書 

14.貸付債権信託受益権 

15.外国法人に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

     なお、第１号の証券または証書ならびに第９号および第12号の証券または証書のうち第１号の証券

または証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から第６号までの証券および第９号お

よび第12号の証券または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質を有するものを以下「公社

債」といいます。 

  ②  前項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が

運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、次に掲げる金融商品により運用することの指図

ができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

  ③  委託者は、信託財産に属する株式、新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額が、信託財産

の純資産総額の100分の30を超えることとなる投資の指図をしません。 

（運用の基本方針） 

第15条  委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、安定した収益

の確保を目的として安定運用を行なうよう、その指図を行ないます。 

（投資する株式等の範囲） 

第16条  委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証券取引所が開

設する市場に上場（証券取引所が開設する市場に準ずる市場等において取引されている場合を含みま

す。以下本条において同じ。）されている株式等の発行会社の発行するものとします。ただし、株主

割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、こ

の限りではありません。 

  ②  前項の規定にかかわらず、上場予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論見書等に

おいて上場されることが確認できるものについては、委託者が投資することを指図することができる

ものとします。 

（同一銘柄の株式等への投資制限） 

第17条  委託者は、信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の５を超

えることとなる投資の指図をしません。 

（信用取引の指図範囲） 

第18条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図を

することができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しまたは買い戻しにより

行なうことの指図をすることができるものとします。 

  ②  前項の信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行なうこ

とができるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

1.信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 
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2.株式分割により取得する株券 

3.有償増資により取得する株券 

4.売り出しにより取得する株券 

5.信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（商法第341条の３第１項第７号および

第８号の定めがある新株予約権付社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株

券 

6.信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権行使ならびに信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債の新株予約権（前号に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第19条  委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、わが国の証券取

引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプション取引ならびに外

国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行なうことの指図をすることができます。

なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取り扱うものとします（以下同じ。）。 

1.先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象と

する有価証券（以下、「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価総額の範囲内とします。 

2.先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価

証券の組入可能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた額）に信託財産が限月までに受取る

組入公社債および組入外国貸付債権信託受益証券ならびに組入貸付債権信託受益権の利払金お

よび償還金を加えた額を限度とし、且つ信託財産が限月までに受取る組入有価証券に係る利払

金および償還金等ならびに第14条第２項第１号から第４号に掲げる金融商品で運用している額

の範囲内とします。 

3.コール・オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、本条で規定する全オプション

取引に係る支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の５％を上回らな

い範囲内とします。 

  ②  委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、わが国の取引所における通貨

に係る先物取引ならびに外国の取引所における通貨に係る先物取引およびオプション取引を次の範囲

で行なうことの指図をすることができます。 

1.先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、為替の売予約と

合わせてヘッジ対象とする外貨建資産の時価総額の範囲内とします。 

2.先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、為替の買予約と

合わせて、外貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とします。 

3.コール・オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、支払いプレミアム額の合計額

が取引時点の保有外貨建資産の時価総額の５％を上回らない範囲内とし、且つ本条で規定する

全オプション取引に係る支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の

５％を上回らない範囲内とします。 

  ③  委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の取引所における金利

に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を次

の範囲で行なうことの指図をすることができます。 

1.先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とす

る金利商品（信託財産が１年以内に受取る組入有価証券の利払金および償還金等ならびに第14

条第２項第１号から第４号に掲げる金融商品で運用されているものをいい、以下「ヘッジ対象

金利商品」といいます。）の時価総額の範囲内とします。 

2.先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、信託財産が限月

までに受取る組入有価証券に係る利払金および償還金等ならびに第14条第２項第１号から第４

号に掲げる金融商品で運用している額（以下本号において「金融商品運用額等」といいま

す。）の範囲内とします。ただし、ヘッジ対象金利商品が外貨建で、信託財産の外貨建資産組

入可能額（約款上の組入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差し引いた額。以下同じ。）

に信託財産が限月までに受取る外貨建組入公社債および組入外国貸付債権信託受益証券ならび

に外貨建組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額が当該金融商品運用額等の

額より少ない場合には外貨建資産組入可能額に信託財産が限月までに受取る外貨建組入有価証

券に係る利払金および償還金等を加えた額を限度とします。 

3.コール・オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、支払いプレミアム額の合計額
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が取引時点のヘッジ対象金利商品の時価総額の５％を上回らない範囲内とし、且つ本条で規定

する全オプション取引に係る支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額

の５％を上回らない範囲内とします。 

（スワップ取引の運用指図・目的・範囲） 

第20条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを

回避するため、異なった通貨、異なった受取り金利または異なった受取り金利とその元本を一定の条

件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行なうことの指図をすることがで

きます。 

  ②  スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第３条に定める信託期間を

超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの

限りではありません。 

  ③  スワップ取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の合計額が、信

託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託財産の一部解約等の事由により、上記純資

産総額が減少して、スワップ取引の想定元本の合計額が信託財産の純資産総額を超えることとなった

場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当するスワップ取引の一部の解約を指図するものと

します。 

  ④  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算定した価額で評価する

ものとします。 

  ⑤  委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

（金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図・目的・範囲） 

第21条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを

回避するため、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうことの指図をすることができます。 

  ②  金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第３条に

定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なも

のについてはこの限りではありません。 

  ③  金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかる金利先渡取引および

為替先渡取引の想定元本の合計額が、ヘッジの対象とする資産の時価総額を超えないものとします。

なお、信託財産の一部解約等の事由により、当該時価総額が減少して、金利先渡取引および為替先渡

取引の想定元本の合計額が当該時価総額を超えることとなった場合には、委託者は、すみやかにその

超える額に相当する金利先渡取引および為替先渡取引の一部の解約を指図するものとします。 

  ④  金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出

した価額で評価するものとします。 

  ⑤  委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第22条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の各号

の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1.株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価

合計額の50％を超えないものとします。 

2.公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する

公社債の額面金額の合計額の50％を超えないものとします。 

  ②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

  ③  委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行なうものとし

ます。 

（外貨建資産への投資制限） 

第23条  委託者は、信託財産に属する外貨建資産の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の50を超える

こととなる投資の指図をしません。ただし、有価証券の値上り等により100分の50を超えることとなる

場合には、すみやかにこれを調整します。 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 

第24条  外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場

合には、制約されることがあります。 
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（外国為替予約の指図） 

第25条  委託者は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替

の売買の予約を指図することができます。 

（保管業務の委任） 

第26条  受託者は、委託者と協議の上、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、その業務を行な

うに充分な能力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを委任することができます。 

（有価証券の保管） 

第27条  受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し保管させるこ

とができます。 

（混蔵寄託） 

第28条  金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引

により取得した外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル・ペーパーは、当該金融

機関または証券会社が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託

することができるものとします。 

（一括登録） 

第29条  （削 除） 

（信託財産の表示および記載の省略） 

第30条  信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほか、信託の表

示および記載をしません。 

（有価証券の売却等の指図） 

第31条  委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

（再投資の指図） 

第32条  委託者は、前条の規定による売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等

に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 

（資金の借入れ） 

第33条  委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、および再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用

は行なわないものとします。 

  ②  前項の資金借入額は、次の各号に掲げる要件を満たす範囲内の額とします。 

1.一部解約に伴う支払資金の手当てにあたっては、一部解約金の支払資金の手当のために行なっ

た有価証券または金融商品等の売却または解約等ならびに有価証券等の償還による受取りの確

定している資金の額の範囲内 

2.再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てにあたっては、収益分配金の再投資額の範囲内 

3.借入れ指図を行なう日における信託財産の純資産総額の10％以内 

  ③  一部解約に伴う支払資金の手当てのための借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する金融商品の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間としま

す。 

  ④  再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てのための借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁

される日からその翌営業日までとします。 

  ⑤  借入金の利息は信託財産中から支弁します。 

（損益の帰属） 

第34条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 

（受託者による資金の立替え） 

第35条  信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者

の申出があるときは、受託者は、資金の立替えをすることができます。 

  ②  信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の

配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託

者がこれを立替えて信託財産に繰り入れることができます。 

  ③  前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを
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定めます。 

（信託の計算期間） 

第36条  この信託の計算期間は、毎年１月12日から翌年１月11日までとすることを原則とします。ただし、

第１計算期間は、平成８年12月２日から平成９年１月11日までとします。 

  ②  前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいま

す。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が

開始されるものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、第３条に定める信託期間の終了日とし

ます。 

（信託財産に関する報告） 

第37条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に

提出します。 

  ②  受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託

者に提出します。 

（信託事務等の諸費用） 

第38条  信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受託者の立替えた立替金の利息、信託財

産の財務諸表の監査に要する費用ならびに当該費用に係る消費税および地方消費税相当額（以下「諸

経費」といいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

（信託報酬等の額） 

第39条  委託者および受託者の信託報酬の総額は、第36条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純

資産総額に次に掲げる率（以下「信託報酬率」という。）を乗じて得た額とします。 

     平成11年10月以降、各月の最終営業日（委託者の営業日をいう。以下同じ。）の翌日から、翌月の

最終営業日までにかかる信託報酬率は、当該各月の最終５営業日間におけるこの信託の基準価額算出

に用いるコール・ローンのオーバーナイト物レートの平均値に応じ、次の率とします。 

平均値が0.6％以上のとき      …… 年10,000分の 55 

平均値が0.4％以上0.6％未満のとき …… 年10,000分の 30 

平均値が0.2％以上0.4％未満のとき …… 年10,000分の 15 

平均値が0.1％以上0.2％未満のとき …… 年10,000分の ６ 

平均値が0.1％未満のとき      …… 当該平均値に0.6を乗じて得た率 

  ②  前項の信託報酬は、毎計算期間（第１計算期間を除きます。）の最初の６ヵ月終了日および毎計算

期末、または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとし、委託者と受託者との間の配分は別に

定めます。 

  ③  第１項の信託報酬に係る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）に相当する金

額を、信託報酬支弁の時に信託財産中から支弁します。 

（収益分配） 

第40条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

1.配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれ等に類する収益から支払利息を控除した

額（以下「配当等収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費

税等に相当する金額を控除した後、その残額を受益者に分配することができます。なお、次期

以降の分配金にあてるため、その一部を分配準備積立金として積み立てることができます。 

2.売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、諸経費、信託報

酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、そ

の全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の

分配にあてるため、分配準備積立金として積み立てることができます。 

  ②  毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

（追加信託金および一部解約金の計算処理） 

第41条  （削 除） 

（収益分配金の再投資等） 

第42条  委託者は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金（委託者の自らの募集にかか

る受益証券に帰属する収益分配金を除きます。）を委託者の指定する証券会社および委託者の指定す

る登録金融機関に交付します。 

  ②  委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関は、別に定める契約に基づき、受

益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとします。 

  ③  委託者は、自らの募集にかかる受益証券に帰属する収益分配金をこの信託の受益証券の取得申込金
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として、各受益者ごとに当該収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとしま

す。 

  ④  第48条第３項により信託の一部解約が行なわれた場合および第47条第１項により委託者の指定する

証券会社が受益証券を買取った場合に、当該受益証券に帰属する収益分配金があるときは、前２項の

規定にかかわらず、毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から受益者に支払います。 

  ⑤  収益分配金にかかる収益調整金は、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券の価額等に応じて

計算されるものとします。 

（受益証券の混蔵保管、記名式受益証券への変更ならびに受益証券の返還請求の取扱い） 

第43条  保護預りを行なう会社（以下「保護預り会社」といい、この信託においては日興シティ信託銀行株

式会社とします。）は、保護預り会社と受益証券取得申込者との間に結ばれた保護預り契約に基づい

て、委託者の自らの募集にかかる受益証券を大券をもって混蔵保管するものとします。 

  ②  委託者は、別に定める契約または前項の規定に基づいて保管される受益証券については、受益者の

請求に基づく記名式の受益証券への変更を行ないません。 

  ③  保護預り会社、委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関は、受益者から自

己の有する受益証券について返還請求があった場合には、当該受益者から第48条に規定する信託契約

の一部解約の実行の請求があったものとみなします。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責） 

第44条  受託者は、収益分配金については、第42条第１項に規定する交付開始前に、償還金（信託終了時に

おける信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。）については第45条第

１項に規定する支払開始日の前日までに、一部解約金については第45条第２項に規定する支払日まで

に、その全額を委託者に交付します。 

  ②  受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金、償還金および一部解約金を交付した後は、受益

者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

（償還金および一部解約金等の支払い） 

第45条  償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から受益証券と引換えに受益者に支払い

ます。 

  ②  一部解約金は、次に定める日（以下「解約請求受付日」といいます。）から起算して、原則として

４営業日目から受益者に支払います。 

1.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が受益者の請求を午

後２時（日本証券業協会諸規則に規定する半休日の場合は午前10時とします。以下本項におい

て同じ。）以前に受け付けた場合     ……… 当該請求日 

2.委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が受益者の請求を午

後２時を過ぎて受け付けた場合    ……… 当該請求日の翌営業日 

  ③  前２項に規定する償還金および一部解約金の支払いは、委託者の指定する証券会社および委託者の

指定する登録金融機関の営業所等において行なうものとします。ただし、委託者の自らの募集にかか

る受益証券に帰属する償還金および一部解約金の支払いは、委託者において行なうものとします。 

  ④  第42条第４項に規定する信託の一部解約にかかる受益証券に帰属する収益分配金および委託者の指

定する証券会社が受益証券を買取った場合の当該受益証券に帰属する収益分配金は、原則として、毎

計算期間終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から委託者の指定する証券会社および委託者の指

定する登録金融機関の営業所等において受益者に支払います。ただし、信託の一部解約にかかる受益

証券が委託者の自らの募集にかかる受益証券である場合には、当該受益証券に帰属する収益分配金は、

委託者において支払います。 

  ⑤  償還金および一部解約金にかかる収益調整金は、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券の価

額等に応じて計算されるものとします。 

（償還金の時効） 

第46条  受益者が、信託終了による償還金については前条第１項に規定する支払開始日から10年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属し

ます。 

（受益証券の買取り） 

第47条  委託者の指定する証券会社は、受益者の請求があるときは、１口単位をもってその受益証券を買取

ります。 

  ②  受益証券の買取価額は、次に定める日（以下「買取請求受付日」といいます。）の基準価額から、

当該買取りに関して当該買取りを行なう委託者の指定する証券会社にかかる源泉徴収税額に相当する
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金額を控除した価額とします。 

1.委託者の指定する証券会社が受益者の請求を午後２時（日本証券業協会諸規則に規定する半休

日の場合は午前10時とします。以下本項において同じ。）以前に受け付けた場合 

          ……… 当該請求日 

2.委託者の指定する証券会社が受益者の請求を午後２時を過ぎて受け付けた場合 

        ……… 当該請求日の翌営業日 

  ③  第１項の規定にかかわらず、別に定める各信託（この信託を除きます。以下本項において同じ。）

について、委託者がその翌営業日の追加信託を行なわない措置を取ったときは、委託者の指定する証

券会社は、委託者との協議に基づいて、この信託の受益証券の買取請求にかかる売却金の手取金をも

ってする別に定める各信託の取得申込にかかる買取りを停止することができます。当該買取りが停止

されたときは、受益者は当該買取停止当日の買取請求を撤回できます。ただし、受益者がその買取請

求を撤回しない場合には、当該受益証券の買取価額は、別に定める各信託について委託者が追加信託

を行なわない措置を解除した後のこの信託の最初の基準価額の計算日を買取請求受付日として、前項

の規定に準じて算定された価額とします。 

  ④  委託者の指定する証券会社は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の

停止その他やむを得ない事情があるときは、委託者との協議に基づいて第１項による受益証券の買取

りを中止することおよび既に受け付けた受益証券の買取りの約定を取消すことができます。 

  ⑤  前項により受益証券の買取りが中止された場合には、受益者は買取中止当日の買取請求を撤回でき

ます。ただし、受益者がその買取請求を撤回しない場合には、当該受益証券の買取価額は、買取中止

を解除した後の最初の基準価額の計算日を買取請求受付日として、第２項の規定に準じて算定された

価額とします。 

（一部解約） 

第48条  受益者は、自己の有する受益証券につき、委託者に１口単位をもって一部解約の実行を請求するこ

とができます。 

  ②  受益者が前項の一部解約の実行の請求をするときは、委託者、委託者の指定する証券会社または委

託者の指定する登録金融機関に対し、受益証券をもって行なうものとします。 

  ③  委託者は、第１項の一部解約の実行の請求を受け付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。 

  ④  前項の一部解約の価額は、解約請求受付日の基準価額とします。 

  ⑤  第３項の規定にかかわらず、別に定める各信託（この信託を除きます。以下本項において同じ。）

について、委託者がその翌営業日の追加信託を行なわない措置を取ったときは、委託者は、この信託

契約の一部解約金の手取金をもってする別に定める各信託の取得申込にかかる一部解約の実行を停止

することができます。当該一部解約の実行が停止されたときは、受益者は当該一部解約の実行停止当

日を解約請求受付日とする一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の

実行の請求を撤回しない場合には、前項の規定にかかわらず、当該受益証券の一部解約の価額は、別

に定める各信託について委託者が追加信託を行なわない措置を解除した後のこの信託の最初の基準価

額の計算日を一部解約の実行の請求受付日として第４項の規定に準じて算定した価額とします。 

  ⑥  委託者は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得

ない事情があるときは、第１項による一部解約の実行の請求の受付を中止することおよび既に受け付

けた一部解約の実行の請求の受付を取消すことができます。 

  ⑦  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日を解約

請求受付日とする一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請

求を撤回しない場合には、当該受益証券の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基

準価額の計算日を一部解約の実行の請求受付日として第４項の規定に準じて算定した価額とします。 

  ⑧  委託者は、信託契約の一部を解約することにより、受益権の口数が10億口を下ることとなった場合、

もしくは委託者の自らの募集に関して別に定める各信託（この信託を含みます。）または自動けいぞ

く投資約款に規定する各信託（この信託を含みます。）の受益権の口数を合計した口数が20億口を下

ることとなった場合には、第49条の規定に従ってこの信託契約を解約し、信託を終了させることがで

きます。 

（信託契約の解約） 

第49条  委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める

とき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意の上、この信託契約を解約し、信託

を終了させることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監
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督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の規定に基づいてこの信託契約を解約する場合は、あらかじめ、解約しようとする

旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を

行ないません。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べる

べき旨を付記するものとします。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えると

きは、第１項の信託契約の解約を行ないません。 

  ⑤  委託者は、この信託契約の解約を行なわないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公

告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を

行ないません。 

  ⑥  前３項の規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、第

３項の一定の期間が一月を下らずにその公告および書面の交付を行うことが困難な場合には適用しな

いものとします。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第50条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契

約を解約し信託を終了させます。 

  ②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第54条の規定にし

たがうものとします。 

（委託者の認可取消等に伴う取扱い） 

第51条  委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託

者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

  ②  前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者

に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第54条第４項に該当する場合を除き、当該投資信託委

託業者と受託者との間において存続します。 

（委託者の営業譲渡に伴う取扱い） 

第52条  委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業

を譲渡することがあります。 

  ②  委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約

に関する営業を承継させることがあります。 

（受託者の辞任に伴う取扱い） 

第53条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委託者は、第54

条の規定にしたがい新受託者を選任します。 

  ②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

（信託約款の変更） 

第54条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託

者と合意の上、この信託約款を変更することができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、

変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとす

る旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる

受益者に対して交付します。ただし、この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したとき

は、原則として、公告を行ないません。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べる

べき旨を付記するものとします。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えると

きは、第１項の信託約款の変更を行ないません。 

  ⑤  委託者は、前項の規定により信託約款の変更を行なわないこととしたときは、変更しない旨および

その理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる受益者に対

して交付します。ただし、この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則と

して、公告を行ないません。 
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（反対者の買取請求権） 

第54条の2 第49条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行なう場合において、第

49条第３項または前条第３項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、

自己の有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

（信託期間の延長） 

第55条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受益者に有利であると認めたときは、受託者と協

議の上、信託期間を延長することができます。 

（公告） 

第56条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第57条  この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 

 

 

附  則 

 

第１条  変更後の第10条の各規定は、平成12年４月３日以降の取得申込より適用します。 

第２条  この約款において、「日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」とは、この信託について受

益証券取得申込者と委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関が締結する「日

本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」と別の名称で同様の権利義務関係を規定する契約を含

むものとします。この場合、「日本トレンド・セレクト自動けいぞく投資約款」は当該別の名称に読

み替えるものとします。 

第３条  変更後の約款第38条の規定は、平成11年７月１日より適用します。 

第４条  変更後の第６条第１項の規定は、平成12年４月４日以降行なわれる追加信託について適用するもの

とします。 

  ②  変更後の第６条第２項の規定は、平成11年９月28日以降の純資産総額の計算に適用するものとしま

す。 

第５条  変更後の第39条第１項の規定は、平成11年12月１日以降計上される信託報酬より適用します。 

  ②  変更後の第39条第３項の規定は、平成９年４月１日以降計上される信託報酬より適用します。 

第６条  第42条第５項および第45条第５項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第27条の規定によ

るものとし、受益者ごとの信託時の受益証券の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託の

つど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。また、同条同項に規定

する「受益者ごとの信託時の受益証券の価額等」とは、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券

の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとしま

す。なお、平成12年３月31日以前の取得申込にかかる受益権の信託時の受益証券の価額は、委託者が

計算する平成12年３月31日の平均信託金（信託金総額を受益権総口数で除して得た額）とみなすもの

とします。 

第７条  変更後の第47条の各規定は、平成12年４月３日以降の買取請求より適用します。 

 

 

 

 平成８年12月２日 

 

 

 

 東京都千代田区有楽町一丁目１番３号

委託者 日興アセットマネジメント株式会社

 

 

 東京都品川区東品川二丁目３番14号

受託者 日 興 シ テ ィ 信 託 銀 行 株 式 会 社
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(1)委託者が自らの募集に関して別に定める各信託 

 

  約款第10条第１項および第48条第８項の「委託者の自らの募集に関して別に定める各信託」とは次のも

のをいいます。 

 

追加型証券投資信託 ハイパー・ウェイブ 

追加型証券投資信託 リバース・トレンド・オープン 

追加型証券投資信託 日本トレンド・マネーポートフォリオ 

 

 

(2)別に定める各信託 

 

  約款第10条第５項、第47条第３項および第48条第５項の「別に定める各信託」とは次のものをいいます。 

 

追加型証券投資信託 ハイパー・ウェイブ 

追加型証券投資信託 リバース・トレンド・オープン 

追加型証券投資信託 日本トレンド・マネーポートフォリオ 
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第１【ファンドの沿革】 

ハイパー・ウェイブ 

リバース・トレンド・オープン 

平成 7 年 1 月 17 日 
 
平成 16 年 1 月 13 日 

ファンドの信託契約締結、 
運用開始 
信託期間の更新 
（信託終了日を平成 17 年 1 月 11 日か
ら平成 22 年 1 月 12 日へ変更） 

日本トレンド・ 
マネーポートフォリオ 

平成 8 年 12 月 2 日 
 
平成 16 年 1 月 13 日 

ファンドの信託契約締結、 
運用開始 
信託期間の更新 
（信託終了日を平成 17 年 1 月 11 日か
ら平成 22 年 1 月 12 日へ変更） 

 
第２【手続等】 

１【申込（販売）手続等】 
（１）取得の申込み 

・取得申込者は、販売会社において取引口座を開設のうえ、取得のお申込みを行なっていただきます。 
・原則として、午後 2 時（わが国の証券取引所が半休日となる場合は午前 10 時）までに、販売会社所定

の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日の
取扱いとなります。 

・証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情が
あるときは、取得のお申込みの受付（スイッチングを含みます。以下同じ。）を中止すること、および
既に受付けた取得のお申込みの受付を取り消すことがあります。 

・日本トレンド・マネーポートフォリオのお申込みは、他のファンドからのスイッチングの場合に限り
ます。 

・次のような場合で、委託会社が追加設定を行なわない措置をとったときは、当日を取得申込受付日と
せず、翌営業日以降の日を取得申込受付日として取り扱わせていただくことがあります。この場合、
受益者はお申込みを取り消すことができます。 

当ファンドが行なう株価指数先物取引のうち、主として取引を行なうものについて、 
1．当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会（半休日においては午前立会）が行なわれないと

き、もしくは停止されたとき。 
2．当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会終了時における当該先物取引の呼値が当該証券取

引所が定める呼値の値幅の限度の値段とされる等やむを得ない事情が発生したことから、当ファン
ドの当該先物取引にかかる呼値の取引数量の全部もしくは一部についてその取引が成立しないとき。 

（２）申込単位 
申込単位につきましては、販売会社ないしは下記にお問い合わせください。 

日興アセットマネジメント株式会社 
ホームページ 

アドレス http://www.nikko-am.co.jp 
コールセンター 

電話番号 0120-25-1404 
（9：00～17：00 土、日、祝日は除く。 

ただし、半休日となる場合は 9：00～12：00） 

（３）自動けいぞく（累積）投資契約 
・お申込みの際に、販売会社との間で「自動けいぞく（累積）投資契約」を結んでいただきます。なお、
販売会社によっては、別の名称で当該契約と同様の権利義務関係を規定する契約または規定が用いら
れることがあります。 

・受益証券は、すべて保護預りとなります。 
・収益分配金は、原則として各計算期間終了日の基準価額で再投資されます。手数料はかかりません。 

（４）申込金額 
・取得申込受付日の基準価額に取得申込口数を乗じて得た額に、お申込手数料と当該手数料に係る消費
税等相当額を加算した額です。 

・お申込金額は、販売会社にお支払いいただきます。 
（５）償還乗換 

・受益者は、償還金額（手取額）の範囲内（単位型証券投資信託については、償還金額（手取額）とそ
の元本額のいずれか大きい額とします。）で取得する口数に係る申込手数料を徴収されない措置の適用
を受けることができる場合があります。この償還乗換優遇措置を採用するか否かの選択は販売会社に
任せられておりますので、販売会社により対応が異なります。詳しくは、販売会社にお問い合わせく
ださい。 

・この措置の適用を受ける受益者は、販売会社から、償還金の支払いを受けたことを証する書類の提示
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を求められることがあります。 
（６）乗換優遇 

受益者は、信託期間終了日の 1 年前以内等の一定の要件を満たした証券投資信託を解約または買取請
求により換金した際の代金をもって、換金を行なった販売会社において、受益証券の取得申込みをす
る場合の手数料率が割引となる措置の適用を受けることができる場合があります。この乗換優遇措置
を採用するか否かの選択は販売会社に任せられておりますので、販売会社により対応が異なります。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

（７）スイッチング 
・スイッチングとは、保有しているファンドを売却し、その売却代金をもって他のファンドを取得する
ことで、売却するファンドと取得するファンドを同時にお申込みいただきます。 

・お申込みの際に、「スイッチング」の旨をご指示ください。 
２【換金（解約）手続等】 
（１）換金の請求 

・原則として、いつでも換金（スイッチングを含みます。）が可能です。 
・原則として、午後 2 時（わが国の証券取引所が半休日となる場合は午前 10 時）までに、販売会社所定
の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日の
取扱いとなります。 

（２）換金制限 
ファンドの規模および商品性格等に基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、大口の解約
には受付時間制限および金額制限を行なう場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせくだ
さい。 

 
＜解約請求による換金＞ 
（１）換金単位 

1 口単位 
※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせくだ
さい。 

（２）解約価額 
解約請求受付日の基準価額から信託財産留保額（当該基準価額に 1％の率を乗じて得た額）を控除した
価額とします。ただし、日本トレンド・マネーポートフォリオには、信託財産留保額はかかりません。 

（３）手取額 
1 口当たりのお手取額は、解約価額から所得税および地方税（当該解約価額が受益者毎の個別元本を超
過した額に対し 10％（内国法人は所得税のみの 7％））を差し引いた金額となります。 
※税法が改正された場合等には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合があります。 

（４）支払開始日 
お手取額は、原則として、解約請求受付日から起算して 4 営業日目からお支払いします。 

（５）受付中止 
・委託会社は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを
得ない事情があるときは、解約請求の受付（スイッチングを含みます。以下同じ。）を中止すること、
および既に受付けた解約請求の受付を取り消すことができます。 

・解約請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日の解約請求を撤回できます。ただ
し、受益者がその解約請求を撤回しない場合には、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計
算日に解約請求を受付けたものとして取扱います。 

 
＜買取請求による換金＞ 
（１）換金単位 

1 口単位 
※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせくだ
さい。 

（２）買取価額 
買取請求受付日の解約価額から、当該買取りを行なう販売会社に係る源泉徴収税額に相当する金額を
控除した価額となります。なお、受益証券を販売会社等において保護預りにしている等、一定の要件
の下では、買取請求受付日の解約価額となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 
※税法が改正された場合等には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合があります。 

（３）手取額 
1 口当たりのお手取額は、当該買取価額となります。 

（４）受付中止 
・次のような場合は、当日を換金請求受付日とせず、翌営業日以降の日を換金請求受付日として取り扱
わせていただくことがあります。この場合は、ご換金の請求を撤回することができます。なお、日本
トレンド・マネーポートフォリオのご換金は、原則として随時可能です。 
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当ファンドが行なう株価指数先物取引のうち、主として取引を行なうものについて、 
1．当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会（半休日においては午前立会）が行なわれな

いとき、もしくは停止されたとき。 
2．当該先物取引にかかる証券取引所の当日の午後立会終了時における当該先物取引の呼値が当該証

券取引所が定める呼値の値幅の限度の値段とされる等やむを得ない事情が発生したことから、当
ファンドの当該先物取引にかかる呼値の取引数量の全部もしくは一部についてその取引が成立し
ないとき。 

・委託会社の指定する証券会社は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむ
を得ない事情があるときは、買取請求の受付を中止することができます。 

・買取請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日の買取請求を撤回できます。ただ
し、受益者がその買取請求を撤回しない場合には、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計
算日に買取請求を受付けたものとして取扱います。 

 
第３【管理及び運営】 

１【資産管理等の概要】 
（１）【資産の評価】 

① 基準価額の算定 
基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を評価して得た信託
財産の総額から負債総額を控除した金額（純資産総額）を、計算日における受益権総口数で除した
金額をいいます。ファンドは便宜上、1 万口当たりに換算した価額で表示することがあります。 

② 有価証券の評価基準 
・信託財産に属する資産については、法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価します。 
・外貨建資産（外国通貨表示の有価証券、預金その他の資産をいいます。）の円換算については、原則
としてわが国における当日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。 

③ 基準価額の算出頻度と公表 
・基準価額は委託会社の営業日において日々算出され、委託会社および販売会社等で入手することが
できます。 

・直近の基準価額につきましては、販売会社ないしは下記にお問い合わせください。 

日興アセットマネジメント株式会社 
ホームページ 

アドレス http://www.nikko-am.co.jp 
コールセンター 

電話番号 0120-25-1404 
（9：00～17：00 土、日、祝日は除く。 

ただし、半休日となる場合は 9：00～12：00） 

（２）【保管】 
受益証券は、「自動けいぞく（累積）投資契約」等に基づき、販売会社等において保護預りとさせて
いただきます。 

（３）【信託期間】 

ハイパー・ウェイブ 
リバース・トレンド・オープン 

平成 7 年 1 月 17 日から 
平成 22 年 1 月 12 日まで 

日本トレンド・マネー・ポートフォリオ 
平成 8 年 12 月 2 日から 
平成 22 年 1 月 12 日まで 

ただし、約款の規定に基づき、信託契約を解約し、信託を終了させることがあります。 
（４）【計算期間】 

毎年 1 月 12 日から翌年 1 月 11 日までとします。ただし、各計算期間の末日が休業日のときはその翌
営業日を計算期間の末日とします。 

（５）【その他】 
① 信託の終了（繰上償還） 

１）委託会社は、次のいずれかの場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し繰上償還させる
ことができます。 
イ）受益者の解約により各ファンドの受益権の口数が 10 億口を下回ることとなった場合、また

は各ファンドの受益権の口数の合計が 20 億口を下回ることとなった場合 
ロ）繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき 
ハ）やむを得ない事情が発生したとき 

２）この場合、あらかじめ、その旨およびその理由等を公告し、かつ知られたる受益者に書面を交付
します。公告は日本経済新聞に掲載します。ただし、全ての受益者に書面を交付した場合は、原
則として公告を行ないません。 
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３）この繰上償還に異議のある受益者は、一定の期間内（1ヵ月以上で委託会社が定めます。以下同
じ。）に異議を述べることができます。 

４）委託会社は、次のいずれかの場合には、後記「異議の申立て」の規定は適用せず、信託契約を解
約し繰上償還させます。 
イ）信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合で、一定の期間を設けて

その公告および書面の交付が困難な場合 
ロ）監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき 
ハ）委託会社が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したとき

（監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の委託会社に引継ぐことを命じ、異
議申立の結果、信託約款の変更が成立の場合を除きます。） 

ニ）受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合に、委託会社が新受託会社を選
任できないとき 

５）繰上償還を行なう際には、委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 
② 信託約款の変更 

１）委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、
受託会社と合意の上、この信託約款を変更することができます。信託約款の変更を行なう際には、
委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 

２）この変更事項のうち、その内容が重大なものについては、あらかじめ、その旨およびその内容等
を公告し、かつ知られたる受益者に書面を交付します。公告は日本経済新聞に掲載します。ただ
し、全ての受益者に書面を交付した場合は、原則として公告を行ないません。 

３）この信託約款の変更に異議のある受益者は、一定の期間内に異議を述べることができます。 
４）委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、後記「異議の

申立て」の規定を適用します。 
③ 異議の申立て 

１）繰上償還または信託約款の重大な変更に対して、受益者は一定の期間内に委託会社に対して所定
の手続きにより異議を述べることができます。一定の期間内に、異議を述べた受益者の受益権口
数が受益権総口数の二分の一を超えるときは、繰上償還または信託約款の変更は行ないません。 

２）委託会社は、繰上償還または信託約款の変更を行なわない場合は、その旨およびその理由等を公
告し、かつ知られたる受益者に書面を交付します。公告は日本経済新聞に掲載します。ただし、
全ての受益者に書面を交付した場合は、原則として公告を行ないません。 

３）なお、一定の期間内に、異議を述べた受益者の受益権口数が受益権総口数の二分の一以下で、繰
上償還、信託約款の変更を行なう場合は、異議を述べた受益者は受託会社に対し、自己の有する
受益証券を信託財産をもって買取るべき旨を請求できます。 

④ 償還金について 
・償還金は、信託終了日後 1 ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（償還日が休業日

の場合は翌営業日）から起算して 5 営業日目）から受益者に支払われます。 
・償還金の支払いは、販売会社において行なわれます。 

⑤ 運用報告書の作成 
委託会社は、毎期決算後および償還後に期中の運用経過、組入有価証券の内容および有価証券の売
買状況などを記載した運用報告書を作成し、あらかじめ届出を受けた住所に販売会社よりお届けし
ます。 

⑥ 関係法人との契約について 
販売会社との受益証券の募集の取扱い等に関する契約の有効期間は契約日より 1 年間とします。た
だし、期間満了の 3 ヵ月前までに、販売会社、委託会社いずれからも別段の意思表示がないときは、
自動的に 1 年間延長されるものとし、以後も同様とします。 

２【受益者の権利等】 
受益者の有する主な権利は次の通りです。 
（１）収益分配金・償還金受領権 

・受益者は、ファンドの収益分配金・償還金を、所有する受益証券の口数に応じて受領する権利を
有します。 

・ただし、受益者が収益分配金については支払開始日から 5 年間、償還金については支払開始日か
ら 10 年間請求を行なわない場合はその権利を失い、その金銭は委託会社に帰属します。 

（２）解約請求権 
受益者は、受益証券の解約を販売会社を通じて、委託会社に請求することができます。 

（３）受益権均等分割 
受益者は、所有する受益証券の口数に応じて均等にファンドの受益権を保有します。 

（４）帳簿閲覧権 
受益者は、委託会社に対し、その営業時間内にファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧を請
求することができます。 
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第４【ファンドの経理状況】 
 
 
＜ハイパー・ウェイブ＞ ＜リバース・トレンド・オープン＞ 

（１）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令
第 59 号）並びに同規則第 2 条の 2 の規定により、「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算
書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）に基づいて作成して
おります。 
なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 
（２）当ファンドは、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 9 期計算期間（平成 15 年 1 月 15 日から

平成 16 年 1 月 13 日まで）及び第 10 期計算期間（平成 16 年 1 月 14 日から平成 17 年 1 月 11 日まで）
の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

 
 
＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

（１）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令
第 59 号）並びに同規則第 2 条の 2 の規定により、「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算
書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）に基づいて作成して
おります。 
なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 
（２）当ファンドは、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 8 期計算期間（平成 15 年 1 月 15 日から

平成 16 年 1 月 13 日まで）及び第 9 期計算期間（平成 16 年 1 月 14 日から平成 17 年 1 月 11 日まで）
の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 
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益

の
部

 
 

 
 

Ⅰ
営

業
収

益
 

 
 

 

 
受

取
利

息
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
6
,
6
4
4
,
8
0
9
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9
8
1
,
8
9
7
 
 
 
 

 
有

価
証

券
売

買
等
損
益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
6
3
,
4
5
4
,
6
9
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
1
3
8
,
2
9
4
 
 
 
 

 
派

生
商

品
取

引
等
損
益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
9
0
9
,
1
8
9
,
2
5
0
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
1
7
7
,
3
2
6
,
5
1
5
 
 
 
 

営
業

収
益

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
9
1
2
,
3
7
9
,
3
6
3
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
1
7
8
,
1
7
0
,
1
1
8
 
 
 
 

Ⅱ
営

業
費

用
 

 
 

 

 
受

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
,
6
0
3
,
9
2
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9
,
9
0
5
,
9
0
8
 
 
 
 

 
委

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
4
,
1
5
3
,
1
9
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8
1
,
2
2
9
,
4
2
7
 
 
 
 

 
そ

の
他

費
用

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
2
8
,
2
0
7
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
8
9
,
0
2
0
 
 
 
 

営
業

費
用

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
1
,
2
8
5
,
3
2
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9
1
,
9
2
4
,
3
5
5
 
 
 
 

営
業

利
益

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
8
5
1
,
0
9
4
,
0
3
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
0
8
6
,
2
4
5
,
7
6
3
 
 
 
 

経
常

利
益

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
8
5
1
,
0
9
4
,
0
3
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
0
8
6
,
2
4
5
,
7
6
3
 
 
 
 

当
期

純
利

益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
8
5
1
,
0
9
4
,
0
3
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
0
8
6
,
2
4
5
,
7
6
3
 
 
 
 

Ⅲ
当

期
一

部
解

約
に

伴
う

当
期
純
利
益
分
配
額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
1
8
,
3
5
7
,
3
5
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
5
6
,
8
2
8
,
2
1
4
 
 
 
 

Ⅳ
期

首
欠

損
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
,
7
4
2
,
3
2
9
,
3
3
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
,
4
8
5
,
7
2
9
,
7
7
8
 
 
 
 

Ⅴ
欠

損
金

減
少

額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
8
,
2
8
4
,
9
3
6
,
5
5
1
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
2
9
,
4
0
6
,
9
7
0
,
8
6
5
 
 
 
 

（
当

期
一

部
解

約
に

伴
う

欠
損
金
減
少
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
(
 
2
8
,
2
8
4
,
9
3
6
,
5
5
1
 
)
 
 

 
 
 
 
 
 
(
 
2
9
,
4
0
6
,
9
7
0
,
8
6
5
 
)
 
 

（
当

期
追

加
信

託
に

伴
う

欠
損
金
減
少
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

Ⅵ
欠

損
金

増
加

額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
6
,
2
1
2
,
4
8
5
,
2
8
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
3
4
,
2
8
8
,
9
7
4
,
9
8
9
 
 
 
 

（
当

期
一

部
解

約
に

伴
う

欠
損
金
増
加
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

（
当

期
追

加
信

託
に

伴
う

欠
損
金
増
加
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
(
 
2
6
,
2
1
2
,
4
8
5
,
2
8
5
 
)
 
 

 
 
 
 
 
 
(
 
3
4
,
2
8
8
,
9
7
4
,
9
8
9
 
)
 
 

Ⅶ
分

配
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
8
,
5
8
8
,
3
9
0
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
 
 
 

Ⅷ
期

末
欠

損
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
,
4
8
5
,
7
2
9
,
7
7
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
,
6
3
8
,
3
1
6
,
3
5
3
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重
要

な
会

計
方

針
 

 
 

第
 

9
 

期
 

第
 

1
0
 

期
 

 
期

 
別

 
自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平
成

1
6
年

1
月

1
4
日
 

 
項

 
目

 
至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
 

1
.
 

有
価

証
券

の
評

価
基
準

及
び

 

評
価

方
法

 

国
債

証
券

は
個

別
法

に
基

づ
き

、
以

下
の

と
お

り
原

則
と

し
て

時
価

で
評

価
し

て
お

り
ま

す
。

国
債

証
券

は
個

別
法

に
基

づ
き

、
以

下
の

と
お

り
原

則
と

し
て

時
価

で
評

価
し

て
お

り
ま

す
。

 
 

(
1
)
 
証

券
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
る

有
価

証

券
 

(
1
)

証
券

取
引

所
に
上

場
さ
れ

て
い
る

有
価

証

券
 

 
 

 
証

券
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
る

有
価

証

券
は

、
原

則
と

し
て

証
券

取
引

所
に

お
け

る
計

算
期

間
末

日
の

最
終

相
場

（
外

貨
建

証
券

の
場

合
は

計
算

期
間

末
日

に
お

い
て

知
り

う
る

直
近

の
日

の
最

終
相

場
）

で
評

価
し

て
お

り
ま

す
。

 

 
証

券
取
引

所
に
上

場
さ
れ

て
い
る

有
価

証

券
は

、
原

則
と
し

て
証
券

取
引
所

に
お

け

る
計

算
期

間
末
日

の
最
終

相
場
（

外
貨

建

証
券

の
場

合
は
計

算
期
間

末
日
に

お
い

て

知
り

う
る

直
近
の

日
の
最

終
相
場

）
又

は

証
券

取
引

所
が
発

表
す
る

基
準
値

で
評

価

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
 

(
2
)
 
証

券
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
な

い
有

価

証
券

 

(
2
)

証
券

取
引

所
に
上

場
さ
れ

て
い
な

い
有

価

証
券

 

 
 

 
当

該
有

価
証

券
に

つ
い

て
は

、
原

則
と

し

て
、

日
本

証
券

業
協

会
等

発
表

の
店

頭
売

買
参

考
統

計
値

（
平

均
値

）
等

、
金

融
機

関
の

提
示

す
る

価
額

（
た

だ
し

、
売

気
配

相
場

は
使

用
し

な
い

）
又

は
価

格
提

供
会

社
の

提
供

す
る

価
額

の
い

ず
れ

か
か

ら
入

手
し

た
価

額
で

評
価

し
て

お
り
ま

す
。

 

 

同
左

 

 
 

(
3
)
 
時

価
が

入
手

で
き

な
か

っ
た

有
価

証
券

 
(
3
)

時
価

が
入

手
で

き
な

か
っ

た
有

価
証

券
 

 
 

 
適

正
な

評
価

額
を

入
手

で
き

な
か

っ
た

場

合
又

は
入

手
し

た
評

価
額

が
時

価
と

認
定

で
き

な
い

事
由

が
認

め
ら

れ
た

場
合

は
、

投
資

信
託

委
託

業
者

が
忠

実
義

務
に

基
づ

い
て

合
理

的
な

事
由

を
も

っ
て

時
価

と
認

め
た

価
額

も
し

く
は

受
託

者
と

協
議

の
う

え
両

者
が

合
理

的
事

由
を

も
っ

て
時

価
と

認
め

た
価

額
で

評
価

し
て

お
り
ま

す
。

 

 

同
左

 

2
.
 

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

等
の

評
価

基
準

及

び
評

価
方

法
 

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
 

 
 

 
個

別
法

に
基

づ
き

原
則

と
し

て
時

価
で

評

価
し

て
お

り
ま

す
。

 

 
同

左
 

3
.
 

そ
の

他
財

務
諸

表
作

成
の

た
め

の

基
本

と
な

る
重

要
な
事

項
 

当
フ

ァ
ン

ド
の

計
算

期
間

は
原

則
と

し
て

、
毎

年
1
月

1
2
日
か

ら
翌

年
1
月

1
1
日

ま
で

と
な

っ
て

お
り

ま
す

。
た

だ
し

、
各

計
算

期
間

終
了

日
に

該
当

す
る

日
（

以
下

「
該

当
日

」
と

い
い

ま
す

。
）

が
休
業
日

の
と
き

、
各
計

算
期
間

終
了

日
は

、
該

当
日

以
降

の
営

業
日

で
あ

る
日

の
う

ち
、

該
当

日
に

最
も

近
い

日
と

し
、

そ
の

翌
日

よ
り

次
の

計
算

期
間

が
始

ま
る

も
の

と
い

た
し

ま
す

の
で
、

当
計

算
期

間
は

平
成

1
5

年
1

月

1
5
日

か
ら

平
成

1
6
年

1
月

1
3
日

ま
で

と
な

っ

て
お

り
ま

す
。

 

当
フ

ァ
ン

ド
の

計
算

期
間

は
原

則
と

し
て

、
毎

年
1
月

1
2
日
か
ら
翌
年

1
月

1
1
日

ま
で

と
な

っ
て

お
り

ま
す

。
た

だ
し

、
各

計
算

期
間

終
了

日
に

該
当

す
る

日
（

以
下

「
該

当
日

」
と

い
い

ま
す

。
）

が
休

業
日

の
と

き
、

各
計

算
期

間
終

了
日

は
、

該
当

日
以

降
の

営
業

日
で

あ
る

日
の

う
ち

、
該

当
日

に
最

も
近

い
日

と
し

、
そ

の
翌

日
よ

り
次

の
計

算
期

間
が

始
ま

る
も

の
と

い
た

し
ま

す
の

で
、

当
計

算
期

間
は

平
成

1
6

年
1

月
1
4
日

か
ら

平
成

1
7
年

1
月

1
1
日

ま
で

と

な
っ

て
お

り
ま

す
。

 

 

注
記

事
項

 

 （
貸

借
対

照
表

関
係

）
 

第
 
9
 
期
 

第
 
1
0
 
期
 

平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
現
在
 

平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
現
在
 

１
.
 期

首
元

本
額

 
5
0
,
2
1
8
,
0
4
6
,
4
8
1
 
円

１
.
期
首
元
本
額
 

4
8
,
5
8
8
,
3
9
0
,
1
0
3
 
円

 
期

中
追

加
設

定
元

本
額
 

3
0
,
1
4
8
,
1
8
1
,
6
5
1
 
円

 
期
中
追
加
設
定
元
本
額
 

4
1
,
5
1
1
,
4
7
0
,
5
6
7
 
円

 
期

中
解

約
元

本
額

 
3
1
,
7
7
7
,
8
3
8
,
0
2
9
 
円

 
期
中
解
約
元
本
額
 

3
5
,
3
5
3
,
1
4
7
,
7
2
3
 
円

２
.
 元

本
の

欠
損

 
２
.
元
本
の
欠
損
 

 
 

貸
借

対
照

表
上

の
純

資
産

額
が

元
本

総
額

を
下

回
っ

て
お

り
、

そ
の

差
額

は
4
0
,
4
8
5
,
7
2
9
,
7
7
8
円
で
あ
り
ま
す
。
 

 
貸

借
対

照
表

上
の

純
資

産
額

が
元

本
総

額
を

下
回

っ
て

お
り

、

そ
の
差
額
は

4
4
,
6
3
8
,
3
1
6
,
3
5
3
円
で
あ
り
ま
す
。
 

３
.
 担

保
資

産
 

３
.
担
保
資
産
 

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
に

係
る

差
入

委
託

証
拠

金
代

用
有

価
証

券

と
し

て
担

保
に

供
し
て
い
る
資
産
は
次
の
通
り
で
あ
り
ま
す
。

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
に

係
る

差
入

委
託

証
拠

金
代

用
有

価
証

券

と
し
て
担
保
に
供
し
て
い
る
資
産
は
次
の
通
り
で
あ
り
ま
す
。

 
国

債
証

券
 

9
9
9
,
8
3
5
,
5
3
4
 
円

 
国
債
証
券
 

9
9
9
,
9
2
5
,
6
8
3
 
円

  （
損

益
及

び
剰

余
金

計
算

書
関

係
）

 

第
 
9
 
期
 

第
 
1
0
 
期
 

自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平
成

1
6
年

1
月

1
4
日
 

至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
 

 
分

配
金

の
計

算
過

程
 

 
 

分
配
金
の
計
算
過
程
 

 

Ａ
 計

算
期

末
に

お
け

る
費
用
控
除
後
の
 

配
当

等
収

益
 

4
6
,
9
1
0
,
2
6
5
円

Ａ
計
算
期
末
に
お
け
る
費
用
控
除
後
の
 

配
当
等
収
益
 

4
7
5
,
0
3
3
円

Ｂ
 費

用
控

除
後

、
繰

越
欠
損
金
補
填
後
の
 

有
価

証
券

売
買

等
損

益
 

0
円

Ｂ
費
用
控
除
後
、
繰
越
欠
損
金
補
填
後
の
 

有
価
証
券
売
買
等
損
益
 

0
円

Ｃ
 信

託
約

款
に

定
め

る
収
益
調
整
金
 

5
,
9
3
0
,
6
3
1
,
7
2
2
円

Ｃ
信
託
約
款
に
定
め
る
収
益
調
整
金
 

6
,
7
1
1
,
5
4
3
,
5
3
2
円

Ｄ
 信

託
約

款
に

定
め

る
分
配
準
備
積
立
金
 

4
7
,
2
4
4
,
4
4
4
円

Ｄ
信
託
約
款
に
定
め
る
分
配
準
備
積
立
金
 

2
3
,
8
0
3
,
3
9
9
円

Ｅ
 分

配
対

象
収

益
（

Ａ
+
Ｂ
+
Ｃ
+
Ｄ
）
 

6
,
0
2
4
,
7
8
6
,
4
3
1
円

Ｅ
分
配
対
象
収
益
（
Ａ
+
Ｂ
+
Ｃ
+
Ｄ
）
 

6
,
7
3
5
,
8
2
1
,
9
6
4
円

Ｆ
 分

配
対

象
収

益
（

一
口
当
た
り
）
 

0
.
1
2
3
9
円

Ｆ
分
配
対
象
収
益
（
一
口
当
た
り
）
 

0
.
1
2
3
0
円

 
 

 
 

 
 

 
（

一
万
口
当
た
り
）
 

1
,
2
3
9
円

 
 
 
 
 
 
 
（
一
万
口
当
た
り
）
 

1
,
2
3
0
円

Ｇ
 分

配
金

額
 

4
8
,
5
8
8
,
3
9
0
円

Ｇ
分
配
金
額
 

0
円

Ｈ
 分

配
金

額
 

 
（

一
口
当
た
り
）
 

0
.
0
0
1
0
円

Ｈ
分
配
金
額
 
 
（
一
口
当
た
り
）
 

0
円

 
 

 
 

 
 

 
（

一
万
口
当
た
り
）
 

1
0
円

 
 
 
 
 
 
 
（
一
万
口
当
た
り
）
 

0
円
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(
有

価
証

券
関

係
)
 

 第
9
期
 
(
自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 
至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
)
 

 
売

買
目

的
有

価
証

券
 

 
(
単

位
:
円

)

種
 

類
 

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
当

計
算

期
間

の
損

益
に

含
ま

れ
た

評
価

差
額

 

国
債

証
券

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
,
6
9
9
,
4
8
0
,
3
2
4
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
9
9
,
1
2
4
 
 

合
 
計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
,
6
9
9
,
4
8
0
,
3
2
4
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
9
9
,
1
2
4
 
 

  第
1
0
期
 
(
自

 
平

成
1
6
年

1
月

1
4
日
 
至

 
平

成
1
7
年

1
月

1
1
日
)
 

 
売

買
目

的
有

価
証

券
 

 
 

(
単

位
:
円

)

種
 

類
 

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
当

計
算

期
間

の
損

益
に

含
ま

れ
た

評
価

差
額

 

国
債

証
券

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
,
7
9
9
,
7
7
9
,
0
4
6
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
3
2
,
2
4
6
 
 

合
 
計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
,
7
9
9
,
7
7
9
,
0
4
6
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
3
2
,
2
4
6
 
 

  (
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
関

係
)
 

I
 

取
引

の
状

況
に

関
す

る
事

項
 

 
第

 
9
 

期
 

第
 

1
0
 

期
 

 
自

 
平

成
1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平

成
1
6
年

1
月

1
4
日
 

 
至

 
平

成
1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平

成
1
7
年

1
月

1
1
日
 

取
引

の
内

容
 

当
投

資
信

託
が

利
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
は

、
内

外
の

取
引

所
に

お

け
る

有
価

証
券

先
物

取
引

、
有

価
証

券
指

数

等
先

物
取

引
、

有
価

証
券

オ
プ

シ
ョ

ン
取

引
、

金
利

先
物

取
引

、
金

利
オ

プ
シ

ョ
ン

取

引
、

ス
ワ

ッ
プ

取
引

、
金

利
先

渡
取

引
で

あ

り
ま

す
。

 

同
左

 

取
引

の
利

用
目

的
お

よ
び

取
引

に
対

す
る

取
組

方
針

 

株
価

指
数

先
物

取
引

を
活

用
し

、
株

式
市

場

全
体

の
値

動
き

の
２

倍
程

度
の

投
資

成
果

を

め
ざ

し
ま

す
。

 

同
左

 

取
引

に
係

る
リ

ス
ク

の
内

容
 

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

に
は

、
有

価
証

券
、

為

替
、

金
利

等
の

市
場

価
格

が
変

動
す

る
こ

と

に
よ

っ
て

発
生

す
る

リ
ス

ク
が

あ
り

ま
す

。

同
左

 

取
引

に
係

る
リ

ス
ク

管
理

体
制

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
の

執
行

・
管

理
に

つ
い

て
は

、
取

引
権

限
お

よ
び

取
引

限
度

額
等

を

定
め

た
規

定
に

従
っ

て
、

運
用

部
門

が
執

行

し
、

リ
ス

ク
管

理
部

門
が

日
常

的
に

こ
れ

を

監
視

し
て

お
り

ま
す

。
 

同
左

 

 

Ⅱ
 

取
引

の
時

価
等

に
関

す
る

事
項

 

 （
株

式
関

連
）

 

 
 

 
 

(
単
位
:
円
)

 
第

9
期
(
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
現
在
)
 

種
 

 
 

類
 

契
 
約
 
額
 
等
 

時
 
 
価
 

評
価
損
益
 

区
 

分
 
 

 
う
ち
１
年
超
 

 
 

株
価

指
数

先
物

取
引

 
 

 
 

 

買
建

 
 
 
 
 
 
1
5
,
1
0
8
,
5
2
0
,
0
0
0
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 

 
 
 
 
 
1
6
,
2
9
6
,
7
0
0
,
0
0
0
 
 

 
 
 
 
 
 
1
,
1
8
8
,
1
8
0
,
0
0
0
 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

市
 

場
 

取
 

引
 
 

 
 

 
 

合
計

 
 
 
 
 
 
1
5
,
1
0
8
,
5
2
0
,
0
0
0
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 

 
 
 
 
 
1
6
,
2
9
6
,
7
0
0
,
0
0
0
 
 

 
 
 
 
 
 
1
,
1
8
8
,
1
8
0
,
0
0
0
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
(
単
位
:
円
)

 
第

1
0
期
(
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
現
在
)
 

種
 

 
 

類
 

契
 
約
 
額
 
等
 

時
 
 
価
 

評
価
損
益
 

区
 

分
 
 

 
う
ち
１
年
超
 

 
 

株
価

指
数

先
物

取
引

 
 

 
 

 

買
建

 
 
 
 
 
 
1
9
,
0
3
4
,
7
6
0
,
0
0
0
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 

 
 
 
 
 
2
0
,
1
3
1
,
6
5
0
,
0
0
0
 
 

 
 
 
 
 
 
1
,
0
9
6
,
8
9
0
,
0
0
0
 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

市
 

場
 

取
 

引
 
 

 
 

 
 

合
計

 
 
 
 
 
 
1
9
,
0
3
4
,
7
6
0
,
0
0
0
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 

 
 
 
 
 
2
0
,
1
3
1
,
6
5
0
,
0
0
0
 
 

 
 
 
 
 
 
1
,
0
9
6
,
8
9
0
,
0
0
0
 
 

(
注

）
時

価
の

算
定

方
法

 

１
．

計
算

日
に

知
り

う
る

直
近

の
日

の
、

主
た

る
取

引
所

の
発

表
す

る
清

算
値

段
又

は
最

終
相

場
で

評
価

し
て

い
ま

す
。

 

２
つ

以
上

の
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
て

､
か

つ
当

該
取

引
所

相
互

間
で

反
対

売
買

が
可

能
な

先
物

取
引

に
つ

い
て

は
､
取

引
量

等
を

勘
案

し
て

評
価

を
行

う
取

引
所

を
決

定
し

ま
す

｡
 
 

２
．

先
物

取
引

の
残

高
表

示
は

契
約

額
ベ

ー
ス

で
す

。
 

３
．

契
約

額
等

に
は

手
数

料
相

当
額

を
含

ん
で

お
り

ま
せ

ん
。

 

  （
1
口

当
た

り
情

報
）

 

第
 
9
 
期
 

第
 
1
0
 
期
 

平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
現
在
 

平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
現
在
 

 
１

口
当

た
り

純
資

産
額

 
 
 
 
 
 
 
0
.
1
6
6
8
 
円
 

 
１
口
当
た
り
純
資
産
額
 

 
 
 
 
 
 
0
.
1
8
4
6
 
円
 

（
１

万
口

当
た

り
純

資
産

額
）
 

 
 
 
 
 
(
1
,
6
6
8
 
円
)
 

（
１
万
口
当
た
り
純
資
産
額
）
 

 
 
 
 
 
(
1
,
8
4
6
 
円
)
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（
３

）【
附

属
明

細
表

】
 

 第
１

 
有

価
証

券
明

細
表

 

 （
１

）
 

株
式

 
 

 
 

 
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 （
２

）
 

株
式

以
外

の
有

価
証

券
 

(
邦

貨
建

債
券

)
 

 
 

 
(
単

位
:
円

)

種
 

類
 

銘
 

 
柄

 
券

面
総

額
 

評
価

額
 

備
 

 
考

 

国
債

証
券

 
0
0
4
2
 
0
2
0
6
 
利

付
国

庫
債

券
（

２
年

）
 

第
２

０
６

回
 

2
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
3
3
,
1
5
6
  

 
0
0
7
5
 
0
3
4
5
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

４
５

回
 

6
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
9
9
,
9
9
6
,
9
3
1
  

 
0
0
7
5
 
0
3
4
7
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

４
７

回
 

5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

4
9
9
,
9
9
3
,
1
4
5
 代

用
有

価
証

券
 

5
0
0
,
0
0
0
千

円
 

 
0
0
7
5
 
0
3
5
1
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

５
1
回

 
3
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
9
9
,
9
8
6
,
9
2
0
  

 
0
0
7
5
 
0
3
5
3
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

５
３

回
 

6
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
9
9
,
9
6
8
,
9
1
3
  

 
0
0
7
5
 
0
3
5
5
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

５
５

回
 

5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

4
9
9
,
9
9
3
,
2
6
8
  

 
0
0
7
5
 
0
3
5
7
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

５
７

回
 

4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
9
9
,
9
5
8
,
1
3
7
  

 
0
0
7
5
 
0
3
5
9
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

５
９

回
 

5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

4
9
9
,
9
3
2
,
5
3
8
 代

用
有

価
証

券
 

5
0
0
,
0
0
0
千

円
 

 
0
0
7
5
 
0
3
6
1
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

６
１

回
 

5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

4
9
9
,
9
7
1
,
9
7
0
  

 
0
0
7
5
 
0
3
6
3
 
割

引
国

庫
債

券
 

第
３

６
３

回
 

4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
9
9
,
9
9
3
,
4
7
6
  

 
0
0
7
5
 
0
3
6
7
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

６
７

回
 

1
,
3
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
2
9
9
,
9
5
0
,
5
9
2
  

国
債

証
券

 
計

 
 

5
,
8
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
7
9
9
,
7
7
9
,
0
4
6
  

合
 

 
計

 
 

5
,
8
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
7
9
9
,
7
7
9
,
0
4
6
  

 第
２

 
有

価
証

券
先

物
取

引
等

及
び

為
替

予
約

取
引

の
契

約
額

等
及

び
時

価
の

状
況

表
 

  
 

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
に

関
す

る
注

記
に

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
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1
 

財
務

諸
表

 

 

リ
バ

ー
ス

・
ト

レ
ン

ド
・

オ
ー

プ
ン
 

 （
１

）
貸

借
対

照
表

 

 
 

 
 

(
単

位
:
円

)

 
 

 
第

 
9
 

期
 

第
 

1
0
 

期
 

 
期

 
別

  
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日

現
在

 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日

現
在

 

 
科

 
目

 
注

記

番
号

金
 

額
 

金
 

額
 

資
産

の
部

 
 

 
 

Ⅰ
流

動
資

産
 

 
 

 

 
金

銭
信

託
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
4
,
9
4
4
,
7
9
2
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
,
6
9
5
,
2
5
1
 
 
 
 

 
コ

ー
ル

・
ロ

ー
ン

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
7
6
,
3
5
6
,
0
0
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
0
5
,
4
0
2
,
4
4
7
 
 
 
 

 
国

債
証

券
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
1
9
,
9
8
1
,
5
0
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
1
9
,
9
9
1
,
5
7
0
 
 
 
 

 
前

払
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
2
,
1
0
0
,
0
0
0
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
4
,
3
0
0
,
0
0
0
 
 
 
 

流
動

資
産

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
6
3
,
3
8
2
,
3
0
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
3
,
3
8
9
,
2
6
8
 
 
 
 

資
産

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
6
3
,
3
8
2
,
3
0
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
3
,
3
8
9
,
2
6
8
 
 
 
 

負
債

の
部

 
 

 
 

Ⅰ
流

動
負

債
 

 
 

 

 
派

生
商

品
評

価
勘

定
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
8
,
9
6
0
,
5
4
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
7
,
2
2
4
,
6
8
9
 
 
 
 

 
未

払
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
9
,
9
9
9
,
6
2
0
 
 
 
 

 
未

払
解

約
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
1
7
,
7
2
9
,
7
2
0
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
9
6
9
,
5
7
6
 
 
 
 

 
未

払
受

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
5
1
,
0
8
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
6
0
,
5
0
3
 
 
 
 

 
未

払
委

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
0
5
9
,
4
4
3
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
3
1
6
,
6
5
2
 
 
 
 

 
そ

の
他

未
払

費
用

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
0
,
0
3
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
2
,
7
8
0
 
 
 
 

流
動

負
債

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
4
9
,
0
2
0
,
8
2
7
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
,
6
8
3
,
8
2
0
 
 
 
 

負
債

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
4
9
,
0
2
0
,
8
2
7
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
,
6
8
3
,
8
2
0
 
 
 
 

純
資

産
の

部
 

 
 

 

Ⅰ
元

本
 

 
 

 

 
元

本
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
7
0
,
4
5
0
,
5
4
2
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
1
1
,
1
1
6
,
7
0
3
 
 
 
 

Ⅱ
剰

余
金

 
 

 
 

 
期

末
剰

余
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
4
3
,
9
1
0
,
9
3
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9
1
,
5
8
8
,
7
4
5
 
 
 
 

 
（

う
ち

分
配

準
備

積
立

金
）

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
2
5
,
1
5
0
 
)
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
5
4
4
 
)
 
 

剰
余

金
合

計
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
4
3
,
9
1
0
,
9
3
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9
1
,
5
8
8
,
7
4
5
 
 
 
 

純
資

産
合

計
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
1
4
,
3
6
1
,
4
7
7
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
2
,
7
0
5
,
4
4
8
 
 
 
 

負
債

・
純

資
産

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
6
3
,
3
8
2
,
3
0
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
3
,
3
8
9
,
2
6
8
 
 
 
 

 

（
２

）
損

益
及

び
剰

余
金

計
算

書
 

 
 

 
 

(
単
位
:
円
)

 
 

 
第
 
9
 
期
 

第
 
1
0
 
期
 

 
期
 
別
  

自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平
成

1
6
年

1
月

1
4
日
 

 
 

 
至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
 

 
科

 
目

 
注
記

番
号

金
 
額
 

金
 
額
 

経
常

損
益

の
部

 
 

 
 

営
業

損
益

の
部

 
 

 
 

Ⅰ
営

業
収

益
 

 
 

 

 
受

取
利

息
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
9
3
5
,
4
2
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
3
,
6
2
1
 
 
 
 

 
有

価
証

券
売

買
等

損
益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
1
,
9
0
9
,
3
5
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
,
3
5
9
 
 
 
 

 
派

生
商

品
取

引
等

損
益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
2
3
0
,
3
7
1
,
7
3
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
3
2
,
9
6
3
,
2
9
2
 
 
 
 

営
業

収
益

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
2
3
0
,
3
4
5
,
6
6
4
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
3
2
,
9
3
3
,
3
1
2
 
 
 
 

Ⅱ
営

業
費

用
 

 
 

 

 
受

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
5
9
,
1
6
2
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
1
,
3
1
6
 
 
 
 

 
委

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
,
5
8
6
,
1
2
2
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
,
2
9
1
,
7
9
8
 
 
 
 

 
そ

の
他

費
用

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
,
6
2
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
1
,
9
8
6
 
 
 
 

営
業

費
用

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
,
1
8
9
,
9
1
2
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
,
7
2
5
,
1
0
0
 
 
 
 

営
業

損
失

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
3
5
,
5
3
5
,
5
7
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6
,
6
5
8
,
4
1
2
 
 
 
 

経
常

損
失

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
3
5
,
5
3
5
,
5
7
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6
,
6
5
8
,
4
1
2
 
 
 
 

当
期

純
損

失
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
3
5
,
5
3
5
,
5
7
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6
,
6
5
8
,
4
1
2
 
 
 
 

Ⅲ
当

期
一

部
解

約
に

伴
う
当
期
純
損
失
分
配
額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
0
4
,
7
5
7
,
4
5
1
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
3
,
4
5
9
,
4
7
8
 
 
 
 

Ⅳ
期

首
剰

余
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
2
7
,
7
1
8
,
6
4
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
4
3
,
9
1
0
,
9
3
5
 
 
 
 

Ⅴ
剰

余
金

増
加

額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
6
3
6
,
1
1
3
,
2
4
3
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
9
1
,
6
9
3
,
6
9
3
 
 
 
 

（
当

期
一

部
解

約
に

伴
う
剰
余
金
増
加
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

（
当

期
追

加
信

託
に

伴
う
剰
余
金
増
加
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
1
,
6
3
6
,
1
1
3
,
2
4
3
 
)
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
3
9
1
,
6
9
3
,
6
9
3
 
)
 
 

Ⅵ
剰

余
金

減
少

額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
5
8
9
,
1
4
2
,
8
2
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
3
0
,
8
1
6
,
9
4
9
 
 
 
 

（
当

期
一

部
解

約
に

伴
う
剰
余
金
減
少
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
1
,
5
8
9
,
1
4
2
,
8
2
8
 
)
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
4
3
0
,
8
1
6
,
9
4
9
 
)
 
 

（
当

期
追

加
信

託
に

伴
う
剰
余
金
減
少
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

Ⅶ
分

配
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
 
 
 

Ⅷ
期

末
剰

余
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
4
3
,
9
1
0
,
9
3
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9
1
,
5
8
8
,
7
4
5
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重
要

な
会

計
方

針
 

 
 

第
 

9
 

期
 

第
 

1
0
 

期
 

 
期

 
別

 
自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平
成

1
6
年

1
月

1
4
日
 

 
項

 
目

 
至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
 

1
.
 

有
価

証
券

の
評

価
基

準
及

び
評

価
 

方
法

 

国
債

証
券

は
個

別
法

に
基

づ
き

、
以

下
の

と
お

り
原

則
と

し
て

時
価

で
評

価
し

て
お
り

ま
す

。

国
債

証
券

は
個

別
法

に
基

づ
き

、
以

下
の

と
お

り
原

則
と

し
て

時
価

で
評

価
し

て
お

り
ま

す
。

 
 

(
1
)
 
証

券
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
る

有
価

証
券

 

(
1
)

証
券

取
引

所
に

上
場

さ
れ

て
い

る
有

価

証
券

 

 
 

 
証

券
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
る

有
価

証
券

は
、

原
則

と
し

て
証

券
取

引
所

に

お
け

る
計

算
期

間
末

日
の

最
終

相
場

（
外

貨
建

証
券

の
場

合
は

計
算

期
間

末

日
に

お
い

て
知

り
う

る
直

近
の

日
の

最

終
相

場
）

で
評

価
し

て
お

り
ま

す
。

 

 
証

券
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
る

有
価

証
券

は
、

原
則

と
し

て
証

券
取

引
所

に

お
け

る
計

算
期

間
末

日
の

最
終

相
場

（
外

貨
建

証
券

の
場

合
は

計
算

期
間

末

日
に

お
い

て
知

り
う

る
直

近
の

日
の

最

終
相

場
）

又
は

証
券

取
引

所
が

発
表

す

る
基

準
値

で
評

価
し

て
お

り
ま

す
。

 

 
 

(
2
)
 
証

券
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
な

い
有

価
証

券
 

(
2
)

証
券

取
引

所
に

上
場

さ
れ

て
い

な
い

有

価
証

券
 

 
 

 
当

該
有

価
証

券
に

つ
い

て
は

、
原

則
と

し
て

、
日

本
証

券
業

協
会

等
発

表
の

店

頭
売

買
参

考
統

計
値

（
平

均
値

）
等

、

金
融

機
関

の
提

示
す

る
価

額
（

た
だ

し
、

売
気

配
相

場
は

使
用

し
な

い
）

又

は
価

格
提

供
会

社
の

提
供

す
る

価
額

の

い
ず

れ
か

か
ら

入
手

し
た

価
額

で
評

価

し
て

お
り

ま
す

。
 

 

同
左

 

 
 

(
3
)
 
時

価
が

入
手

で
き

な
か

っ
た

有
価

証
券

(
3
)

時
価

が
入

手
で

き
な

か
っ

た
有

価
証

券

 
 

 
適

正
な

評
価

額
を

入
手

で
き

な
か

っ
た

場
合

又
は

入
手

し
た

評
価

額
が

時
価

と

認
定

で
き

な
い

事
由

が
認

め
ら

れ
た

場

合
は

、
投

資
信

託
委

託
業

者
が

忠
実

義

務
に

基
づ

い
て

合
理

的
な

事
由

を
も

っ

て
時

価
と

認
め

た
価

額
も

し
く

は
受

託

者
と

協
議

の
う

え
両

者
が

合
理

的
事

由

を
も

っ
て

時
価

と
認

め
た

価
額

で
評

価

し
て

お
り

ま
す

。
 

 

同
左

 

2
.
 

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

等
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

 

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
 

 
 

 
個

別
法

に
基

づ
き

原
則

と
し

て
時

価
で

評
価

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
同

左
 

3
.
 

そ
の

他
財

務
諸

表
作

成
の

た
め

の
 

基
本

と
な

る
重

要
な

事
項

 

当
フ

ァ
ン

ド
の

計
算

期
間

は
原

則
と

し
て

、
毎

年
1
月

12
日
か
ら
翌

年
1
月

11
日
ま

で
と

な

っ
て

お
り

ま
す

。
た

だ
し

、
各

計
算

期
間

終
了

日
に

該
当

す
る

日
（

以
下

「
該

当
日

」
と

い
い

ま
す

。
）

が
休

業
日

の
と

き
、

各
計

算
期

間
終

了
日

は
、

該
当

日
以

降
の

営
業

日
で

あ
る

日
の

う
ち

、
該

当
日

に
最

も
近

い
日

と
し

、
そ

の
翌

日
よ

り
次

の
計

算
期

間
が

始
ま

る
も

の
と

い
た

し
ま

す
の

で
、
当

計
算
期

間
は
平

成
1
5
年

1

月
1
5
日

か
ら

平
成

1
6
年

1
月

1
3
日

ま
で

と

な
っ

て
お

り
ま

す
。

 

当
フ

ァ
ン

ド
の

計
算

期
間

は
原

則
と

し
て

、
毎

年
1
月

12
日
か
ら

翌
年

1
月

11
日

ま
で

と
な

っ
て

お
り

ま
す

。
た

だ
し

、
各

計
算

期
間

終
了

日
に

該
当

す
る

日
（

以
下

「
該

当
日

」
と

い
い

ま
す

。
）

が
休

業
日

の
と

き
、

各
計

算
期

間
終

了
日

は
、

該
当

日
以

降
の

営
業

日
で

あ
る

日
の

う
ち

、
該

当
日

に
最

も
近

い
日

と
し

、
そ

の
翌

日
よ

り
次

の
計

算
期

間
が

始
ま

る
も

の
と

い
た

し
ま

す
の

で
、
当

計
算
期

間
は
平

成
1
6
年

1

月
1
4
日

か
ら

平
成

1
7
年

1
月

1
1
日

ま
で

と

な
っ

て
お

り
ま

す
。

 

 

注
記

事
項

 

 （
貸

借
対

照
表

関
係

）
 

第
 

9
 

期
 

第
 

1
0
 

期
 

平
成

1
6
年

1
月

1
3
日

現
在

 
平

成
1
7
年

1
月

1
1
日

現
在

 

１
.
 期

首
元

本
額

 
1
6
3
,
5
0
8
,
3
8
1
 
円

１
.
期
首
元
本
額
 

3
7
0
,
4
5
0
,
5
4
2
 
円

 
期

中
追

加
設

定
元

本
額
 

2
,
3
9
9
,
6
4
2
,
6
7
2
 
円

 
期
中
追
加
設
定
元
本
額
 

1
,
1
7
9
,
7
3
6
,
5
2
9
 
円

 
期

中
解

約
元

本
額

 
2
,
1
9
2
,
7
0
0
,
5
1
1
 
円

 
期
中
解
約
元
本
額
 

1
,
2
3
9
,
0
7
0
,
3
6
8
 
円

２
.
 担

保
資

産
 

２
.
担
保
資
産
 

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
に

係
る

差
入

委
託

証
拠

金
代

用
有

価
証

券
と

し
て

担
保

に
供

し
て
い
る
資
産
は
次
の
通
り
で
あ
り
ま
す
。
 

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
に

係
る

差
入

委
託

証
拠

金
代

用
有

価
証

券

と
し
て
担
保
に
供
し
て
い
る
資
産
は
次
の
通
り
で
あ
り
ま
す
。

 
国

債
証

券
 

2
9
,
9
9
9
,
1
4
9
 
円

 
国
債
証
券
 

2
9
,
9
9
8
,
3
6
5
 
円

 （
損

益
及

び
剰

余
金

計
算

書
関

係
）

 

第
 
9
 
期
 

第
 
1
0
 
期
 

自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平
成

1
6
年

1
月

1
4
日
 

至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
 

 
分

配
金

の
計

算
過

程
 

 
 

分
配
金
の
計
算
過
程
 

 

Ａ
 計

算
期

末
に

お
け

る
費

用
控

除
後

の
配

当

等
収

益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円

Ａ
計

算
期

末
に

お
け

る
費

用
控

除
後

の
配

当

等
収
益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円

Ｂ
 費

用
控

除
後

、
繰

越
欠

損
金

補
填

後
の

有

価
証

券
売

買
等

損
益

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円

Ｂ
費

用
控

除
後

、
繰

越
欠

損
金

補
填

後
の

有

価
証
券
売
買
等
損
益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円

Ｃ
 信

託
約

款
に

定
め

る
収

益
調
整
金
 

 
 
 
2
6
1
,
8
0
4
,
4
2
6
 
円

Ｃ
信
託
約
款
に
定
め
る
収
益
調
整
金
 

 
 
 
2
2
0
,
7
5
1
,
5
6
7
 
円

Ｄ
 信

託
約

款
に

定
め

る
分

配
準
備
積
立
金
 

 
 
 
 
 
 
 
 
2
5
,
1
5
0
 
円

Ｄ
信
託
約
款
に
定
め
る
分
配
準
備
積
立
金
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
4
4
 
円

Ｅ
 分

配
対

象
収

益
（

Ａ
+
Ｂ
+
Ｃ
+
Ｄ
）
 

 
 
 
2
6
1
,
8
2
9
,
5
7
6
 
円

Ｅ
分
配
対
象
収
益
（
Ａ
+
Ｂ
+
Ｃ
+
Ｄ
）
 

 
 
 
2
2
0
,
7
5
2
,
1
1
1
 
円

Ｆ
 分

配
対

象
収

益
（

一
口

当
た
り
）
 

0
.
7
0
6
7
 
円

Ｆ
分
配
対
象
収
益
（
一
口
当
た
り
）
 

0
.
7
0
9
5
 
円

 
 

 
 

 
 

 
（

一
万

口
当
た
り
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
,
0
6
7
 
円

 
 
 
 
 
 
 
（
一
万
口
当
た
り
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
,
0
9
5
 
円

Ｇ
 分

配
金

額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円

Ｇ
分
配
金
額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円

Ｈ
 分

配
金

額
 

 
（

一
口

当
た
り
）
 

0
 
円

Ｈ
分
配
金
額
 
 
（
一
口
当
た
り
）
 

0
 
円

 
 

 
 

 
 

 
（

一
万

口
当
た
り
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円

 
 
 
 
 
 
 
（
一
万
口
当
た
り
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円
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(
有

価
証

券
関

係
)
 

 第
9
期
 
(
自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 
至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
)
 

 
売

買
目

的
有

価
証

券
 

 
 

(
単

位
:
円

)

種
 

類
 

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
当

計
算

期
間

の
損

益
に

含
ま

れ
た

評
価

差
額

 

国
債

証
券

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
1
9
,
9
8
1
,
5
0
8
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
0
,
2
0
8
 
 

合
 
計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
1
9
,
9
8
1
,
5
0
8
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
0
,
2
0
8
 
 

 第
1
0
期
 
(
自

 
平

成
1
6
年

1
月

1
4
日
 
至

 
平

成
1
7
年

1
月

1
1
日
)
 

 
売

買
目

的
有

価
証

券
 

 
 

(
単

位
:
円

)

種
 

類
 

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
当

計
算

期
間

の
損

益
に

含
ま

れ
た

評
価

差
額

 

国
債

証
券

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
1
9
,
9
9
1
,
5
7
0
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
1
,
3
1
0
 
 

合
 
計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
1
9
,
9
9
1
,
5
7
0
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
1
,
3
1
0
 
 

  (
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
関

係
)
 

 
 

I
 

取
引

の
状

況
に

関
す

る
事

項
 

 
第

 
9
 

期
 

第
 

1
0
 

期
 

 
自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平
成

1
6
年

1
月

1
4
日
 

 
至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
 

取
引

の
内

容
 

当
投

資
信

託
が

利
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

デ
リ

バ

テ
ィ

ブ
取

引
は

、
内

外
の

取
引

所
に

お
け

る
有

価

証
券

先
物

取
引

、
有

価
証

券
指

数
等

先
物

取
引

、

有
価

証
券

オ
プ

シ
ョ

ン
取

引
、

金
利

先
物

取
引

、

金
利

オ
プ

シ
ョ

ン
取

引
、

ス
ワ

ッ
プ

取
引

、
金

利

先
渡

取
引

で
あ

り
ま

す
。

 

同
左

 

取
引

の
利

用
目

的
お

よ
び

取
引

に

対
す

る
取

組
方

針
 

株
価

指
数

先
物

取
引

を
活

用
し

、
株

式
市

場
全

体

の
値

動
き

の
概

ね
反

対
の

投
資

成
果

を
め

ざ
し

ま

す
。

 

同
左

 

取
引

に
係

る
リ

ス
ク

の
内

容
 

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

に
は

、
有

価
証

券
、

為
替

、

金
利

等
の

市
場

価
格

が
変

動
す

る
こ

と
に

よ
っ

て

発
生

す
る

リ
ス

ク
が

あ
り

ま
す

。
 

同
左

 

取
引

に
係

る
リ

ス
ク

管
理

体
制

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
の

執
行

・
管

理
に

つ
い

て

は
、

取
引

権
限

お
よ

び
取

引
限

度
額

等
を

定
め

た

規
定

に
従

っ
て

、
運

用
部

門
が

執
行

し
、

リ
ス

ク

管
理

部
門

が
日

常
的

に
こ

れ
を

監
視

し
て

お
り

ま

す
。

 

同
左

 

 

Ⅱ
 

取
引

の
時

価
等

に
関

す
る

事
項

 

 (
株

式
関

連
)
 

 
 

 
 

(
単
位
:
円
)

 
第

9
期
(
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
現
在
)
 

種
 

 
 

類
 

契
 
約
 
額
 
等
 

時
 
 
価
 

評
価
損
益
 

区
 

分
 
 

 
う
ち
１
年
超
 

 
 

株
価

指
数

先
物

取
引
 

 
 

 
 

売
建

 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
8
1
,
1
4
0
,
0
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 

 
 
 
 
 
 
 
 
5
0
9
,
9
5
0
,
0
0
0
 
  
 
 
 
 
 
 
△
2
8
,
8
1
0
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

市
 

場
 

取
 

引
 
 

 
 

 
 

合
計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
8
1
,
1
4
0
,
0
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 

 
 
 
 
 
 
 
 
5
0
9
,
9
5
0
,
0
0
0
 
  
 
 
 
 
 
 
△
2
8
,
8
1
0
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
(
単
位
:
円
)

 
第

1
0
期
(
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
現
在
)
 

種
 

 
 

類
 

契
 
約
 
額
 
等
 

時
 
 
価
 

評
価
損
益
 

区
 

分
 
 

 
う
ち
１
年
超
 

 
 

株
価

指
数

先
物

取
引
 

 
 

 
 

売
建

 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
8
7
,
1
5
0
,
0
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
4
,
2
5
0
,
0
0
0
 
  
 
 
 
 
 
 
△
1
7
,
1
0
0
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

市
 

場
 

取
 

引
 
 

 
 

 
 

合
計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
8
7
,
1
5
0
,
0
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4
0
4
,
2
5
0
,
0
0
0
 
  
 
 
 
 
 
 
△
1
7
,
1
0
0
,
0
0
0
 

(
注

）
時

価
の

算
定

方
法

 

１
．

計
算

日
に

知
り

う
る

直
近

の
日

の
、

主
た

る
取

引
所

の
発

表
す

る
清

算
値

段
又

は
最

終
相

場
で

評
価

し
て

い
ま

す
。

 

２
つ

以
上

の
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
て

､
か

つ
当

該
取

引
所

相
互

間
で

反
対

売
買

が
可

能
な

先
物

取
引

に
つ

い
て

は
､
取

引
量

等
を

勘
案

し
て

評
価

を
行

う
取

引
所

を
決

定
し

ま
す

｡
 
 

２
．

先
物

取
引

の
残

高
表

示
は

契
約

額
ベ

ー
ス

で
す

。
 

３
．

契
約

額
等

に
は

手
数

料
相

当
額

を
含

ん
で

お
り

ま
せ

ん
。

 

  (
1
口

当
た

り
情

報
)
 

第
 
9
 
期
 

第
 
1
0
 
期
 

平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
現
在
 

平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
現
在
 

 
１

口
当

た
り

純
資

産
額

 
 
 
 
 
 
 
1
.
3
8
8
5
 
円
 

 
１
口
当
た
り
純
資
産
額
 

 
 
 
 
 
 
1
.
2
9
4
4
 
円
 

（
１

万
口

当
た

り
純

資
産

額
）
 

 
 
 
 
(
1
3
,
8
8
5
 
円
)
 

（
１
万
口
当
た
り
純
資
産
額
）
 

 
 
 
 
(
1
2
,
9
4
4
 
円
)
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（
３

）
附

属
明

細
表

 

 第
１

 
有

価
証

券
明

細
表

 

 （
１

）
 

株
式

 
 

 
 

 
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 （
２

）
 

株
式

以
外

の
有

価
証

券
 

(
邦

貨
建

債
券

)
 

 
 

 
(
単

位
:
円

)

種
 

類
 

銘
 

 
柄

 
券

面
総

額
 

評
価

額
 

備
 

 
考

 

国
債

証
券

 
0
0
7
5
 
0
3
4
7
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

４
７

回
 

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
9
,
9
9
9
,
5
8
0
  

 
0
0
7
5
 
0
3
5
1
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

５
1
回

 
4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
9
,
9
9
7
,
8
2
0
 代

用
有

価
証

券
 

3
0
,
0
0
0
千

円
 

 
0
0
7
5
 
0
3
5
3
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

５
３

回
 

4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
9
,
9
9
7
,
7
2
7
  

 
0
0
7
5
 
0
3
5
7
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

５
７

回
 

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
9
,
9
9
8
,
9
0
5
  

 
0
0
7
5
 
0
3
6
1
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

６
１

回
 

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
9
,
9
9
9
,
5
6
7
  

 
0
0
7
5
 
0
3
6
3
 
割

引
国

庫
債

券
 

第
３

６
３

回
 

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
9
,
9
9
9
,
6
7
2
  

 
0
0
7
5
 
0
3
6
5
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

６
５

回
 

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
9
,
9
9
9
,
4
4
3
  

 
0
0
7
5
 
0
3
6
7
 
割

引
短

期
国

庫
債

券
 

第
３

６
７

回
 

4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
9
,
9
9
8
,
8
5
6
  

国
債

証
券

 
計

 
 

2
2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
9
,
9
9
1
,
5
7
0
  

合
 

 
計

 
 

2
2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
9
,
9
9
1
,
5
7
0
  

 第
２

 
有

価
証

券
先

物
取

引
等

及
び

為
替

予
約

取
引

の
契

約
額

等
及

び
時

価
の

状
況

表
 

  
 

 
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
に

関
す

る
注

記
に

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
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1
 

財
務

諸
表

 

 

日
本

ト
レ

ン
ド

・
マ

ネ
ー

ポ
ー

ト
フ

ォ
リ

オ
 

 （
１

）
貸

借
対

照
表

 

 
 

 
 

(
単

位
:
円

)

 
 

 
第

 
8
 

期
 

第
 

9
 

期
 

 
期

 
別

  
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日

現
在

 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日

現
在

 

 
科

 
目

 
注

記

番
号

金
 

額
 

金
 

額
 

資
産

の
部

 
 

 
 

Ⅰ
流

動
資

産
 

 
 

 

 
金

銭
信

託
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9
9
,
9
6
9
,
5
0
1
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
4
,
2
6
6
,
1
0
3
 
 
 
 

 
コ

ー
ル

・
ロ

ー
ン

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
3
7
,
1
9
4
,
7
1
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
9
0
,
1
9
7
,
0
5
6
 
 
 
 

 
現

先
取

引
勘

定
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
9
9
,
9
9
9
,
0
0
0
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
1
9
,
9
9
9
,
6
8
0
 
 
 
 

流
動

資
産

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
3
7
,
1
6
3
,
2
1
9
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
7
4
,
4
6
2
,
8
3
9
 
 
 
 

資
産

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
3
7
,
1
6
3
,
2
1
9
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
7
4
,
4
6
2
,
8
3
9
 
 
 
 

負
債

の
部

 
 

 
 

Ⅰ
流

動
負

債
 

 
 

 

 
未

払
解

約
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
5
,
1
6
5
,
3
3
0
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6
,
5
2
1
,
4
5
4
 
 
 
 

 
未

払
受

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
4
7
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
1
 
 
 
 

 
未

払
委

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
2
8
3
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
7
9
4
 
 
 
 

 
そ

の
他

未
払

費
用

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
7
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
9
4
 
 
 
 

流
動

負
債

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
5
,
1
6
8
,
1
3
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6
,
5
2
4
,
8
8
3
 
 
 
 

負
債

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
5
,
1
6
8
,
1
3
8
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6
,
5
2
4
,
8
8
3
 
 
 
 

純
資

産
の

部
 

 
 

 

Ⅰ
元

本
 

 
 

 

 
元

本
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
0
0
,
8
5
1
,
0
4
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
3
6
,
7
2
1
,
3
0
8
 
 
 
 

Ⅱ
剰

余
金

 
 

 
 

 
期

末
剰

余
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
1
4
4
,
0
3
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
2
1
6
,
6
4
8
 
 
 
 

 
（

う
ち

分
配

準
備

積
立
金

）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
2
,
4
6
9
 
)
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
6
,
9
6
5
 
)
 
 

剰
余

金
合

計
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
1
4
4
,
0
3
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
2
1
6
,
6
4
8
 
 
 
 

純
資

産
合

計
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
0
1
,
9
9
5
,
0
8
1
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
3
7
,
9
3
7
,
9
5
6
 
 
 
 

負
債

・
純

資
産

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
3
7
,
1
6
3
,
2
1
9
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
7
4
,
4
6
2
,
8
3
9
 
 
 
 

 

（
２

）
損

益
及

び
剰

余
金

計
算

書
 

 
 

 
 

(
単
位
:
円
)

 
 

 
第
 
8
 
期
 

第
 
9
 
期
 

 
期
 
別
  

自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平
成

1
6
年

1
月

1
4
日
 

 
 

 
至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
 

 
科

 
目

 
注
記

番
号

金
 
額
 

金
 
額
 

経
常

損
益

の
部

 
 

 
 

営
業

損
益

の
部

 
 

 
 

Ⅰ
営

業
収

益
 

 
 

 

 
受

取
利

息
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
,
5
5
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
2
,
5
4
7
 
 
 
 

営
業

収
益

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
,
5
5
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
2
,
5
4
7
 
 
 
 

Ⅱ
営

業
費

用
 

 
 

 

 
受

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
5
0
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
0
5
3
 
 
 
 

 
委

託
者

報
酬

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
,
8
3
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
,
5
9
8
 
 
 
 

 
そ

の
他

費
用

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
1
9
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
5
1
 
 
 
 

営
業

費
用

合
計

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
,
7
0
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8
,
1
0
2
 
 
 
 

営
業

利
益

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
8
5
1
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
,
4
4
5
 
 
 
 

経
常

利
益

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
8
5
1
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
,
4
4
5
 
 
 
 

当
期

純
利

益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
8
5
1
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
,
4
4
5
 
 
 
 

Ⅲ
当

期
一

部
解

約
に

伴
う

当
期
純
利
益
分
配
額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
8
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
 
 
 

Ⅲ
当

期
一

部
解

約
に

伴
う

当
期
純
損
失
分
配
額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
4
9
6
 
 
 
 

Ⅳ
期

首
剰

余
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
2
8
,
1
6
2
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
1
4
4
,
0
3
6
 
 
 
 

Ⅴ
剰

余
金

増
加

額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
,
8
3
2
,
7
6
3
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
,
1
9
5
,
8
5
2
 
 
 
 

（
当

期
一

部
解

約
に

伴
う

剰
余
金
増
加
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

（
当

期
追

加
信

託
に

伴
う

剰
余
金
増
加
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
3
,
8
3
2
,
7
6
3
 
)
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
5
,
1
9
5
,
8
5
2
 
)
 
 

Ⅵ
剰

余
金

減
少

額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
,
1
1
9
,
3
5
5
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
,
1
3
0
,
1
8
1
 
 
 
 

（
当

期
一

部
解

約
に

伴
う

剰
余
金
減
少
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
3
,
1
1
9
,
3
5
5
 
)
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
 
5
,
1
3
0
,
1
8
1
 
)
 
 

（
当

期
追

加
信

託
に

伴
う

剰
余
金
減
少
額
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
-
)
 
 
 

Ⅶ
分

配
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
 
 
 

Ⅷ
期

末
剰

余
金

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
1
4
4
,
0
3
6
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
2
1
6
,
6
4
8
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重
要

な
会

計
方

針
 

 
 

第
 

8
 

期
 

第
 

9
 

期
 

 
期
 
別
 

自
 
平

成
1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平

成
1
6
年

1
月

1
4
日
 

 
項
 
目
 

至
 
平

成
1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平

成
1
7
年

1
月

1
1
日
 

 
そ

の
他

財
務

諸
表

作
成

の
た

め
の

基
本

と
な

る
重

要
な

事
項

 

当
フ

ァ
ン

ド
の

計
算

期
間

は
原

則
と

し
て

、
毎

年
1
月

1
2
日
か

ら
翌

年
1
月

1
1
日

ま
で

と
な

っ
て

お
り

ま
す

。
た

だ
し

、
各

計
算

期
間

終
了

日
に

該
当

す
る

日
（

以
下

「
該

当
日

」
と

い
い

ま
す

。
）

が
休

業
日

の
と

き
、

各
計

算
期

間
終

了
日

は
、

該
当

日
以

降
の

営
業

日
で

あ
る

日
の

う
ち

、
該

当
日

に
最

も
近

い
日

と
し

、
そ

の
翌

日
よ

り
次

の
計

算
期

間
が

始
ま

る
も

の
と

い
た

し
ま

す
の

で
、

当
計

算
期

間
は

平
成

1
5

年
1

月
1
5
日

か
ら

平
成

1
6
年

1
月

13
日

ま
で

と

な
っ

て
お

り
ま

す
。

 

当
フ

ァ
ン

ド
の

計
算

期
間

は
原

則
と

し
て

、
毎

年
1
月

1
2
日
か

ら
翌
年

1
月

1
1
日

ま
で

と
な

っ
て

お
り

ま
す

。
た

だ
し

、
各

計
算

期
間

終
了

日
に

該
当

す
る

日
（

以
下

「
該

当
日

」
と

い
い

ま
す

。
）

が
休

業
日

の
と

き
、

各
計

算
期

間
終

了
日

は
、

該
当

日
以

降
の

営
業

日
で

あ
る

日
の

う
ち

、
該

当
日

に
最

も
近

い
日

と
し

、
そ

の
翌

日
よ

り
次

の
計

算
期

間
が

始
ま

る
も

の
と

い
た

し
ま

す
の

で
、

当
計

算
期

間
は

平
成

1
6

年
1

月
1
4
日

か
ら

平
成

1
7
年

1
月

11
日

ま
で

と

な
っ

て
お

り
ま

す
。

 

  注
記

事
項

 

 （
貸

借
対

照
表

関
係

）
 

第
 

8
 

期
 

第
 

9
 

期
 

平
成

1
6
年

1
月

1
3
日

現
在

 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日

現
在

 

 期
首

元
本

額
 

2
2
5
,
5
8
0
,
7
6
1
 
円

期
首

元
本

額
 

6
0
0
,
8
5
1
,
0
4
5
 
円

 期
中

追
加

設
定

元
本

額
 

2
,
0
1
7
,
3
7
1
,
2
2
4
 
円

期
中

追
加

設
定

元
本

額
 

2
,
7
3
4
,
8
3
1
,
4
9
1
 
円

 期
中

解
約

元
本

額
 

1
,
6
4
2
,
1
0
0
,
9
4
0
 
円

期
中

解
約

元
本

額
 

2
,
6
9
8
,
9
6
1
,
2
2
8
 
円

 （
損

益
及

び
剰

余
金

計
算

書
関

係
）

 

第
 

8
 

期
 

第
 

9
 

期
 

自
 
平
成

1
5
年

1
月

1
5
日
 

自
 
平
成

1
6
年

1
月

1
4
日
 

至
 
平
成

1
6
年

1
月

1
3
日
 

至
 
平
成

1
7
年

1
月

1
1
日
 

 
分

配
金

の
計

算
過

程
 

 
 

分
配

金
の
計

算
過

程
 

 

Ａ
 計

算
期

末
に

お
け

る
費

用
控

除
後

の
 

配
当

等
収

益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
,
4
6
6
 
円

Ａ
計

算
期

末
に

お
け

る
費

用
控

除
後

の
 

配
当

等
収
益

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
,
9
9
1
 
円

Ｂ
 費

用
控

除
後

、
繰

越
欠

損
金

補
填

後
の

 

有
価

証
券

売
買

等
損

益
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
円

Ｂ
費

用
控

除
後

、
繰

越
欠

損
金

補
填

後
の

 

有
価

証
券
売

買
等

損
益

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
9
4
7
 
円

Ｃ
 信

託
約

款
に

定
め

る
収

益
調

整
金

 
 
 
 
 
 
1
,
1
6
4
,
0
8
4
 
円

Ｃ
信

託
約

款
に

定
め

る
収

益
調

整
金

 
 
 
 
 
 
1
,
2
4
1
,
5
8
3
 
円

Ｄ
 信

託
約

款
に

定
め

る
分

配
準

備
積

立
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
 
円

Ｄ
信

託
約

款
に

定
め

る
分

配
準

備
積

立
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
7
 
円

Ｅ
 分

配
対

象
収

益
（

Ａ
+
Ｂ

+
Ｃ

+
Ｄ

）
 

 
 
 
 
 
1
,
1
6
6
,
5
5
3
 
円

Ｅ
分

配
対

象
収

益
（

Ａ
+
Ｂ

+
Ｃ

+
Ｄ

）
 

 
 
 
 
 
1
,
2
4
8
,
5
4
8
 
円

Ｆ
 分

配
対

象
収

益
（

一
口

当
た

り
）

 
0
.
0
0
1
9
 
円

Ｆ
分

配
対

象
収

益
（

一
口

当
た

り
）

 
0
.
0
0
1
9
 
円

 
 

 
 

 
 

 
（

一
万

口
当

た
り

）
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２【ファンドの現況】 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

以下のファンドの現況は平成 17 年 1 月 31 日現在です。 

 

【純資産額計算書】 

Ⅰ 資産総額 10,975,379,305 円 

Ⅱ 負債総額 1,333,148,586 円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ-Ⅱ） 9,642,230,719 円 

Ⅳ 発行済数量 53,928,830,343 口 

Ⅴ 1 単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.1788 円 

 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

純資産額計算書 

Ⅰ 資産総額 482,454,769 円 

Ⅱ 負債総額 43,223,076 円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ-Ⅱ） 439,231,693 円 

Ⅳ 発行済数量 333,749,042 口 

Ⅴ 1 単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.3161 円 

 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

純資産額計算書 

Ⅰ 資産総額 643,896,528 円 

Ⅱ 負債総額 3,968,422 円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ-Ⅱ） 639,928,106 円 

Ⅳ 発行済数量 638,707,418 口 

Ⅴ 1 単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0019 円 
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第５【設定及び解約の実績】 

＜ハイパー・ウェイブ＞ 

  設定数量（口） 解約数量（口） 

第 1 計算期間 64,698,051,252 54,625,272,973 

第 2 計算期間 132,377,000,000 102,826,000,000 

第 3 計算期間 56,589,070,241 47,501,937,207 

第 4 計算期間 16,804,685,870 19,153,831,960 

第 5 計算期間 12,007,655,604 30,422,810,286 

第 6 計算期間 17,264,388,810 14,922,850,237 

第 7 計算期間 29,521,951,754 16,859,325,697 

第 8 計算期間 26,583,534,517 19,316,292,898 

第 9 計算期間 30,148,181,651 31,777,838,029 

第 10 計算期間 41,511,470,567 35,353,147,723 

（注）第１計算期間の設定数量には、当初設定数量を含みます。 

 

＜リバース・トレンド・オープン＞ 

  設定数量（口） 解約数量（口） 

第 1 計算期間 15,726,186,355 13,517,446,119 

第 2 計算期間 14,095,649,158 15,306,528,785 

第 3 計算期間 6,009,623,723 6,641,568,445 

第 4 計算期間 998,875,273 1,159,396,850 

第 5 計算期間 1,596,669,647 1,433,705,948 

第 6 計算期間 1,806,402,975 1,952,617,688 

第 7 計算期間 997,767,683 1,015,018,916 

第 8 計算期間 1,344,309,338 1,385,693,020 

第 9 計算期間 2,399,642,672 2,192,700,511 

第 10 計算期間 1,179,736,529 1,239,070,368 

（注）第１計算期間の設定数量には、当初設定数量を含みます。 

 

＜日本トレンド・マネーポートフォリオ＞ 

  設定数量（口） 解約数量（口） 

第 1 計算期間 358,330,505 85,021,980 

第 2 計算期間 4,257,078,379 4,229,972,381 

第 3 計算期間 2,916,875,416 2,847,753,208 

第 4 計算期間 4,438,153,107 4,264,415,519 

第 5 計算期間 2,525,935,689 2,847,891,576 

第 6 計算期間 1,507,267,122 1,361,107,534 

第 7 計算期間 1,106,789,417 1,248,686,676 

第 8 計算期間 2,017,371,224 1,642,100,940 

第 9 計算期間 2,734,831,491 2,698,961,228 

（注）第１計算期間の設定数量には、当初設定数量を含みます。 
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